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1は じ め に

本書 は,昭 和53年 度 事 業 と して,当 協会 の 委託 に よ り 日本化 学 工 業 協会 が

調 査 し,と りま とめた 「化 学 工 業情 報 ニ ー ズ調 査」 の 成果 報 告書 で あ る。

1.1情 報 ニ ーズ調 査 の必 要 性

1.1.1.情 報 シ ステ ム と業界 団体 の 役 割

情 報 は,動 態的 な もの で あ る。 あ る事 実 が存 在 す るだけ で は,そ れ は情 報

には な りえな い。 特 定 の状 況 の 下で,特 定 の 目的 を 持 った受 け手 が,そ の 事

実 を認 識,評 価 して,行 為 に結 びつ け る こ とに よ って,事 実 は情 報 とな る。

行 為 ・行 動 は,情 報 が転 化 され た姿 で あ る とい うと とが で き る。 そ して,そ

の行 為 は 新 しい情 報 源 とな る。

産 業 活 動 あ るい は企 業 経 営 は,情 報 の 流 れが 行為 ・行 動 に転 化 した典 型 的

な事 象 とみ るこ とが で き る。 したが って,産 業 活動,企 業経 営 が 円滑 に 発 展

す るか 否 か は,い か に良 質 の 情 報 を 選 択,評 価 して,経 営 資 源 と結 びつ け る

か に か か って くる。

わ が 国 経済 は,い ま,高 度 成 長 期 か ら安 定成 長期 へ の転 換 期 に 直 面 して い る。

転 換 期 は,混 迷 と変動 を そ の 特 色 とす る。 情 報 は,複 雑 多岐 に 亘 り,情 報 の

選 択 を誤 れ ば,産 業活 動,企 業 経 営 は,ま す ます 混 乱 に 陥 り,衰 退 へ の途 を

た ど るだ ろ う。 情 報 活 動 は,混 迷 と変動 の時代 に お い て こそ,そ の 真 価 が 問

わ れ る。

産 業 あ るい は企 業 に 対 して,政 治 動 向,経 済 一 般 動向 等 の 環 境情 報や 特 定

産 業 の 需 要 量,業 界 企 業 動 向等 の産 業(競 争)情 報,そ れ に 内部 情 報 が高 い

確 度 を も って組 織 的 に 提供 され ね ば な ら ない。

一 方 ,わ が 国 が情 報化 社 会 を指 向 す る とき,国 等 に おい て も,環 境 情 報 や

産 業 情 報 を整備 し,情 報 資 源 の有効 活 用 を図 るこ とが要 請 され る。 円滑 な情

報流 通 ネ ッ トワー クの 形 成 は そ の一 つ で あ ろ う。
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この情 報 流 通 ネ ッ トワー クを構 成 しつ つ,国 等 と企 業 との結 接 点 に 立 って,

情 報 拠 点 と しての 機 能 を 果た す こ とは,業 界 団 体 の 役割 と して最 もふ さわ し

い こ とで あ り,ま た重 要 な こ とで あ る と判 断 され る。

この点 に 関 して,日 本 化 学 工業 協 会 の化 学 工 業 長 中期 展 望 研 究会 の 報 告書

『危 機 へ の挑 戦』(昭 和53年5月 発 表)は,次 の よ うに指 摘 して い る。

「(日 本化 学 工 業 協 会 は)化 学 工 業 の シン ク ・タ ンク と して ・経 営 経済 に 関

す る研 究 セ ン ター 的 な役割 も果 た せ る よ う調査,統 計,資 料等 の整 備,需 要

予 測 を 含 め,業 界 独 自の 立 場 か らの 特徴 あ る調 査 活 動 の 強化 を は か るべ きで

あ る」 。

1.1.2産 業 別情 報 ニ ー ズ調 査 の意 義

今 回,化 学 工 業界 に 委託 され た 「産 業 別情 報 ニ ー ズ調査 」 は,上 記 の 情報

流 通 ネ ッ トワー クの 形成 お よび情 報 拠 点 の 育成 の必 要性 か ら,ま ず もって産

業 界(化 学 工業 界)に お け る政策(産 業)課 題 と必 要 情 報 の 関係 を 把握 す る

こ とを そ の 狙 い と して い る。 これ は 適切 な 目的 設定 とい うべ きで あ る。 蓋 し

目的 意 識 一 ニ ー ズの な い と ころに 情 報 は な く,ニ ーズ に合 致 しな い情 報 は価

値 あ る情 報 とは い え な いか らで あ る。

また,こ の調 査 研 究 を通 じて,化 学 工 業 界 に おけ る情 報 処理 の問 題 を 明 ら

か に す る こ とが可 能 で あ り,業 界 全 体 あ るい は 業 界 団体 の 情 報 処理 に 関 す る

将 来 展 望 へ の 手 がか りを 把 む こと もで き るで あ ろ う。 それ は と りもな お さず,

情 報 流通 ネ ッ トワー クの 構 築 に 関す る課 題 と展望 に と って も意義 あ るも の と

思 わ れ る。
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2.日 本 の 化学 工 業 の 現 状 と特 徴

わが 国 経 済 の高 度 化 の 重要 な 担 い手 と して発 展 して きた 化 学 工 業 は,化 学 肥

料や ソー ダ等 の基 礎 素材 か らプ ラス チ ック,合 成 繊 維 あ る いは 医 薬 品,写 真 感

光 材料 等 最 終製 品 に いた る まで,生 活 ・産 業 の 広汎 な 分野 に 製 品 を供 給 し,国

民生 活 の 向 上 に多 大 の 貢 献 を な して きた。 化学 製 品 な く しては,今 日の 生 活が

成 り立 た な い とい うべ きで あ ろ う。

また,化 学 技 術 は 汎 用 的性 格 を有 し,狭 義 の化 学 工 業 以 外 の 食 品,繊 維,金

属・窯 業等 広 い産 業 に お い て利 用 され,資 源枯 渇 時 代 に 対 応 して,省 資源 ・省

エ ネ ル ギーや 環 境 改善,あ るいは メ デ ィカル ・サ イ エ ンス ,ラ イ フ ・サ イ エ ン

ス等今 後 大 き く発 展 す る と予 想 され る先 端技 術 領 域 に 寄 与 す こ とが 期 待 され て

い る。 しこ うして,技 術 集 約 産 業社 会 を 志 向す るわ が 国 の なか で 重 要 な基 幹 産

業 と して揺 ぎな い存 在 を 続 け よ う。 さ らに あ らゆ る産 業の"化 学 化"の 源 と し

てそ の 流 れ は絶 え る ことが な い で あろ う。

この よ うな化 学 工 業 が,わ が国 製造 工業 の 中 で ど の よ うな 位 置 を 占め て い る

か,通 産省 の 「昭和52年 工業 統 計 速 報」(昭 和53年11月 発表)に よ って

概 観 す れば,以 下 の とお りで あ る。
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表2-1わ が 国 化 学 工 業 の製 造 工 業 に 占め る位 置(昭 和52年)

項 目

業種
事 業 所 数

従 業 者 数

(人)

製造品出荷額等

(百 万円)

付 加 価 値 額

(百 万円)

化 学 工 業
4,952
'(1 .2)

427,303

(4・2) 、

.

12,482,068
(8.1)

4,447,553

(8.7)

食 料 品
52,436
(12.6)

1,076,548
(10.5)'

18,314,054
(11.9)

5,250,998
(10.3)

繊 維
41,441
(10.0)

762,005
(74)

6,900,993
(4.5)

2,351,809
(4.6)

パ ル プ ・ 紙
12,249
(3.0)

291,078
(2.8)

5,012,076
(3.2)

1,525,509

(3.0)

石 油 ・ 石 炭
799

(0.2)

44,675

(0.4)

8,875,906

(5。8)

707,740

(1、4)

鉄 鋼
7,356
(1.8)

474,725

(4.6)

13,110,457
(8.5)

2,787,646
(5.5)

非 鉄 金 属
4,111
(LO)

196,105
(1.9)

5,253,810
(3.4)

'1
,2訂,874

(2.4)

金 属 製 品
47,772
(1r5)

731,048
(7.1)

7,626,564
(4.9)

3,249,061
(6.4)

電 気 機 器
24,157
(5.8)

1,218,629
(12.1)

14,999,790
(9.7)

5,812,131
(11.6)

輸 送 用 機 器
14,153
(3.4)

896,740
(8.8)

18,769,324
.(122)

5,609,089
(11.0)

そ の .他
205,136
(49.5)

4,114,684

(40.2)

42,993,338
(279)

17,898,323
(35.2)

製 造 業 合 計
414ほ62

(100.0)

10,233,540
(100.0)

154ほ38,380

(100:'0)

50,877,733
(100.0)

(注)従業者4人 以上の事業所

表2-1に み られ る よ うに,わ が 国 化 学 工業 は 製造 品 出荷 額 で 全製 造 工 業 の

&1%を 占め,鉄 鋼業 と比 肩 し うる位 置を 保 っ てい る。 さらに,エ ネ ル ギー多

消費 産 業 とい われ な が らもそ の 付 加 価値 額 は,全 製 造 工 業 の&7%を 占め て い

る。

また,化 学製 品 の 輸 出 額 は,昭 和52年1兆1,580億 円 で,輸 出比 率 約9

%,わ が 国 総 輸 出額 に 占め る ウエ イ トは,5.3%と な っ てい る。

次 に,わ が 国化 学 工 業 が 世 界 の 中で どの よ うな 位 置 に あ るか を み る と,表2

-2の とお り,化 学 工 業 の 大 宗 で あ る石 油 化 学に お い て 世界 の 約15%の 占有

率で あ る。 化学 工 業 の規 模 を計 る場合 の端 的 な指 標で あ るエ チ レン生 産 量
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(1976年)は,ア メ リ カ10,195千 ト ン,日 本3,803千 トソ,西 ドイ ツ

2,780千 トン,フ ラ ン ス1,690千 トン と,自 由 先 進 諸 国 の 中 で は ア メ リカ に つ

い で 第2位 に あ る。

表2-2主 要 化 学 製 品 の地 域 別 生 産 量(1975年)

(単 位:千 トン,%)

地域

品目
日 本 北 米 西 欧

東 南

アジア

中 近 東
■

ア フ リ カ

中南米 東 欧
世 界

合 計

エ チ レ ン 3,399
(14.2)

9,539
(39.8)

8,038
(33.6)

539
(2.2)

140
(0.6)

700

(2.9)
1,600
(6.7)

23,955
(100,0)

ポ リエ チ レ ン
1,300
(13.0)

3,550
(35.6)

3,820

(38、3)

250
(2,5)

90
(0.9)

370
(3.7)

590
(5.9)

9,970
(100.0)

塩 ビ 樹 脂
1,125
(15.9)

1,735
(24.5)

2,882
(40.8)

130
(1,8)

80
(1,1)

220
(3.1)

900
(12,7)

7,072
(100.0)

硝 酸
553

(2、3)

6,918
(28.2)

10,342
(42.1)

220
(0.9)

162
(0.7)

363

(1,5)

6,000
(24.4)

24,558
(100.0)

か 性 ソ ー ダ
2,950
(11.4)

9,150
(35.2)

8,000
(30.8)

900
(3.5)

100
(0.4)

600

(2.3)

4,250
(16.4)

25,950
(100.0)

(出所)日 本化学工業協会 化学工業長中期展望研究会報告

(資料)国 連統計ほか

(注)()内 数字は構成比(%)を 示す。

以 上 の よ うな 位 置 にあ る 日本 の化 学 工 業 は,現 在,か って な い 難 局 面 に遭 遇

してお り,大 きな転 換 を 強 い られ,ま た 自 ら転 進 を図 って い る』'

問題 の第 一 は,化 学 品 需要 の停 滞で あ る。 これ は,国 民 の価 値 観 の 変 化 に基

づ く"物 量 ば なれ"を 主 因 と して い る と考 え られ る。

第二 に,原 料 問題,と くに化 学 工 業 の 主原 料 で あ る ナフ サ(粗 製 ガ ソ リン)

の 価格 問題 で あ る。 電 力 を も含 め た 大 部分 の化 学 工 業原 料 の 調 達 につ い て,化

学工 業界 は 当時者 能 力 な きか の ご と き状 態 にお かれ,国 際 的 に 割 高 な 原料 価 格

を 強 い られ て きた 。

第 三 は,国 際 的 な問 題 で あ る。 す な わ ち,ナ フサ価格 の 国 際 的 割高 等 に よっ

て 国際 競 争 力 が著 し く低 下 し,さ らに は,韓 国,台 湾等 の 追 い 上 げが 急 に して,
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国 内 市場 の 一 部 が 輸入 品 攻勢 に さ ら され る よ うに な っ て きた。

第 四に は,こ れ も国 際 的 問題 で あ るが,産 油 国等 の 大 型石 油 化学 プ ロ ジ ェ ク

トの 問題 で,世 界 的 に需 給 ギ ャ ップが 存在 して い る と き,そ の ブー メ ラ ン効果

が懸 念 され る。

第 五 に,需 要 停 滞等 に起 因す る需 給 ギ ャ ップ の存在 と過 当競 争の 業 界 体 質で

あ る。

第 六 に,環 境 保 全 費用 の増大 に よ る経 営 圧迫 で あ り,化 学 品安 全 の 確 保 の 問

題 で あ る。

第 七 には,技 術 革新 の 停 滞で あ る。

これ らの 諸 問 題 は,将 に環 境 条 件 あ るい は競 争 条 件 の変 化 で あ り,こ の 変化

こそ,情 報 を 産 出す る根 源 で あ る とい え よ う。

こ こで,化 学 工 業の 基 本 的 な特 徴 を整 理 して 示 す。

① 技 術 規 定 的産 業 で あ る こと。 したが って,化 学 工 業 に お いて は 技術 革 新

が最 も重 要 で あ り,可 能 性 も大 きい。

② 生 産 体 系 が連 産 品 体 系で あ る こ と。 これ が 多 角経 営 と業界 の 過 当 競 争を

現 出す る。

③ 原 料 か ら最 終 製 品 に いた る まで,か な りの 多様 性 ・段 階 性 を もつ こ と。

④ 同一 の製 品 を生 産 す るに つ い て,原 料 と工 程 を比 較 的容 易に 転 換 し うる

こと。 これ が,技 術 開発 を 刺 激 す る。

⑤ 装 置 産 業で あ る こ と。 した が って,設 備 投 資 に 多額 の 資金 を 要 す る こと

に な る。

⑥ 化学 反 応 ・装 置 が 連続 性 を もつ こと。

⑦ 量 産性 を有 す る こ と。 この た め,規 模 の 経 済性 を 追求 す る こ と とな り,

製 品 の 無差 別性 と相 儘 っ て,価 格競 争 を もた らす 。

⑧ 製 品 あ るい は廃 棄物 の 中に有 害性 を もつ ものが あ る こ と。

参考 までに,化 学工業の簡略な生産体系図を掲げ る。
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加工度基準

＼
素 材 型 段 階 加 工 型 段 階

(配列の順不同,左 側素材型とは対応せず)
基 礎 原 料 誘 導 体 ・ 中 間 物

有

機

化

学

石

油

化

学

エ チ レ ンー

プ ロ ピ レ ンー

ブ タ ジ ェ ンー

芳 香 族 一

撰 露 ξ罵影 醐

ぜ鶯 ラニ勝 ラ上編 三こ)
一一合 成 ゴ ム

ー一}カ ブ ・ラク タム・テレ・ター 職TDIな ど)

ノ

E・ ・チ ・ク加工

タ イ ヤ ・ゴム加工

写 真 感 光 材 料1

天然ガ

ス化学
メ タ ノ ー ル ー

,'

仏 ・ルマリ・
医 薬 品1

タ ー ル

/

芳 香 族
ピ ッ チ

塗 料

醗 酵 (ζ 粉 幾 ペニシリン・ストレプト)

無

機

化

学

肥 料
ア ン モ ニ アー

燐 酸 一

・一一尿 素
,硫 安,塩 安

一ー一高 度 化 成 肥 料

染 料

硫 酸 硫 酸 ・ 油 脂 ・合 成 洗剤1

ソ ー ダ

苛性 ソーダ

塩 素

'無 機 薬品 ・顔料

化 粧 副

図2-1

(資料)岩 崎 秀夫

化学工業の生産体系図

「化学業界」

一7一



3.わ が国化学工業の政策(産 業)課 題

化 学 工 業 は,大 多数 の製 造 業が そ の製 造 す る物 に よ って分 類 規定 され て い る

の とは 異 な り,そ の製 造 プ ロセ スに 着 眼 して,「 化 学 的処 理 を お もな製 造 過 程

とす る」 産 業 で あ る,と 規 定 され てい る。 この ことか ら,前 述 の よ うな特 徴 が

指摘 され る訳 で もあ る。

化 学 工 業 が,広 汎 な分 野へ 製 品 を供 給 して い る性 格 か ら,国 民 の 価 値 観の 変

化 は,化 学 工 業 に 対 して 強 い影 響 を 与 え る。 例 えば,プ ラ スチ ックは 天然 素材

に代 替 して急 速 な発 展 を 遂げ て きた が,今 後 に お い て も,プ ラス チ ックを代 替

品の位 置 に と どめ お くか ど うか は 国 民 の価 値 観 に 負 う と ころが大 きい と考 え ら'

れ る。

さらに,国 民 の価 値観 の 変 化 は,経 済 ・産 業政 策 に イ ンパ ク トを 与 え,そ れ

は化学 工 業 に 波及 す る。 国 民 の 所得 水準 の 上 昇 に伴 う安 全 意識 の 高 揚 は,環 境

保全 政 策 とな って形 を な し,種 々 の 面か ら化学 工 業 を 規 制 して い る のは,そ の

典型 で あ ろ う。

次 に,ナ フサ(石 油 製 品 の1つ),工 業塩,り ん鉱 石,や し油 な どの 化 学工

業の 主原 料 は,ほ とん ど全 部 海 外 に依存 し,製 品 も汎 用性 の あ る国 際商 品 で あ

るこ とは,日 本 の 化学 工業 の際 立 った 特 徴 の1つ で あ る。 換 言す れ ば,わ が 国

化学 工業 は 完全 に 世界 に 組 み込 まれ て い るの で あ る。

化 学 工 業が,技 術規 定 的 産業 で あ る ことか ら,そ の動 向 は,技 術 革新 の波 に

大 き く左 右 され る。

以上,製 品 供給 が 多 岐 に わた る こ と,国 際 性,技 術 規 定 性 等 を始 点 とす る波

及過 程 を 簡 単 な図 に示 した ものが,図3-1の 化 学 工業 イ ン パ ルス表 で あ る。

これ らの 過 程 か ら様 々の 産 業課 題 が 発 生 して くる。 しか も,こ れ らは錯 綜 し

てい る。 今 日 まで の産 業 課 題 と将 来 発 生 す るで あ ろ うと予 想 され る課題 を的 確

に把 握 し,そ れ らに対 応 す る情 報 ・デ ー タを 収集,整 理,解 析 そ して 蓄積 して

お くこ とは,何 に もま して重 要 な こ とで あ る と考 え られ る。
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以下,化 学工業界 におけ る過去の産業課題および今後 の産業 課題について検

討す る。

3.1化 学工業界におけ る過去 の政策(産 業)課 題

わが国経済の発展 に伴 う所得水準の向上 は国民の価値観を大 き く変化 させ た。

すなわち国民生活が,物 による欲望の充足か ら質的生活の向上 一 余暇,教 育,

福祉 および安全確保等の重要視へ指向 してきている。政治 ・行政 もこの国民の

価値観 ・欲求 の変化 を把え,40年 代半ば頃 よりその政策の方向は大きく転換 した。

この政策基盤の変貌を,化 学工業 との関連 においてみ るな らば,昭 和30年

代 は重化学工業育成 と国際競争力強化 の国家 目標に沿 って各業界の振興対策が

探 られ,そ れ らの中で,特 に石油化学工業の勃興 と高度の発展 をみた。 石油化

学 の大規模化 は製品価格の低下 をもた らし,そ れが また新規用途 の開拓,天 然

素材 との代替を促進 して一層 の大型化を招 く,と い う産業に とって良循環 が形

成 され,国 際競争力も強化 され た。

このよ うな生産の大 型化 が進展す る過程 において,特 に40年 代後半か ら環

境汚染,化 学物 質の安全性 が問題 とされ,化 学工業に対す る政策 は環境 ・安全

問題 と消費者行政を軸 とす る方 向へ移行 した。

化学工業の発展は,資 源 ・エネルギーの低廉かつ安定的 な供給確保 の面に も

負 うところが大であ った。 しか るに,昭 和48年 の オイル ・シ ョック後の原料 ・

エネルギー価格の急騰 は,経 済 ・産業政策の不適切 さとも相 まって化学工業を

混乱 と活 力消耗 に導 き,そ れが今 日に至 るまで尾を引いていることは前述の と

お りである。

以上の社会環境,産 業政策の変遷 に対 し化学工業界はどのよ うに対応 したか

については,日 化協定例役員会(常 務理事 ・監事会)の 議題 によってみてみ よ

う。昭和40年 から最近 までの主要議題をま とめたのが表3-1で あ る,こ れ

はとりもなお さず,化 学工業界における政策(産 業)課 題 の流れ と特色を示す

もの と考 え られ る。
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表3-1日 化 協 定 例 役 員会 主 要 議 題 一 覧(昭 和40年 ～53年9月)

ー
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ー
ー

分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

立地 ・環境 ・

安全
研 究 開発 海 外 問題

企業経営 ・
労使問題

昭和40年 。化学工業需給 。設備投資計画 。電気料金制度 。通運料金改定 。工業保安関係 。工業所有権改 。日ソ貿易交渉 。税制改正意見

問題 と値上げ 問題 法律制定 ・改 正問題 問題 提出
。設備投資調整 。新電気事業法 。国鉄貨物運賃 正問題 。ソ連主催 国際 。電気 ガス税非

等独禁法運用 関係政省令の 値上げ問題 。危険物海上輸 化学工業展示 課税品目の要

問題 制定問題 送関係問題 会への参加 望
。鉛中毒予防規 。豪州関税公聴 。配当の源泉分

則制定問題 会 離課税
。危険物貯蔵所 。 フ ィ リ ピ ン ・ 。合理化償却

新基準制定問 チ ェコス ロパ キ 。技術振興税制

題 ヤ ・ハ ン ガ リ 。重油消費税創

。危険物倉庫の 一化学工業 ミ 設の動向

増強意見提出 ッシ ョンの 来 日 。労働情勢

。四 日市周辺海 。 プ ラ ン ト ・技 。40年 春 斗

域の水質基準 術輸出 。1時 金問題'

制定問題 。ソ連東欧諸国

。下水道料金値 への通商調査

上げ 団派遣
。除草剤のヘ リ 。ソ連化学大臣

撒布の安全性 来 日

昭和41年 。電気料金制度 。私有 タンク車 。危険物海上輸 。工業所有権制 。関税一括引下 。税制改正意見

と値上げ 運賃改定 送関係問題 度の改正 げ交渉 提出
。ソ連 の岩塩, 。国鉄貨物運賃 。危険物貯蔵関 。豪州への化学 。電気 ガス税非

リン鉱石,カ 値上げ 係問題 工業通商団の 課税品目の問

リ等の開発 。大口荷主に対 。除草剤のヘ リ 派遣 題

する営業割引 撒布の安全性 。建物の耐用年

き 。高圧ガス取締 数改定

法改正問題 。印紙税 ・登録

。四 日市海域の 税の改正

水質基準制定 。商法改正問題

問題 。労働情勢
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分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

立地 ・環境 ・

安全
研 究 開 発 海 外 問題

企業経営 ・
労使問題

。独禁法運用問 。新潟水銀中毒 。通産省の消費
題 問題 者行政
。共同投資関係 。 ユ リ ア ・ メ ラ

∨

問題 ミン樹脂製食

器有毒問題
。労働安全衛生

規則の改正
。都市河川方式

の水質基準採

用問題
。公害対策基本

法制定問題
。工業用水関係

問題

昭和42年 。資本 自由化対 。高圧 タンク車 。危険物海上輸 。技術 自由化委 。東独 プラン ト 。税制改正意見
策 等の運賃割引 送関係問題 員会の新設 ミ ッ シ ョン の 提出

問題 。危険物貯蔵関 。技術援助契約 来 日 。電気 ガス税の
。私有貨車改造 係問題 の自由化 。関税一括引下 意見提出
費の負担問題 。危険物範囲の げ交渉 。ス ク ラ ッ プ税

。私有 タンク車 改正意見提出 。41年 度化学工 制意見提出
運賃制度改正 。危険物航空輸 業通商団の商 。財務諸表の審
。車輌保安基準 送基準の改正 談担当会社の 査と法定監査
改正 。毒劇物問題 決定 。連結財務諸表

。労働安全衛生 。豪州化学品S 。財務諸表の統

規則の改正 V制 度再検討 一の意見提出
。公害対策基本 公聴会出席 。計量法改正意

法案に関する 見提出
意見提出 。労働情勢

。新潟水銀中毒 。万博参加問題

問題
。都市河川の水

質基準案
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分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価化)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

立地 ・環境 ・

安全
研 究 開 発 海 外 問題

企業経営 ・

労使問題

。公害紛争処理

制度等の構造
。公害関係4法

案
。工業立地適正

化法案
。都市計画法案

制定問題
・怒限度研究委

員会の設置

昭和43年 。第2次 資本 自 。工業塩価値上 。海上交通法案 。危険物輸送問 。日化観賞の創 。米国輸入課徴 。税制改正意見
由化 げ問題 題 設 金問題 提出

。危険物貯蔵問 。技術導入自由 。化学工業通商 。合理化償却

題 化 団の派遣 。公害防止施設
。大気汚染防止 。工業所有権制 。化学工業通商 優遇税制の要
法騒音規制法 度の改正 団の商談担当 望提出
の制定 会社の推薦 。技術国内譲渡
。公害紛争処理 所得税額控除
制度等 の要望提出
。水俣病 。監査制度改正
。矢部川 メチル 意見提出
水銀汚染問題 。労働情勢
。メチル水銀排 。万博参加問題

出規制基準制 。根抵当権立法

定問題 問題
。欧米公害対策

技術調査団の
派遣
。SOx環 境 基

準意見提出
。工業立地適正

化法案
。工業用水問題
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分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

土地 ・環境 ・

安全
研 究 開発 海 外 問題

企業経営 ・
労使問題

昭和44年 。第2次 資本 自 。高圧 タンク車 。危険物輸送問 。 ソ連 ・東 欧 へ 。税制改正意見

由化 運賃問題 題 の化学工業通 提出
。独禁法運用上 。通運料金の改 。危険物貯蔵問 商団派遣 。合理化機械特

の問題 定 題 別償却
。設備投資計画 。1部 私有タン 。SOx環 境 基 。揮発油税

ク車の改造 準制定問題 。耐用年数の改
。公害紛争処理 定
法案 。労働情勢

・公害医療救済 。労働行政機構

特別措置法案 改革案
。公害対策協力 。監査制度改正

財団の設立
・産業廃棄物問

題
。工業用水問題

昭和45年 。景気動向 。工業用塩価値 。平 パ レ ッ ト使 。危険物船舶輸 。特許法改正法 。ハ ン ガ リー化 。税制改正意見

上げ問題 用貸物運賃 送問題 案 学工業使節団 提出
。倉庫料改定 。消防法危険物 の来日 。法人税率引上

関係政省令改 。繊維の対米輸 げ反対意見提
正 出自主規制問 出
。SOx排 出基 題 。揮発油税

準の改定実施 。西独化学工業 ・試験機器等耐

。水質環境基準 調査団の来日 用年数短縮の

設定問題 。豪州化学工業 要望
。産業廃棄物処 使節団の来日 ・輸出促進税制

理問題 。証券取引法改
。水質保全法の 正問題

改正 。商法改正問題
。公害紛争処理 。労働情勢

法制定 。万博参加

。工業用水問題
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分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

土地 ・環境 ・

安全
研 究 開発 海 外 問題

企業経営 ・

労使問題

昭 和46年 。景気動向 。設備投資計画 。工業用塩価値 。私有高圧 タン ・特定化学物質 。欧米化学物質 。イン ド化学工 。税制改正意見

。第4次 資本 自 上げ反対意見 ク車の営業割 等障害予防規 医薬特許制度 業視察団の来 提出

由化 提出 引 則制定 調査団 日 。試験機器等の

。電気使用制限 。危険物 バ ラ積 耐用年数短縮

規則の制定 船の安全確保 。合理化機械 ・

。毒劇物取締法 公害防止設備

に基づ く運搬 の特別償却

基準制定 。変動相場制移

。酸素欠乏症防 行と企業会計
止規則案 。根抵当権立法

。労働安全衛生 。証取法改正問

法の判定 題
。産業廃棄物問 。労働情勢

題 。ILO総 会

。工業用水問題 。海外化学工業

。下水道料金改 工業労働事情

定問題 調査団の派遣
。農村地域工業

導入促進法案
。工業等制限法

の適用地域問

題
。公害関係諸法

律案
。排水基準制定

昭和47年 。景気動向 。国鉄貨物運賃 。PCB使 用 自 。技術導入自由 。ア ン チ ダ ン ピ 。税制改正意見

改定 粛 化実施 ング問題 提出
。高圧 タンク車 。危険物輸送関 。対外経済対策 。耐用年数改正

運賃割引問題 係問題 。合理化機械等

。通運料金改定 。毒劇物取締法 の特別償却

問題 改正法案 。輸出振興税制
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分 類 化学工業一般
(需 給 ・コス ト 産業構造 ・組織

資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

立地 ・環境 ・

安全
研 究 開 発 海 外 問題

企業経営 ・
労使問題

年 ・価格)

。特定化学品取 。重油消費税創

締法案制定問 設反対意見提

題 出
。NOx環 境 基 。商法改正問題

準問題 。労働情勢
。四 日市公害訴 。学卒者選考開

訟 始日決議
。公害補償問題
。労働安全衛生

法関係問題
。工業再配置促

進法案
。工場法構想

。無過失損害賠

償責任法案制
定問題

昭和48年 。景気動向 。資本 自由化問 。電気料金値上 。国鉄運賃改定 。化学物質審査 。税制改正意見

題 げ問題 問題 規制法制定 提出
。石油問題 。通運料金改定 。危険物規制問 。重油消費税創

。石油需給適正 題 設反対意見提

化法案 。PCB汚 染 対 出

策 ・電気ガス税非

。水銀の排水基 課税措置問題
準強化問題 。商法改正問題

。大気環境基準 。労働情勢

の設定 。海外化学工業
。NOx排 出基 労働事情視察

準設定 団派遣
。有毒物質含有

家庭用品規制
法案



ー
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ー

分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

立地 ・環境 ・

安全
研 究 開発 海 外 問題

企業経営 ・

労使問題

。瀬戸内海環境

保全臨時措置
法
。公害健康被害

補償法
。工場事故と安

全会議の設置
。工場立地法

昭和49年 。景気動向 。独禁法改正問 。石油,電 力等 。危険物輸送関 。水素の化学的 。経済緊急事態

。物価 題 使用節減規制 係問題 利用研究 に係る自粛決

案 。既存化学物質 意
。石油需給化適 名簿 。税制改正意見

正化法 。 オ ペ レ ー タ ・ 提出
。電気料金値上 ト レ イ ニ ン グ 。会社臨時特別

げ ・セ ン タ ー設 税法
立問題 。電気税非課税

。大気汚染防止 措置反対意見

法改正 提出
。公害健康被害 。開銀金利改定

補償法 要望
。工場立地法華 。商法改正問題

則 。労働情勢

。労働安全衛生 。海外化学工業

法関係規則改 賃金事情調査
正 団派遣

。広報委員会新

設

昭 和50年 。景気動向 。独禁法改正問 。省 エ ネ ル ギ ー, 。国鉄 タンク車 。毒劇物関係問 。税制改正意見

。緊急経済対策 題 省資源対策 検査制度 題 提出

要望 。危険物の検査 。商法改正問題

機構設置問題
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化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

土地 ・環境 ・

安全
研 究 開発 海 外 問題

企業経営 ・
労使問題

。作業環境測定

法 。社債発行限度
。酸欠症防止対 の引上げ'

策 。連結財務諸表

。労働安全衛生 関係問題
法関係問題 。労働情勢
。石 油 コ ン ビ ナ 。広報用小冊子
一 ト防災法 作成
。NOx汚 染 予

測手法開発調
査研究
。高圧 ガス施設

地震対策

昭和51年 。景気動向 。独禁法改正問 。電気料金値上 。環境影響評価 。化学工業技術 。税制改正意見

。化学工業長中 題 げ 制度 基盤強化方策 提出

期展望の検討 。工業用塩価値 。廃棄物処理清 ・電気税非課税

上げ 掃法改正要望 措置問題
。再 提出 。揮発油税用途

。公害健康被害 免税
補償制度 。社債発行限度

。地下水対策 の引上け
。NOx汚 染 予 。労働情勢

測手法開発調 。身体障害者雇

査研究 用促進法の除
へ 。国立化学物質 外車設定意見

実験検査セン 提出
ターの設置意 。広報用映画製

見 作
。化学工業(製

品)の 意識調

査
。連結財務諸表

制度
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分 類

年

化学工業一般

(需 給 ・コス ト
・価格)

産業構造 ・組織
資 源 ・エ ネ ル

ギ ー
輸送 ・流通

立地 ・環境 ・

安全
研 究 開発 海 外 問題

企業経営 ・

労使問題

昭 和52年 。景気動向 。独禁法改正問 。ナ フサ問題 。NOx第3次 。税制改正意見

。化学工業景況 題 排出規制問題 提出
ア ン ケ ー ト調 。公害健康被害 。労働情勢

査 補償制度 。海外化学工業
。化学工業長中 。毒劇物貯蔵問 労働事情視察
期展望の検討 題 団派遣

。危険物輸送関 , 。広報映画製作

係問題
。化学物質安全

性調査機関設
立問題
。米国有害物質

規制法
。保安教育訓練

関係 `

昭和53年 。景気動向 。構造不況対策 。電気料金制度 。日本化学物質 。国の研究,技 。税制改正意見

(9月 まで) 。化学工業景況 問題 と料金改定 安全性 センタ 術開発要望提 提出

ア ン ケ ー ト調 。素材産業懇談 一設立 出 。労働情勢

査 会報告 ・米国有害物質 。労働基準法関

。化学工業長中 規制法関係 係
期展望の検討 ・発がん性有害

・報告 物質に関する
OSHA提 案
。危険物船舶輸

送関係問題
。有害液体物質

タンカー輸送

実態調査
。紛 じん障害防

止関係
。NOx新 環 境

基準
。水質汚濁防止

法改正



表3-1を 一 覧 して 知 り得 る こ とは,第 一 に環 境 ・安 全 関係 の 課題 が 極 め て

高 い ウエ イ トを有 して い る ことで あ る。 国 民 の 間 に環 境 保 全 意識 が 高 ま る以 前

か ら,特 に危 険物 対 策 お よび工業 保 安 対 策 は大 きな問 題 で あ った。 昭和40年

代 の 半ば 頃 か らは,一 般 的 な環 境保 全問 題 が大 き くク ロー ズ ア ップ され,公 害

訴 訟 も世 の注 目を 浴 び た。 昭和42年 に 公 害 対策 基 本 法 が 制定 され るや 多 くの

公害 関係 法律 が で き,化 学 工 業界 は そ の 対 応 に 迫 ら れ,あ るいは 自主的 に 措

置を講 じた 。 そ の 結果,環 境 保 全 の 所期 の 目的 は達 成 され つ つ あ る とい え よ う。

また近 年,各 方 面 に お い て化学 物 質 の 人 の 健 康 お よび環 境 に対 す る影 響が 論

ぜ られ る よ うに な り,化 学 物 質 の 安 全性 確 保 の 問題 が 重 要 な社 会 的 要請 とな っ

た。 当協 会 で は,こ の 要請 に対 して,重 要 課 題 と して鋭 意 検討 し,昭 和52年

11月,「 日本 化 学 物 質 安全 性 セ ン ター」 を 設 立 した と ころで あ る。

これ ら危 険物 対 策,環 境保 安 問 題 お よび化 学物 質 の安 全 性 確保 問 題 等 は,化

学 工 業 に お け る製 造 過 程(高 温 ・高 圧 な どの 下 で の化 学 反 応)と 化 学 製 品(大

部 分 が そ の ま まで は天 然 に 存在 しな い合 成 品)の 特性 か ら派 生 した もの で あ り,

今 後 と も,産 業課 題 と して の重 要 性 を もち続 け る もの と思 わ れ る。

第 二 に,研 究開 発 問 題 が近 年 まで 業界 ベ ー スで の 課題 として あ ま り採 り上げ

られ な か った とい うこ とで あ る。 研 究 開発 は,本 来技 術 先 導 型 の化 学 工 業 の 死

命を 制 す る問 題 で あ り,ま た それ 故 に こそ,化 学 工 業 は,技 術 集約 産 業 と して

将来 に 多 くを 期 待 され て い る訳 で あ るが,な ぜ 研 究 開 発が 業 界 ベー スに の りに

くいか を 考 え て み る と,先 ず,技 術 開発 そ の もの が 非常 に 強 い機 密性 を 有 して

い るか らで あ る。 さ ら'に化学 工業 に お け る従 来 の 技 術 革新 は海 外か らの 導 入技

術 に よ る もの が 多 く,し か もそれ が 企 業間 競争 の 具 とな っ た こともそ の 要 因の

一つ で あ る
。 また,昭 和30年 代 か ら昭和40年 代 前 半 な い しオイ ル シ ョ ック

にか け て,研 究 開 発 にか か わ る公 共 性 の 高 い分 野 が 目立 って 顕在 化 しなか った

か らで もあ る。

しか し,産 業 構 造 の前 進 が 強 く呼 ば れ て い る昨 今,自 主 技術 開発 に最 大 の 努

力 を傾 注 しな け れ ば な らない こ とは 言 を 待 たず,し か もそ れ は個 々 の 企業 レベ
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ル に と どま る こ とな く,シ ステマティックな技 術 開 発 に取 り組 む必 要 が あ る。 加

えて,共 通 性 と公共 性 が 高 い省 資源 ・省 エ ネ ル ギー技 術や 原 料 の 多 様 化技 術 な

どが一層重要性を増 す とすれぽ,今 後・研究開 発が業界 レベルの重要課題にな

るこ とは 明 らか で あ る。 日化協 にお い て も,す で に そ の方 向 に 動 きつ つ あ る こ

とは,オ イ ル シ ョック後 の 役 員会 議 題 を『みれ ば知 り え よ う。

第 三 に,資 源 ・エ ネ ル ギー問 題 で あ る。 電気 は,化 学 工業 に とって 重 要 な原

料 の1つ で あ り,そ の料 金 問題 に対 して は,従 来 よ り活 発 に取 り組 んで きたが,

オ イ ル シ ョ ック後 の 料 金 高 騰 は化 学 工 業 に か な りの ダメ ー ジを 与 え て い るた め,

料金 制 度 の 改善 等 を も含 め 真 剣 な検 討 課 題 とな っ てい る。

また,石 油 化 学 工業 の 主 原 料 で あ るナ フサを は じめ とす る諸 原 料 に つ い て は,

専売 品 で あ る工 業 用 塩 の価 格 問題 を 除 い て,オ イル ・シ ョ ック前 まで,さ ほ ど

問題 に は な らなか った(昭 和37年 か ら昭 和38年 に かけ て,石 油 業 法の 成 立

と原 油 輸 入 の 自由化 に 伴 って,ナ フサの 価 格 と量 的 確 保 につ き 問題 が 起 っ たが,

植村 あ っせ ん案 に よ り収 拾)。 ナ フサ は,前 述 の よ うに低 廉iかつ 安定 的 に 確保

で きて いた か らで あ る。 と ころが オ イ ル シ ョック後,資 源 ・エ ネル ギー環 境 は

一 変 し ,ナ フサ の 問題 は 重要 課題 とな った 。今 後 と も,資 源 ・エ ネ ル ギー問 題

は,資 源 制 約 あ るい は 資源 ナ シ ョナ リズ ム台 頭 の下 で 重要 度を 増 す と考 え られ

る。

第 四 に,輸 送 ・流 通 に つ い ては,従 来 よ り国鉄貨 物 ・私 有 タ ン ク車運 賃 改 定

や 通運 料 金 の 改定 が 主 と して 問題 と され,い わ ゆ る物流 問 題 は,個 別 企 業の ノ

ウ ・ハ ウ との 関 係 な ど を理 由に業 界 ベ ー スの 課題 とは な りに くい と考 え られが

ちで,現 在 に至 って い る。

第五 に,海 外 問 題 は,昭 和40年 代 中頃 まで,外 交 面 に お け る特殊 事 情 に よ

り ソ連 ・東 欧諸 国等 との 経済 ミッ シ ョンの 交流 が か な り行 わ れ た が,そ の後 大

きな 問 題 と して は採 り上 げ られ て い な ・・.・ れ は,4・ 年 代 に 入 り・ 化 学 品質.

易が 順 調 に 発 展 した こと を反 映 して い るもの と思わ れ る。 今 後 は,わ が 国 産 業

構 造 との 進 展 等 に合 わせ て,海 外 投 資 関係 の 問 題 が大 きな 課 題 とな って くるで
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あ ろ う。

第 六 に,企 業 経 営 ・労使 問題 の 主 な課 題 は,税 制,経 済 法規 お よび 労働 問 題

で あ るが,例 えば 税 制 問題 に つ い てみ るな らば ,昭 和40年 代 半 ば まで は 産 業

育成 路 線 に 沿 った もの が 中 心で あ った が,そ の後 は,産 業 ・企業 優 遇 措 置 の縮

小に いか に 対応 す るか が 中心 課 題 と な った。 経 済 法規 に して も,近 年 は 規制 強

化 へ の 対 応が 課 題 で あ る。 労 働 ・労 使 問題 につ い ては,終 始化 学 工 業 界 にお け

る賃 金 形 成 等 に 対 して か な りの 貢 献 を な して きて い る。

需 給,コ ス ト,価 格 等 化学 工業 一般 問 題 や産 業 構 造,組 織 問 題 に つ い ては ,

主 と して業種 別 団体 に 係 る課題 と され る こ とが 多 く,従 来 ,総 合 団体 で あ る 日

化協 で は 極 め て一 般 的 な 問題 しか 採 り上 げ て こなか っ た。 しか し,オ イ ル ・シ

ョック後 の 安定 成 長 の 下 にお いて 従 来 とは異 った 視点 か らの取 組 みが 要 請 され

るよ うに な り,す で に この 方 向に動 き出 して い る。

以 上 を総 括 して み る と,政 策 ・行 政 の潮 流,化 学 工 業界 の 対応 姿 勢 と課題 は
,

昭和40年 代 半 ば か ら大 き く転 換 して い る。 殊 に オ イ ル ・シ ョック後 は ,そ れ

が決 定 的 とな っ た。 す な わ ち,「 育 成 か ら規制 へ 」 の 政策 転 換 で あ り,「 量 の

化学 か ら質 の化 学 へ 」 の 業界 対 応 ない し要請 で あ る,と い うこ とが で き る。

3.2 .化学 工業 界 にお け る今 後 の政 策(産 業)課 題

化学 工 業 にお け る今 後 の 課 題 につ い て は,過 去 の産 業 課題 の流 れ の と ころ で

も若 干 言及 して い るが,こ こで整 理 して示 す こ とにす る。 以 下は,日 化 協 の化

学 工業 長 中期 展望 研究 会 が 昭 和53年5月 に 発表 した 報告 書 「危機 へ の 挑戦 」

で指 摘 され た 問題 点 に 若 干補 足 した もの で あ る。

表3-2.今 後 の化 学 工 業 の産 業 課題

{1)化 学 工 業 一 般

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

。内部構造転換 。景 況 ・業 況 ・市況 把 握
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一

ご高 付 加 価 値化 の 志 向

・製 品 特 化.・/'

。化 学 工 業需 要 予測 手 法 開 発

.・ 需 給 見 通 し

、.。構 造 不 況 対 策

② 産業構造 ・組織

長 期 的 課 題

。過 当競争問題

。業界再編成 問題

・合併,企 業集 中化

・生産受委託

・玉 融通

・共同販売会社構想

・その他 の企業間提携

。外資進出問題

。設備 投資問題

・設備投資計画

・共同 ・輪番投 資

・海外投資調整

・官民協調懇談会

。業界団体強化問題

。独禁法問題

短 期 的 課 題

・構 造 不 況 対策

・生 産設 備 の廃棄 ・休 止

・金 融 ・税 制 ・雇 用 面 の措 置

(3)資 源 ・エ ネ ル ギ ー

長 期 的 課 題

資源 ・原 料 問 題

。原 料 多 様 化 問題

。省 資源 ・省 エ ネ ル ギー 対策

。資 源 再利 用(リ サイクル)問 題

短 期 的 課 題

資 源 ・原 料 問題

。ナ フサ 問 題

・石 油製 品価格 体 系 の 検討,価 格

問 題
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。資源 国対 策

。工 業用 塩 価 問題

・値 上げ 問 題

・自己 輸入 制 度

。ア ル コー ル 専売 問題

・価 格 問題

・民営 化 問 題

電 力 問 題

。電気 料金 制 度 の あ り方

・石油業法関係問題(ナ フサ輸入問

題 ほか)

。石油輸入関税問題

。石油諸税問題

電 力 問 題

。特約制度の改善

。季時別料金制度 の導入

。料金値上げ対策

。自家発電 コス ト問題

。電力会社経営問題

(4)輸 送 ・ 流 通

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

。物 流管理体制の研究

。輸送体系

。国鉄貨物運賃問題

。国鉄合理化問題

・貨物取扱 い駅の統廃合

。私車 タンク車関係問題

{5)立 地 ・ 環 境 ・ 安 全

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

立地対策 環境保全対策

。工業立地再 編成

・有効利用

。水 質総 量 規 制

。NOx第4次 規 制 強化 問 題
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・再 配 置

。工 業 用水問 題

環境保全対策

。廃棄物問題

。健康被害補償制度 の検討

労働安全衛生対策

。職業病対策

。有害性物質の情報蓄積 ・研 究

。炭化 水素規 制 問題

。廃 棄物 問 題(海 洋 投 棄 規 制 強化 問 題)

。ソーダ製 法 転 換 問題

。環 境 ア セ スメ ン ト法

危 険物 ・化学物質安全性確保対策

。危険物規制問題(国 際的規制 の動 き

と国内法 との関係ほか)

。化学物質安全性確保問題(TSCA,

OECDの 動 きへの対応ほか)

。有害物質の液状海上 輸送問題

。薬害問題

。製造物責任制度の検討

タンク類の安全対策

労働安全衛生対策

。粉 じん障害 防止規則 関係問題

。有機溶剤 中毒予防規則 関係 問題

。改正労働 安全衛生 法の施行(有 害性

の調査)

㈲ 研 究 開 発

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

。共 同 研 究体 制 の検 討(国 ・大 学 ・

産 業)

。JIS改 正 問 題

・試薬
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。国の研究,研 究機 関体制 の拡充

・Cl化 合物 の研究(COを 出発原

料 とす る化学体系へ の移行)

・微生物工学

・分離技術ほか

。研究管理方式の研究

。技術情報交流

{7)海 外 問 題

・海外投資問題

・海外石油化学大型 プ ロジ ェク ト

・製品逆輸入対策

。発展途上国工業化への対応

・貿易の高度化

・協調問題

。 世界的市場管理問題

。 経済協力 ・援 助問題(化 学肥料,技

術等)

。輸出入動 向の把握

。中間原料 輸入対策

。円高対策

。国際競争力問題の研究 ・対策

(8)企 業 経 営 ・労使 問題

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

労 働 問 題 税 制 問 題一
。雇 用 問題 。一般消費税導入問題

・高令 化 ・高学 歴 化 対策 。法人 税 率

・停年制 問題 。租税特別措置

・教育 訓 練 。固定 資 産 税

。企業年金問題 。電気税の非課税 措置
1
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・退 職 金 問題

。賃 金 決 定機 構

。労組 再 編成 ・統 一 問題

広 報 問 題

・化学 的 知 見 の普 及

。化 学 工 業 の イメ ー ジ ・ア ップ

。物 品 税

経済法規関係 問題

。商法改正

。財務諸表関係

労 働 問 題

。賃 金 制度 と人事 制 度

。交 替 制 問題(労 働 衛 生 ・手 当)

。退 職 金 問題

。情 報 交 換

3.3化 学物 質 の安 全 性 に係 わ る情 報 ニ ー ズ に つい て

これ まで,化 学 工 業界 にお け る過去 か ら将 来 へ わた る産 業 ニ ー ズを 概 観 して

きた が,こ れ か ら知 り得 る ことは,危 険物 ・化 学物 質 安 全確 保 対 策 が 大 きな ウ

エ イ トを 占め,か つ 重要 性 を 持 って い るこ とで あ る。 これ は,前 述 の よ うに 化

学工 業 が 合成 工 業 で あ る とい う基 本 的特 徴 を有 す る こと と安全 性 意 識 の 高揚 か

ら くる社会 的要 請 とか ら生 じた もの と考 え られ る。.

日化 協 は,日 本 化学 物 質 安 全 性 セ ン ター を設 立 す るに 際 し,昭 和53年7月

に,「 化学 物 質 の 安 全性 に 関す る情 報 収集 等に つ い ての ア ンケ ー ト調 査 」 を 実

施 し,安 全性 に関 す る情 報 収 集 源 や 安 全性 セ ン ターの 情報 活動 に 対す る要 望 等

を と りま とめ て い るので,そ の 重 要性 に鑑 み,調 査 結 果 の 概要 を 掲 げ る こ と と

す る。
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化 学 物 質 の安 全 性 に 関す る情 報 収 集等

に つ いて の ア ン ケー ト調 査 結 果 の 概要

本 ア ンケ ー ト調 査 は,日 本 化学 物 質 安 全性 セ ン ター設 立 準備 室が,昭 和53

年7月 に 日本 化 学 工 業 協会 会 員 会社166社 を対 象 に実 施 したもの で,ア ンケー ト

回答 会 社 は95社(回 答率57.2%)で あ った(た だ し,回 答会 社 の うち1社

は 集計 終 了 後 の 回答 で あ ったた め,本 集 計 は94社 を母 数 と して と り ま とめて

い る)。

A情 報収集と試験研究の現状

1,情 報収集部門等

1)収 集部門,あ り76社(81%)

2)収 集活動の全社的システム,あ り

34社(36%)

3)収 集担当者数等(表 一1参 照)

(表 一1)情 報 収集担 当者数など

ク ラ ス A B C 小計
記 入
な し 総 計

会 社 数 14 12 8 34 60 94

対34社% 41 35 26 100 一 一

(対94社%) (14.9) (12.8) (8.5) (36.2) (63.8) (100)

担 当 者 数
(平 均人/社)

10.3

u

3.8 2.2 6.1 一

推 定 人 件 費
(万 円/年)苦

5.150' 1,900 1,100 3,050 }

×500万 円/年 ・人と

仮定

{注)◎A,B,Cの ク ラス

分けは回答内容に基

づきセンターに於て

分類 したものであ り

。A:全 社的に本社を中

心 とした システム

が あり,情 報伝達

などが行われてい

ると判断 されたもの。'

。B:全 社 的システムとは言い難いが例えば関係の深い事業部又は研究所○○部が中心とな っ

て実施 されてい ると感ぜ られたもの。

。C:シ ステムとまでは言えないが アンケー トに対し強いて答えれば とい う感 じで回答がな さ

れているもの。

。記入な し:ア ンケー ト全体についての 回答 は頂いているが本項に関 しては白紙 とな ってい る

ものである。
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◎ 以上の結果一応システムとして考え られる回答会社34社 の 人件費 は平均6人 で約3,000

万 円/年 と見 られ熱心な社 は約5,000万 円/年 の経費を投 入されていることが判 った。

2,国 内外情報委託並びに収集機関な ど(表2)に 集 計結果を示す。

(表 一2)国 内 外情報委託機関

機 関 名 社 数(%)

JICST

オーバーシーズ ・データサービス

紀の国屋

DJK芥1

JAPIC×2

NIC苦3

日本産業皮膚衛生協会

労働衛生検査 センター

高分子市場研究所

国際PR社

日経S.V.P糾

米 国弁護士事務所

その他(各 種協会大学等)

10(10.6)

10(10.6)

8(8.5)

2(2,1)

1(1,1)

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

各1

備考'苦1大 日本樹脂研究所

苦2(財)日 本医薬情報 センター

×3野 口情報センター

。 、S・ 、IV。u、Pl。 ↑,

3.国 内情報源

新聞を除いた 国内刊行物 は

185種 の多 くCC及 んでい るが

(表 一3){cme入 社数が5社

以上とな っている刊行物名

(新 聞を除く)を 一覧 した。

※なお5種 以 上を購入 して

いる会社は46社(49%)

で あ った。

(表 一3)国 内刊行物名一覧

刊 行 物 名
購入者数
(%)

刊 行 物 名
購入者数
(%)

科学技術文献速報 59(63) 労 働 の 科 学 10(11)

労 働 衛 生 52(55) 公 害 と 対 策
〃

労 働 法令通信 21(22) 化 学 と 工 業
〃

安 全 19(20) 安全衛生のひaま
〃

産 業 医 学 15(16) 化 学 工 業 8(9)

労働安全衛生公報 12(13) 食 品 衛 生研究 7(8)

官 報 〃 労 働 化 学 〃

産 業 公 害 〃 衛 生 化 学 5(6)

安 全 工 学 10(11) 食品衛生学雑誌
〃
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4.国 外情報源

新聞を除いた国外刊行物は182種 の多 くに及んでいるが(表 一4){こ 購入社数が5社 以

上になっている刊行物名(除 新 聞)を 一覧す る。

(表 一4)国 外 刊行物名一覧

FederalResister

Chem&Eng.News

Chem.Week

EuropeanChem.News

Chem.MarketjngReporter

Chem.Abstract

Pest.&Tox.ChemＬNews

Tox.&App1.Pharmacology

Chem.RegulationReporter

Toxicology

C.1.S.Abstract

Am.Ind.HygJournal

FoodChem.News

NIQSH刊 行 物

Env.Sci.&Tech.

TOX。Letters

Food&Cosm.Tox

22(23)

20(21)

17(18)

16(17)

10(11)

9(10)

7(7)

なお5種 以上購入している会社は17社(18%)で あ った。

5.毒 性 データ収集源

その収集源は国内外合せて121種 に のぼ っているが購入社数が5社 以上のものを(表 一5)

に示す。ただし同一 内容 と思われるが表題の異 るものについては(例 えば2～3年 以前の

題名 と最近の題名が変更にな ってい るものがある)そ の ま、羅列 してあるので容赦願いた

い。
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(表 一5)毒 性 データ収集源

主要化学品1,000種 毒性 データ特別調査 レポー ト朕)

42,000種 化 学薬品データ集成

1公害 と毒 ・危険鯛

ResistryofTox.EffectsofChem .Subst(-x-)

産 業 中毒便 覧

DangerousProp.ofInd.Materials

化 学物質毒性 データ総覧

魚類と水中生物に及ぼす化学品の毒性 データ(刈

卜既存化学物質データ要覧

危険物毒物処理マニ ュアル

1危 険有害物便覧

発ガン性物質特別調査 レポー ト

動物実験発 ガン性データ調査 レポー ト

}1・d・H・9`ene&T・x…1・gy

50(53)

39(41)

38(40)

27(29)

21(22)

18(19)

15(16)

(×)ア ンケー ト質問書に例示 したもの

6,安 全 性試験の可否な ど

安全性試験の項目には(表 一6)の 通 り多岐`こ亘 っているがその内1種 目で もテス ト可

能な会社は94社 中48社(51%)で あ った。試験項 目別に試験可能な会社の集計を(表

一6)に 一覧する
。

(表 一6)安 全 性試験 項目別可能会社一覧

験 項 目 可能会
社数(%)

試 験 項 目 可能会
社数(%) 試 験 項 目

可能会
社数(%)

① 魚 毒 性 31(33) ⑥ 長 期 毒 性 ⑪ 神 経 毒 10(11)

② 分 解 性 28(30) 経 皮 15(16) ⑫ 代 謝 16(17)

③ 濃 縮 性 16(17) 経 口 19(20) ⑬ 刺 激 性
④ 急性毒 性 吸 入 7(7) 眼 20(21)

経 皮 25(27) その他 6(6) 皮 膚 23(24)
一

経 口 27(29) ⑦ 発 ガ ン 性 ア レ ル ギ ー 16(17)

般 吸 入 12(13) 経 皮 13(14) その他 3(3)

主
その他 13(14) 経 口 16(17) ⑭ 変 異 原 性 等

母 ⑤ 亜急性毒性 吸 入 7(7) Ames 32(34)

性 経 皮 19(20) その他 5(5) Rec-Assay 22(23)

経 口 23(24) ⑧ 催 奇 形 性 19(20) 細胞培養 7(7)

吸 入
,

9(10) ⑨ 優 性 致 死 12(13) 染色体異常 6(6)

その他 9(10) ⑩ 依 存 性 5(5)
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なお環境汚染性(①+②+③)の テス ト可能な会社 は14社(15%),一 般毒性を フルに可

能である会社は6社(6%),吸 入 テス ト関係を除 くと15社(16%)と な っている。

7.質 問B項 関係について

1)セ ンターで購入を希望す る刊行物関係

④ 国内関係(回 答会社21社)

(表 一7)国 内 関係刊行物一覧

、

X-%は21を 母数 とす る。

◎ 国外関係(回 答会社47社)・

本項のア ンケー トはセ ンターより刊行物を例示 して回答を求 めたものの集計結果で

ある。

(3社 以 上希望が あったもの)

刊 行 物 名 会 社 数(%)英

科学 技術文献速報 13(62)

労 働 衛 生 11(52)

産 業 医 学 5(24)

労 働 法 令 通 信 4(19)

諸 官 庁 出 版 物 3(14)

(表 一8)国 外 関係刊行物一隻

分類 国 別 % 刊 行 物 名 希望社数(%)

① 刊行物 リス ト(NIOSH) 28(59.6)

官 ②
、

CurrentIntelligenceBulletin(NIOSH) 32(68.0)

③ FederalRegister 37(78.8)

庁 ④ ChemicalRegulationReporter(BNA)

米 国 ⑤CurrentReport 27(574)

関 ⑤Re∫erenceFile 22(46.8)

⑤HazadousMaterialsTransport 23(48.9)

係 ⑤ OccupationalSafety&HealthReporter(BNA) 32(68.0)

⑥ ACGIHか らの情報 36(76.6)
、

⑦ ChemEcology(MCA) 19(40.4)

団 ⑧ MCANews(MCA) 25(53.2)
米 国

⑨
IndextoScientific&TechnicalProceedings
(InstituteforScientificInformation)

10(21.2)

体 ⑩ C&EN(ア メ リカ化学会) 20(42,5)
、
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分類 国 別 % 刊 行 物 名 希望社数(%)

関 ⑪` AmricanIndustrialHygieneAssociationJournal 26(55.3)

米 国 ⑫ AiHCか らの情報 24(51.0)

係 ⑬ CIITか らの情報 26(55.3)

英 国 ⑭ Food&CosmeticsToxicology(BIBRA) 20(42.5)

⑮ ChemicalMarketingReporter 25(53.2)

⑯ ToxTips 15(31.9)

民
米 国

⑰ 儒 賠 環 牒;IA蕊 語 え、。nS。,v、ce)
10(21.2)

間 ⑱ AmericanJournalofEpidemiology 14(29.8)

⑲ EuropeanChemicalNews 24(51.0)
刊 英 国

⑳ ToxicologyAbstracts 30(63.8)

行 EXCERPTAMEDICA抄 録 誌

物 ⑳ PublicHealthSocialMedicine 15(31.9)
オランダ

「

⑫ OccupationajHealthandIndustrialMedicine 25(53.2)

⑳ EnvironmentalHealthandPollutionControl 22(46.8)

関
.

連
機
ス イ ス ⑳ CISInformation(ILO) 21(44.7)

関

囲%は47社 を 母 数 とす る 。

。(表 一8)以 外 で 追 加 の 希 望 刊 行 物 名(回 答 会 社 は16社 で2社 以 上 の も の を 示 す)

・Chem .abst 、.(4社)

・JofOccupationalMedicine(3社)

・Arch .Env.Health(USA)(2社)

・CancerResearch(USA)(2社)

・ToxicologyResearchProd .Directory(NTIS)(2社)

・Chem .Week(USA)(2社)

・Chem .Eng.(USA)(2社)

2)安 全 性に係 る研究試験機関として重要視を希望す るもの

④ 国内関係(回 答会社30社)◎.国 外関係(回 答会社26社)を 一括 して(表

一9)に 示 す。
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(表 一9)研 究 試験 機関一覧

(国 内4社 以上,国 外3社 以上か ら希望あ ったもの)

機 関 名 会社 数(%)

国立衛生試験所 18(60)

化学品安全センター(化 学品検査協会) 10(33)

国 産業医学総合研究所 9(30)

残留農薬研究所 6(20)

国立公害研究所 5(17)

国立 ガンセンター 〃

労働衛生検査 センター 〃

内 国立公衆衛生院 4(13)

ガン研究所 〃

食品薬品安全性センター 〃

国 HuntingdonRes.Center 4(15)

LifeScienceRes. 〃

HazeltonLabo. 3(12)
外

SpringbornInst。Labo. 〃

(表 一10)学 会 関 係 一 覧

学 会 名 会社数

日本産業衛生学会 15

日本ガン学会 7

国 日本公衆衛生学会 〃

日本変異原学会 4

日 本 化 学 会 〃

毒作用研究会 3

日本食品衛生学会 〃

内 日本衛生学会 〃

日本薬理学会 〃
.

、 日本薬学会 〃

国

Int.Cong.ofOccu.Health

(国 際 労 働 衛 生 会 議)
2

Am.IndHygienceConf. 〃

外 Soc.ofToxicology 〃

IUPAC(Int.UnionofPure&App1.Chemistry) 〃

柱)回 答会社数は,国 内関係については29社,国 外関係には数社に止 まった。

%は 省略。
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4.わ 『が 国 化 学 工 業 関 係 情 報

わが 国 の化 学 工 業 は,前 述 の とお り,広 範 囲の 活動 を行 っ てお り,こ れ に 対

応 して,各 種 の情 報 が要 求 され る。

表4-1は,主 と して 昭 和45年(1970年)か ら現在 に いた る まで の 化 学

工 業 関係 主要 情 報 を テー マ ご とに整 理 して 示 した もの であ る。

こ こで 留 意 すべ きは,化 学 工 業 とい う産 業分 類 が 製造 プ ロセ ス に 着 目 して な

され て い る とい う性 質 上,い わ ゆ る化 学 製 品 と称 され る範 ち ゅ うに 属す る物 質

(製 品)は 多数 に の ぼ る。 しか も,そ れ らが 多岐 に わ た る もの で あ るか ら,1

つtつ の 製 品 につ いて,そ れ ぞ れ 違 っ た情 報 が あ って しか るべ.きで あ り,現 に

主 要 製 品に つ い て はそ の 情 報 も存 在 す るが,そ れ らは あ る一 定 の 分 類 の 下 に,

主 に 業種 別 団 体が 把 握 し,ま た 流 通 させ て い る とい うこ とで あ る。 した が っ て,

各 業 種 別団 体 に 係 る情 報 に つ いて は細 部 にわた ってと り上 げ るこ とは 不 可 能 で あ

るの で,参 考 まで に,化 学 工 業 関 係 の 主要 団 体 を掲 げ るこ とに と どめ る。

表4-1化 学工業関係主要情報

ノー

内 容
分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発 行 日

解説 統計

・70年 代 の化学工業 産構審化学工業 化学工業 日報社 1973年 ○

部会

化
。基礎物質の長期的価格 三菱総合研究所 経済企画庁 1976年 ○

動向と安定化のための

学 方策について
。化学工業一昭和50年 化学工業問題分 化学工業 日報社 1975年 ○

工 代の展望 析研究会
。昭和47年 合 成樹 脂需 通産省基礎産業 同 左 1976年 ○

'業

要構造調査報告書 局

' 。化学工業の現状 と問題 日化協化学工業 日本化学工業協 1977年 ○
一
点に関する若干の考察 長中期展望研究 会

会 通産省 1977年 ○
般
。石油化学工業国際競争 通産省石油化学

力研究会中間報告書 工業国際競争力

研究会
1
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内 容
,一

分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発行 日
解説 統計

。石油化学工業の新展開 通産省石油化学 化学工業 日報社 1978年 ○
への道 工業 、

国際競争力研究
A

化 。危機への挑戦一化学工

本

日化協化学工業 日本化学工業協 1978年 ○

業変革の方途をさぐる 長中期展望研究 会
。ソーダ工業の現状 と見 会 日本 ソーダ工業 1978年 ○

学
通し 基本問題研究会 会

。化学工業統計年報 通産省調査統計 通商産業調査会 年 刊 ○

工 。プラスチ ック統計

部

同 上 同 上 年 刊 ○

年報
。ゴム製品統計年報 同 上 同 上 年 刊 ○
。無機薬品の実績と見通 日本無機薬品協 同 左 年 刊 ○

般 し 会
。石灰窒素需給年報 日本石灰窒素工 同 左 年 刊 ○

業会

一 。化学工業統計月報 通産省調査統計

部

通商産業調査会 月 刊 ○

。プラスチ ック製品統計 同 上 通産統計協会 月 刊 ○
月報

般 。ゴム製品統計月報 同 上 同 上 月 刊 ○
。肥料関係統計指標 農林水産省農蚕 同 左 月 刊 ○

園芸局
。化学工業統計速報 通産省調査統計部 同 左 月 刊 ○
。ゴム製品統計速報 同 上 同 左 月 刊 ○

。産業構造の長期 ピジ ョ 産業構造審議会 通商産業調査会 1974～
1978年 ○

産 ・ ン

葉組 。石油化学工業の設備投 通産省基礎産業 同 左 年2回 ○ ○
構 資計画 局

造織 。主要産業の設備投資計 同 上 通商産業調査会 年 刊 ○ ○
画(そ の現状と課題)

。日本のエネル ギー問題 通産省 通商産業調査会 1973年 ○
。昭和50年 代 のエネルギー 総合エネルギー 同 上 1975年 ○

資 調査会
。省 エネルギー技術開発 産業技術審議会 大蔵省印刷局 1975年 ○
の進め方 エネルギー技術

源 特別部会
。我が 国エネルギー問題 長期 エネルギーピ 通商産業調査会 1977年 ○

● の長期展望 ジョン研究会
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内 容
分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発 行 日 `

解説 統計

。明 日の 日本のためのエ 総合工為ルギー 通商産業調査会 1977年 ○
ネルギープ ログラム 調査会
。欧米の電気料金事情に 電気事業連合会 同 左 1977年 ○

工 ついて

・電力需給安定化対策の 電力需給安定化 同 左 1977年 ○
今後の方向 対策研究会

ネ 。電力調査統計月報 資源エネルギー

庁

日本電気協会 月 刊 ○

。石油資料月報 石油連盟 同 左 月 刊 ○ ○
ノレ 。石油統計月報 ○
。石炭統計月報 ○
。電気事業便覧 電気事業連合会 日本電気協会 年 刊 ○

ギ 。海外電気事業統計 海外電力調査会 同 左 年 刊 ○
。WorldEnergyOu卜 OECD 同 左 年 刊 ○ ○
look

1 。エ ネル ギー統計年報 通産省調査統計

部

通商産業調査会 年 刊 ○

。石油化学工業の省エネ 石油化学工業協 同 左 ○
ルギーについて 会

輪読 。化成品等輸送調査会中 国鉄化成品等輸 国 鉄 1972年 ○
送 間報告 送調査会
・通
。私有貨車ハ ン ドブ ック 私有貨車セミナ 第三出版 1970年 ○

一

。特許からみた公害防止 特 許 庁 発明協会 1973年 ○
立 技術
。海洋汚染防止条約 運 輸 省 海 文 堂 1973年 ○

地 。石油化学工業における 石油化学工業協 同 左 1976年 ○
公害防止費用と企業経 会環境委員会

● 営への影響調査
。窒素酸化物生体影響に 和 田,小 野, 文 光 堂 1976年 ○

環 関する資料集 長橋
・排水処理技術指導書 通産省立地公害 化成品工業協会 1976年 ○

境 (染 料工業部門) 局
。産業廃棄物処理技術指 同 上 日本塗料工業会 1976年 ○

・ 導書
。化学工業における安全 日本化学工業協 同 左 1976年 ○
環境対策の現状 会 `

安 。今後 のNOx汚 染 防止 通 産 省 産業公害防止協 1977年 ○
対策 会
。排水に関する汚染負荷 同 ・ 上 1977年 ○
量原単位調査報告書
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'

内 容
分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 打 所 発 行 日

解説 内容

ト

。廃棄物の処理 ・再利用 酒井忠二三
臣

産業技術調査会 1978年 Ol
。乾式脱硝触媒特許(公 鉄鋼設備窒素酸 同 左 1978年 ○

開 ・公告)抄 録 集 化物防除技術開
発基金

Oケ ミ カル ・ア セ ス メ ン 環境庁環境保険 日本環境協会 1978年 ○
卜 ・ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ

ー ト

部

立
。プラン ト火災 ・爆発事

例集

千代田化工建設 同 左 1974年 ○

。地震と耐震設計 大谷竹之 棋 書 店 1975年 ○
。安全対策とその技術の 産業技術研究会 日本開発銀行設 1976年 ○

地
動向一石油コンピナー 備投資研究所

ト等を 中心 に一

。米国保安事情調査団報 米国高圧ガス保 高圧ガス保安協 1976年 ○
告書 安情報調査団 会
。米国保安教育 システム 米国保安教育訓 同 上 1977年 ○

●

調査団報告書 練システム調査

。保安教育訓練指針(一
団

高圧ガス保安協 同 左 1977年 ○

環
般化学工業,石 油化学 会
工業)
。欧州保安情報調査報告 高圧ガス保安協会 同 左 1977年 ○
。火災爆発危険性の測定 総合安全工学研 日刊工業新聞 1977年 ○

法 究所
境 。米国及び英国における 藤田 ・高橋 通 産 省 1978年 ○
保安情報調査出張報告

書
。既存石油 コンビナー ト 通産省防災アセ 1978年 ○

ψ.

における地震時の防災 スメ ン ト委員会

ア セ ス メ ン ト
L

・

安
。危険品貨物応急処理便

覧

国鉄運転局 同 左 1973年 ○

。危険 ・有害物便覧 労働省安全衛生 中央労働災害防 1975年 ○
局 止協会

全
。防災指針 日本化学会防災 日本化学会 1975年 ○

専門委員会
。危険物海上輸送便覧 船員災害防止協 同 左 1975年 ○

●

会
。タ ンカー安全指針(ケ 日本船主協会 同 左 1977年 ○
ミカル編)

。毒物劇物の貯蔵に関す 難波桂芳 〉 兼務公報社 ～ 1978年 ○
る構造 ・設備等基準の

手引
「"A '
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!一
内 容

分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発 行 日
解説 統計

。米国における化学工業 日本化学工業調 日本化学工業協 1976年 ○
の安全 ・衛生管理の現 査団 会

立 状
。遺伝毒物 西岡 一 講 談 社 1976年 ○
。化学物質の突然変異性 田 島,吉 田, 同 上 1976年 ○

地 検出法 賀田
。化学物質毒性データ総 NIOSH 日本 メディカル 1976年 ○
覧 セ ン タ ー

● 。重要化学物質における NIOSH 日本 メディカル 1976年 ○
発 ガン予測物質データ セ ン タ ー

とその危険性別予測デ
環 一 夕 集

。米国 ・有毒物質規制法 日本化学工業協 日本化学工業協 }8雑 ○

境 (そ の1～4) 会,TSCA研 究 会
A云

。新毒性学の基礎と応用 白須 ・吐山 日本メデ ィカル 1977年 ○
■ セ ン タ ー

。我が国の化学物質規制 通産省基礎産業 同 左 1978年 ○
の現状と国際動向につ 局

安 いて

。環境における化学物質 環境庁保健調査 同 左 1978年 ○
の存在 室

全

。特定化学物質等障害予 労働省労働衛生 中央労働災害防 1976年 ○
防規則の解説 課 止協会

。製造工程図全集(1～ 通 産省プ ロセス 化学工業社 1968年 ○
皿,別 冊) フ ロ ー シ ー ト研

究会
研 。未来産業とプラスチ ッ ポ リマー工業研 同 左 1970年 ○

ク 究所
。化学特許ハ ン ドブ ック 化学特許 ハ ン ド 発明協会 1970年 ○

究 ブック編集委員

会
。化学工業予測要覧 業界専門家委員 化学工業社 1971年 ○

開 。日本の産業素材 産業材料調査研 ダイヤモ ンド社 1971年 ○
究所

。大工業基地の化学生産 功力 ・服部 ・青 横川 書 房 1971年 ○

発 体系 柳
。サンシ ャイン計画 水素 工業技術院サン 日本産業技術振 1974年 ○
エネルギー研究成果報 シ ャイン計画推 興協会 ～76年

告集 進本部
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内 容
だ

分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発行 日
解説 統計

。水素エネル ギーシステ `太田時男 フ ジ ・イ ン タ ー 1974年 ○
ムの開発 ナ シ ョ ナ ル

研 。サ ン シ ャ イ ン計 画 ・水 日本化学工業協 1975年 ○
素利用サブシステムの 会

究 総合的検討と周辺技術
に関する研究

・技術経営に関する政策 高分子同友会 高分子学会 1978年 ○
開 提言
。遺伝子操作研究関連資 科学技術庁 同 左 1978年 ○

発 料集
。プ ラ ス チ ック パ ー ツ 重化学工業通信 同 左 1978年 ○
PHOTO 社

。世界の肥料事情 山川幸一郎 日本硫安工業協 1968, ○

会 71,76年

海 。化学工業品貿易便覧 化学工業品貿易 日本化学工業品 1976年 ○
便覧編集委員会 輸出組合ほか

外
。欧米の石油化学工業の 石油化学工業海 通産省基礎産業 1978年 ○
現状と見通し 外事情調査団 局
oThechemicalIndust OECD 同 左 年 刊 ○ ○

問 －ry

。'76欧 州 化学企業 レポ 化学工業 日報社 同 左 1978年 ○ ○
題 一 ト

。'77米 国化学企業 レポ 化学工業 日報社 同 左 1978年 ○ ○
一 ト

。化学企業体質の分析と 日本経営システ 通 産 省 1978年 ○
改善策 ム㈱

企 。変化と対応 日本化学工業協 日本化学工業協 1970年 ○
業 会欧米化学工業 会

経 労働事情視察団

営
。若年層をめぐる労務管 日本化学工業協 日本化学工業協 1971年 ○
理上の若干の問題考察 会労働委員会 会

・

。賃金等に関する青年男 日本化学工業協 日本化学工業協 1972年 ○ ○
労 子従業員の意識調査 全労働委員会 会
使 。働 くことと休むこと 日化協海外化学 日本化学工業協 1972年 ○
問 工業労働事情視 会

題 察団
。化学工業の定年制をめ 日化協労働委員 日本化学工業協 1973年 ○
ぐる諸問題 会 会「
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内 容
分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発'一 所 発 行 日行

解説 統計

〆

。従業員福祉 「日化 協海外化学 日本化学工業協 1974年 ○
工業労働事情視 会

楽団
。欧米化学工業の職種別

"A

日化協海外化学 日本化学工業協 1975年 ○
企 賃金 工業賃金事情調 会

査団
。ILO第8回 化学工業 化学工業労働委 日本化学工業協 1976年 ○
労働委員会報告書 員会使用者代表 会

業 団
。管理者教育 日化協海外化学 日本化学工業協 1978年 ○

工業労働事情視 会

察団

経 。低成長 ・高令化 ・高学 同化協労働委員 日本化学工業協 1978年 ○
歴化社会における雇用 会 会
問題
。化学工業賃金支給状況 日本化学工業協 同 左 年 刊 ○

営 調査 会
。化学工業退職金調査 日本化学工業協 同 左 年 刊 ○

A云

。労働時間 ・休 日 ・休 日本化学工業協 同 左 年 刊 ○
● 暇制度調査 会
。労災補償付加給付調査 日本化学工業協 同 左 年 刊 ○

A
工

・福利厚生費調査 日本化学工業協 同 左 年 刊 ○

労 会
。労働条件調査表 化学エネル ギー 同 左 年 刊 ○

労協
。化学産業にみる労働者 化学エネル ギー 同 左 隔 年 刊 ○ ○

使 意識 労協
・賞与 ・一時金調査 日本化学工業協 同 左 半年刊 ○

A
云

。情報 日本化学工業協 同 左 随 時 ○
問 会
。賃金 ・一時金交渉状況 日本化学工業協 同 左 随 時 ○

速報 会
。化学工業(製 品)に 関 日本化学工業協 同 左 1976年 ○

題 する意識調査 会
。暮 しのなかの化学 リサ ー チ マ ネ ジ ダイヤモン ド社 1978年 ○

メ ン ト ・ ロ 一 夕

り 一

。私たちの見た化学工業 三菱化成工業 同 左 1977年 ○
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内 容
ノー

分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 打 所 発 行 日
解説 統計

。日本無機薬品工業史 日本無機薬品工 日本無機薬品協 1962年 ○

業史編集委員会 会

。塩化 ビニ ール工業の歩 塩化 ビニールエ 塩化 ビニ ール協 1964年 ○
舟

み 業の歩み編纂委 会

員会
化 。日本タール工業史 タール工業史編 日本タール協会 1965年 ○

纂委員会
。日本産業火薬史 日本産業火薬史 日本産業火薬会 1967年 ○

編集委員会
学 。日本硫安工業史 日本硫安工業協

A

同 左 1968年 ○

。現代 日本産業発達史
云

渡辺徳二 現代日本産業発 1968年 ○

化学工業 達史研究会
産
。カーバイ ト工業の歩み カーバ イ ト工業 カーバイ ト工業 1968年 ○

の歩み編纂委員
A

会

業
。石油化学工業10年 史

云

石油化学工業協
A

同 左 1971年 ○

。日本界面活性剤工業の
云

記念史刊行実行 日本界面活性剤 1972年 ○

あゆみ 委員会 工業会

。戦後日本化学工業史 渡辺徳二 化学工業日報社 1973年 ○
史 。日本化学繊維産業史 日本化学繊維協 同 左 1974年 ○

。日本接着剤工業史
会
日本接着剤工業 日本接着剤工業 1977年 ○

史編集委員会 会
・日本の化学百年史 日本化学会 東京化学同人 1978年 ○

。6376の 化 学商品 化学工業 日報社 同 左 ○

ダ 。化学工業会社録 化学工業 日報社 同 左 ○

イ 。石油化学産業人名録 石油化学新聞社 同 左 ○

レ 。化学工業年鑑 化学工業日報社 同 左 ○ ○

ク 。石油化学工業年鑑 化学工業日報社 同 左 ○ ○
、

ト 。化学工業 ハン ドブック 化学工業ハ ン ド ε/一 工 ム シ ー ○

リ

ー

年 。既存化学物質ハ ン ドブ

ブック編集委員

会

通 産 省 化学工業日報社

鑑 ッ ク

類 。化学便覧(基 礎編 ・応 日本化学会 丸 善' 1973年 ○

用編)

づ
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内 容
分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発 行 日

解説 統計

。日化協月報 日本化学工業協 月 刊

会

業
。化学経済

。化学と工業
化学経済研究所

日本化学会

月 刊

月 刊
。化学工業 化学工業社 月 刊
。硫酸 と工業 硫酸協会 月 刊
。硫酸時報 同 上 月 刊
。硫安協会報 日本硫安工業協 月 刊

、 A
云

。ソーダと塩素 日本 ソーダ工業 月 刊

界 。有機合成化学協会誌
会

有機合成化学協 月 刊

会
。ア ロ マ テ ッ ク ス 日本芳香族工業 月 刊

A
云

。塩 ビ と ポ リマ ー ポ リマー工業研 月 刊

究所
。グ ラ ス テ ッ ク ス 工業調査会 月 刊

吐
。Plasticsage プ ラスチ ック 月 刊

ロひ
エ ー ジ

。染料 と薬品 化成品工業協会 月 刊
。農薬時報 農薬工業会 月 刊

。化学工業 日報 化学工業 日報社 日 刊

。石油化学新聞 石油化学新聞社 週2回

業 。石油化学日刊通信 石油化学新聞社 日 刊

・日刊化学経済 化学経済研究所 日 刊

界 ・薬品新聞 薬品新聞社 日 刊

。化学通信 化学通信社 日 刊

誌 。化学産業新聞 産業新聞社 日 刊

。重化学工業通信 重化学工業通信 隔 日刊

社

。EuropeanChemica1 IPCIndustri一 週 刊

News alPressLtd

海 oChemicalWeek McGraw-H川 週 刊
。ChemicalAge BennBroth一 週 刊

外 ersLimited

oChemicalMarketing SchnellPub一 週 刊

誌 Reporter lishing

oChemica1&Engin一 Anericanche一 週 刊

eeringNews micalSociety
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'

内 容
'

分類 資 料 名 著 者 ・編 者 発 行 所 発 行 日
解説 統計

00il&GasJournal Petroleum 週 刊

Publishing

oChemicalEngineer一 McGraw-Hill 隔 週刊
'

海
.

1ng

oFood&Cosmetics

Toxicology

oChemicalRegulation

外 Reporter

oToxicology .Abstract

00ccupationalSafety

&HealthReporter

苦
口ひ oHazardousMaterials

Transportation

oHydrocarbonPr㏄e一 月 刊
■

SSlng
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表4-2 化 学 工 業 団 体

協 会 名 〒 ・所 在 地 電話番号

〈 ア 行 〉
ア ク リル 酸 エ ス テ ル エ 業 会 105 東京都港区西新橋1～14～1(東 亜合成化学工業内) 502-2311

ア ミ ノ 酸 協 会 100 東京都千代 田区丸の内2～3～1(三 菱商事 内)・ 210-5211

ア ン モ ニ ア 系 製 品 協 会 103 東京都中央 区 日本橋通2～1～10柳 屋 ピル 273-5941

イ ー ス ト 工 業 会 103 東京都中央 区 日本橋兜町2～47製 紛会館7F 666-0626

硫 黄 生 産 者 懇 談 会 105 東京都港区新橋1～13～12堤 ビル(日 本硫黄輸出) 504-3746

印 刷 イ ン キ 工 業 会 100 東京都千代 田区霞が関3～2～6東 京倶楽部 ビル5F 580-0876

印 刷 イ ン キ ワ ニ ス 工 業 会 542 大阪市南区高津町3～14 06-641-1494

ウ レ タ ・ン 原 料 工 業 会 105 東京都港区西新橋1～12～1第1森 ビル 591-1855

ウ レ タ ン フ ォ ー ム 工 業 会 105 東京都港区虎の門1～5～4大 塚 ピル 504-1828

FRP工 業 会 105 東京都港区新橋5～17～2日 金 ビル 431-7958

塩 安 肥 料 協 会 104 東京都中央区銀座西1～2東 京高速道路207号 室 561-2561

塩 化 ビ ニ ル 管 ・ 継 手 協 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル4F 408-7201

塩 化 ビ ニ ル 工 業 協 会 100 東京都千代田区内幸町2～1～1飯 野 ビル 506-5481

塩 曹 工 業 会 101 東京都千代田区神 田鍛治町2～10堀 内 ビル8F 254-2479

塩 ビ 食 品 衛 生 協 議 会 105 東京都港区西久保明舟町11三 木虎の門ビル3F 501-8728

オ ク タ ノ ー ル 工 業 会 100 東京都千代田区丸ノ内3～4日 石 ビル 211-7737

〈 力 行 〉

カ ー バ イ ド 工 業 会 104 東京都 中央区銀座8～11銀 座大和 ビル 573-4311

カ ー バ イ ド 元 売 商 業 会 103 東京都中央区 日本橋兜町3～6第2大 谷 ビル 661-3341

カ ー'ボ ン ブ ラ ッ ク 協 会 105 東京都港区虎ノ門1～1～21新 虎ノ門実業会館 501-3241

カ リ 塩 懇 話 会 101 東京都千代田区神 田多町2～9～6～7 253-6377

(財 団)化 学 品 検 査 協 会 131 東京都墨 田区東向島4～1～1 614-1101

化 成 品 工 業 協 会 106 東京都港区六本木5～18～17染 料会館2F 585-3371

可 塑 剤 工 業 会 100 東京都千代 田区丸ノ内3～4～2日 石 ビル 211-7737

加 里 研 究 会 100 東京都千代 田区有楽町1～1日 比谷パークピル5F 214-5581

化 学 装 置 協 会 100 東京都千代 田区大手町2～6～2日 本 ビル4F 279-2441

紙 パ ル プ 技 術 協 会 104 東京都中央区銀座3～9～ll紙 パルプ会館 541-8204

関 西 化 学 工 業 協 会 530 大阪市北区絹笠町50堂 ビル 06-361-2971

強 化 プ ラ ス チ ッ ク 複 合 管 協 会 103 東京都中央区 日本橋室町3～3～2久 保 田鉄工㈱ 内 279-2111

金 曹 工 業 会 101 東京都千代 田区神田鍛治町2～10堀 内ビル 254-2477

グ ル ー 協 会 100 東京都千代 田区大手町1～2～3三 井生命ビル豊 年製油内 211-6511

珪 酸 石 灰 肥 料 協 会 104 東京都中央区八丁堀4～2～2共 同 ビル 551-8258

工 業 火 薬 協 会 103 東京都中央区 日本橋2～3～21群 馬 ビル(日本産業火薬会内) 271-6715

高 分 子 原 料 技 術 研 究 組 合 210 川崎市川崎区池上新 町3～1～4 044-26-6397

硬 質 塩 化 ビ ニ ル 板 協 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部ピル4F 408-4342

合 成 ゴ ム 工 業 会 100 東京都千代 田区内幸町2～1～1飯 野 ビル石化筋 肉 501-2427

合 成 樹 脂 工 業 協 会 100 東京都千代 田区霞が関3～2～6東 京倶楽部ピル4F 580-0881

ゴ ム ペ ル ト 工 業 会 105 東京都港区新橋5～16～4 431-0492

〈 サ 行 〉

再 生 ゴ ム 工 業 会 105 東京都港区芝虎の門8 50翫7777

酢 酸 工 業 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル3F 401-9351

酢 ビ ・ ポ パ ー ル 工 業 会 104 東京都中央区銀座8～11～1銀 座大和 ピル5F 573-7850

酸 素 協 会 100 東京都千代田区霞が関3～2～ ・6東 京倶 楽部 ビル 580-0886

シ リ コ ー ン エ'業 会 100 東京都千代田区大手町2～6～1朝 日東海 ビル(信越化学コ業 内) 242-1211

CMC工 業 会 100 東京都千代 田区丸の内1～4～5(山 陽国策パルプ内) 211-3411

(社 団)色 材 協 会 101 東京都千代 田区西神田2～2～13 262-5823

四 塩 化 炭 素 協 会 101 東京都千代 田区神田多町2～9～6～7田 中ビル5F 252-6377

写 真 感 光 材 料 工 業 会 104 東京都千代田区神田錦町2～2共 同ビル6F 291-6626

硝 化 綿 工 業 会 104 東京都中央 区銀座6～8～7交 詞ビル 571-1216

触 媒 工 業 協 会 101 東京都中央区 日本橋茅場町2～4共 同 ビル 66〔テ8661～2

セ ロ フ ァ ン 工 業 会 104 東京都中央区銀座3～9～11紙 パルプ会館 541-1431

石,油 化 学 工 業 協 会 100 東京都千代 田区内幸町2～1～1飯 野 ビル 501-2151

石 油 鉱 業 連 盟 100 東京都千代 田区大手町1～9～4経 団連会館 279-5841

石 油 連 盟 100 東京都千代 田区大手町1～9～4経 団連会館 279-3811

全国化工 澱 粉 工 業 協 同 組 合 ・101 東京都千代 田区神田美倉町10共 同 ビル 256-9114

全 国 工 作 油 剤 工 業 組 合 103 東京都中央区八丁堀3～22～9石 橋 ピル5F 553-3019

全 国 ソ ー ダ 販 売 連 合 会 103 東京都中央区 日本橋本町2～2～2小 西安内 663-5811

全国 中性 結 晶 芒 硝 工 業 組 合 101 東京都千代 田区神田多町2～9～6田 中 ビル 252-0921

一45一



協 会 名 〒 所 在 地 電話番号

全 国 複 合 肥 料 工 業 会 136 東京都江東区東砂1～3～5 646-4179

全 日 本 石 鹸 協 会 103 東京都中央区 日本僑江戸橋1～3油 脂工業会館 271-4301

全 日本 ブラスチ ッ板 成形 工業 連合 会 104 東京都 中央区銀座東2～3～5三 木 ピル 567-4466

全 日本プ ラスチ ック板成形工業連合会 101 東京都千代 田区外神 田6～7～3成 興 ビル(児 玉化学) 834-0511

〈 夕 行 〉

炭 素 協 会 loo 東京都千代 田区丸ノ内1～2～1海 上ビル新館 212-3986

(社 団)チ タ ニ ウ ム 協 会 104 東京都中央区築地1～12～22コ ンワビル4F 542-4088

中 部 プ ラ ス チ ッ ク 技 術 振 興 会 456 名古屋市熱 田区六番町3～24名 古屋市工業研究所内 052-661-3161

東 海 化 学 工 業 会 460 名古屋市中区栄2～17～22(中 部化学技術 センター) 052-231-3070

東 京 染 料 工 業 薬 同 業 組 合 103 東京都中央区 日本橋室町2～4福 徳会館 241-1060

東 京都 家庭 薬 工 業 協 同 組 合 104 東京都中央区銀座東8～18～16 543-1786

東 部 ゴ ム 工 業 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル 40&-7201

(社 団)東 部 試 薬 協 会 103 東京都中 室町1～18 241-2057

東 部 塗 料 工 業 協 同 組 合 104 東京都中央区銀座1～27～9サ エグサ第2ビ ル 561-6606

東 部 硫 酸 販 売 同 業 会 101 東京都千代 田区岩本町2～1～16森 川ビル4F(島 田商店) 866-9211

〈 ナ 行 〉

〈 日 本 〉(ア 行)

日 本 ア ク リ ロ ニ ト リ ル 工 業 会 103 東京都中央 区 日本橋通2～1～10柳 屋 ビル9F 273-5941

(社 団)日 本 ア ス フ ァ ル ト協 会 105 東京都港区虎の門2～6～7和 孝第10ビ ル 502-3956

日 本 ア ス フ ァ ル ト乳 剤 協 会 103 東京都中央区八重洲1～3～8井 田 ビル 271-8079

日 本ABS樹 脂 工 業 会 100 東京都千代田区永 田町1～11～28平 河 ビル 581-2468

(社 団)日 本 エ ア ゾ ー ル 協 会 100 東京都千代田区丸 ノ内2～4～1丸 ピル3F 201-4047

〈 日 本 〉(力 行)
日 本 化 学 工 業 協 会 100 東京都千代田区霞が関3～2～6東 京倶楽部 ビル4F 580-0764

日 本 化 学 工 業 品 輸 出 組 合 103 東京都港区虎ノ門15虎 ノ門ビル 504-1801

(社 団)日 本 化学 肥料 輸 出振 興協会 103 東京都 中央区 日本橋1～3～13 284-4331

日本 化 学 調 味 料 工 業 協 会 104 東京都 中央区八丁堀3～7～7原 田ビル 551-8368

日 本 化 学 繊 維 協 会 103 東京都中央区 日本橋室町3～3三 井別館3F 241-2311

(社 団)日 本 瓦 斯 協 会 105 東京都港区虎の門1～15～12 502-0111

日 本 界 面 活 性 剤 工 業 会 103 東京都 中央区 日本橋江戸橋3～13～11油 脂工業会館 271-4304

(社 団)日 本 化 成 肥 料 協 会 103 東京都中央区 日本橋室町3～3 241-0101

日本 空 気 入 ビ ニール製 品工 業 組合 111 東京都台東区柳橋2～22～13東 京プラスチック会館 861-6544

日 本 グ リ ー ス 協 会 104 東京都中央区新富1～15東 京新 富ピル 553-6178

日本軽微性炭酸 カル シウ ム工 業組 合 650 神戸市生 田区加納町6～16日 本輸出雑貨 センター内 078-391-4737

日 本 化 粧 品 工 業 連 合 会 105 東京都港区芝西久保 明舟町17発 明会館 502-0576

日本 高 周 波 ビ ニ ール 組 合 連 合 会 111 東京都台東区柳橋2～22～13東 京 プラスチック会館 861-6544

日 本 香 料 工 業 会 103 東京都中央区 日本橋小伝馬町3～2野 村 ビル3F 663-2471

日 本 香 料 協 会 104 東京都中央区銀座8～2～1新 田 ビル4F 571-3855

日 本 香 料 貿 易 協 会 100 東京都千代 田区丸 ノ内3～3～1新 東京ビル7F(池 田物産) 212-8791

(社 団)日 本 ゴ ム 協 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル1F 401-7201

日 本 ゴ ム 工 業 会 107 東京都港 区元赤坂1～5～26東 部 ビル2F 408-7101

日 本 ゴ ム ホ ー ス 協 会 105 東京都港 区虎の門1～13～4 501-2466

日 本 ゴ ム 輸 入 組 合 103 東京都中央区 日本橋小網町2～2糠 取 ビル 666-1469

〈 日 本 〉(サ 行)

日 本 サ ッ カ リ ン 工 業 協 会 103 東京都中央区 日本橋大伝馬町1～1石 倉 ピル6F 663-4207

日 本 殺 虫 剤 工 業 会 550 大阪市西区京町堀1～156中 谷 ビル3F 06-443-6119

日 本 産 業 火 薬 会 103 東京都中央区 日本橋2～3～21群 馬 ビル 271-6715

日 本 シ ー リ ン グ 工 業 会 101 東京都千代田区神 田2～2～17 25駈2841

日 本 試 薬 連 合 会 104 東京都中央区 日本橋室町1～18 241一 ⑳57

日 本 自 転 車 タ イ ヤ 工 業 会 107 東京都港区赤坂1～9～15日 本 自転車会館 582-3311

(社 団)日 本 自動 車 タ イ ヤ 協 会 105 東京都港区芝虎ノ門15虎 ノ門 ピル9F 503-0191

日 本 自 動 車 油 剤 工 業 会 121 東京都足立区西保木間3～16～21 884-2551

日 本 ス チ レ ン 工 業 会 107 東京都港区元赤坂1～2～5タ ネダピル6F 401-4362

日 本 製 薬 工 業 協 会 103 東京都 中央区 日本橋本町3～3甘 糠 ビル 241-0326

日 本 製 薬 団 体 連 合 会 103 東京都 中央区 日本橋本町2～9東 京楽楽会館 270-0581

日 本 石 灰 協 会 105 東京都港区芝虎ノ門8虎 ノ門実業会館 591-5371

日 本 石 灰 窒 素 工 業 会 104 東京都 中央区 日本橋3～6～10く りはらビル5F 281-3681

日 本 接 着 協 会 550 大阪市淀川区西中島5～8～29～908 0(ト303-5688
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協 会 名 〒 所 在 地 電話番号

日'本 接 着 剤 工 業 会 101 東京都千代田区内神田1～15～10福 島 ビル 291-3303

日 本 石 鹸 洗 剤 工 業 会 103 東京都 中央区 日本橋3～13～11油 脂工業会館8F 271-4301

日 本 石 鹸 洗 剤 工 業 組 合 103 東京都中央区新川2～10～6カ ヤヌマ ビル 553-6969

日 本 染 料 輸 出 組 合 106 東京都港 区六本木5～18～17染 料会館 585-3375

日 本 染 色 協 会 102 東京都千代田区四番町4日 本染色協会 262-7211

日 本 ソ ー ダ 工 業 会 101 東京都千代 田区神田鍛治町2～10堀 内 ビル 254二2471

〈 日 本 〉(夕 行)

日 本 塗 料 工 業 会
日 本 特 殊 燐 肥 協 会

107

156

東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル

東京都世田谷区松原町2～21～16

408-1369

321-1306

日 本 ド リ ン 剤 協 会 100 東京都千代田区霞が関3～2～5霞 が関 ビル(シ ェル化学) 580-Ol11

〈 日 本 〉(ナ 行)

日本 に か わ ゼ ラ チ ン 工 業 組 合 104 東京都中央区銀座8～2～1新 田ゼラチン 571-2136

日 本 農 業 ビ ニ ル 協 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル4F 408-4737

〈 日 本 〉(ハ 行)

日 本 歯 磨 工 業 会 103 東京都 中央区 日本橋馬喰町1～13～8 661-0825

日 本 ピ ッ チ コ ー ク ス 協 会 105 東京都港区西新橋2～34～6東 洋 ピル 432-2449

日 本 ビ ニ ー ル 工 業 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル5F 408-5442

日本 フ ォ ー ム ス チ レ ン 工 業 組 合 100 東京都千代田区内幸町1～3～5新 栄 ビル 503-0659

日 本 フ ロ ン ガ ス 協 会 103 東京都千代田区神田須 田町1～5第1大 東 ピル9F 251-1808

日 本 ぶ ど う 糖 工 業 会 105 東京都港区西新橋1～1～21日 本酒造会館4F 503-0876

日 本 弗 素 樹 脂 工 業 会 104 東京都千代田区神田錦町3～11エ ルルポールビル 291-1721

(社 団)日 本 プラス チ ック検 査 協 会 111 東京都台東区柳橋2～22～13 862-4841

日 本 プ ラ ス チ ッ ク 工 業 連 盟 100 東京都千代田区霞が関3～2～6東 京倶楽部 ビル4F 580-0771

日本 プ ラス チック 日用 品工 業組 合 104 東京都 中央区銀座東2～3～5三 木 ビル 561-8778

(社 団)日 本 分 析 化 学 会 151 東京都渋谷区本町1～1～5工 業技術院東京工業試験所内 378-1991

日 本 フ ェ ロ ア ロ イ 協 会
'100
東京都千代 田区霞が関3～2～6東 京倶楽 部 ビル 58(ト0841

(社 団)日 本 芳 香 族 工 業 会 103 東京都 中央区 日本橋茅場町3～2ア ロマ ビル 666-5341

日本 ポ リエ チ レ ン 製 品 工 業 会 104 東京都 中央区銀座1～6皆 川 ビル 563-2771

日本 ポ リエ チ レン重 包装袋 工 業 会 104 東京都中央区銀座1～6皆 川 ビル 563-2771

日本 ポ リエチ レン農業 フィルム工業会 104 東京都中央区銀座1～6皆 川 ピル 563-2771

日本 ポ リエ チ レ ン パ イ プ工 業 会 104 東京都中央区銀座1～6皆 川 ピル 563-2771

日本 ポリエチ レン ブ ロー製 品工 業会 104 東京都中央区銀座1～6皆 川 ピル 563-2771

日本 ポリエチレンラミネー ト製品工業会 104 東京都中央区銀座1～6皆 川 ビル 563-2771

日本 ポ リオレフヨンフィルム工業組合 107 東京都港区赤坂3～12～11い とうビル 585-4505

日本 ポリプロピレンフィル ム工業連合会 101 東京都千代 田区神田多町2～9～6田 中ビル 252-0920

〈 日 本 〉(マ 行)

日 本 マ ー ガ リ ン 工 業 会 103 東京都中央区 日本橋浜町3～27～8日 本マーガリン会館 666-6159

(社 団)日 本 燐 寸 工 業 会 653 神戸市長 田区浜田町3～2～5 078-731-5541

日 本 無 機 薬 品 協 会 104 東京都中央区銀座1～13～1三 晃 ビル 563-1326

日 本 メ タ ア ク リ ル 樹 脂 協 会 104 東京都中央区京橋1～2八 重洲口大阪 ビル 271-8339

〈B本 〉(ヤ ・行)

日 本 ヨ ー ド 懇 話 会 103 東京都中央区 日本橋室町3～3～4田 中 ピル 241-4763

日 本 油 脂 工 業 会 103 東京都中央区 日本橋3～13～11油 脂工業会館 271-4301

〈 日 本 〉(ラ 行)

日 本 硫 安 工 業 会 103 東京都中央区 日本橋1～3～13北 海 ビル5F 281-4331

日 本 硫 化 ソ ー ダ 工 業 組 合 101 東京都千代 田区神田多町2～9～6田 中 ビル 252-0921

日 本 税 炭 硫 曹 協 会 101 東京都千代 田区神田多町2～9～6田 中 ビル 252-0921

日 本 炉 過 勤 剤 協 会 153 東京都 目黒区下 目黒2～23～18石 橋 ビル 494-0491

〈 ナ 行 〉(そ の他)

農 機 ゴ ム 工 業 会 105 東京都港区芝虎の門8 508-7777

農 薬 工 業 会 103 東京都中央区日本橋室町1～8日 本橋倶楽部会館 241-0215

〈 ハ 行 〉
'

パ ー ク ロ 協 会 101 東京都千代田区神田多町2～9～6～7田 中 ピル5F 252-6377
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協 会 名 〒 所 在 地 電話番号

(財 団)醗 酵 協 会 105 東京都港区芝愛宕町1～34 431-3184

ビ ニ ル タ イ ル 工 業 会 104 東京都新宿区市谷本村町29市 谷 リンデンビル 268略331

東 日本 高 周 波 ビ ニ ー ル 協 同 組 合 111 東京都台東区柳橋2～22～13東 京 プラスチック会館 861-6544

(社 団)肥 料 協 会 104 東京都中央区京橋2～3国 際連合 ビル 561-4593

肥 料 輸 出 入 協 議 会 104 東京都中央区銀座5～10～5サ エグサ第1ビ ル3F 573-6758

フ ォ ー ム ラ バ ー 工 業 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部ビル2F(日 本 ゴム工業会) 408-7101

プ ラ ス チ ッ ク 建 材 協 会 105 東京都港区西新橋2～34～6東 洋 ビル5F 437-5818

プ ラ ス チ ッ ク 処 理 促 進 協 会 105 東京都港区葦 手町17葦 手 ビル4F 437-2251～8

ブ タ ノ ー ル 工 業 会 107 東京都港区元赤坂1～5～26東 部 ビル3F酢 酸工業会内 401-9351

防 疫 殺 虫 剤 協 会 103 東京都中央区 日本橋通2～4共 同 ビル 271-3312

〈 マ 行 〉

メ タ ノ ー ル ・ ホ ル マ リ ン 協 会 104 東京都中央区京橋2～5～14伊 熊 ビル 563-4991

メ ラ ミ ン 工 業 会 104 東京都中央区銀座8～11銀 座大和 ビル 573-0276

〈 ヤ 行 〉
薬 業 経 剤 研 究 所 100 東京都千代 田区霞が関3～2～6東 京倶楽部 ビル 580-0871

溶 解 ア セ チ レ ン 協 会 105 東京都港区新橋5～30～7加 賀 ピル 433-4643

熔 成 燐 肥 協 会 104 東京都中央区京橋3～6新 京橋 ビル 281-6575

硫 酸 協 会 105 東京都港区新橋2～21～1新 橋駅前 ビル2号 館 572-5498

《学 会 ・技 術 団 体 》
エ ポ キ シ 樹 脂 技 術 協 会 162 東京都新宿区市 ヶ谷八幡町16市 ケ谷見付 ハイム 260-1721

(社 団)化 学 工 学 協 会 112 東京都文京区小 日向4～6～14共 立会館 943-3527

(社 団)強 化 グラステ ックス技術協会 104 東京都 中央区銀座3～15～15(丸 電 ビル) 543-1531

(社 団)高 分 子 学 会 104 東京都 中央区銀座5～12～8本 州 ビル4F 543-3771

(社 団)電 気 化 学 協 会 100 東京都千代田区有楽町1～11新 有楽町 ビル 214-6001

(社 団)色 材 協 会 101 東京都千代田区西神田2～2～13 262-5823

(社 団)日 本 化 学 会 101 東京都千代田区神田駿河台1～5 292-6161

(社 団)日 本合成樹脂技術協会 104 東京都 中央区銀座2～10～18 54才0261

(社 団)日 本 植 物 防 疫 協 会 170 東京都豊島区駒込1～43植 防 ビル 944-1561

(社 団)日 本 農 芸 化 学 会 113 東京都文京区弥生2～4～16学 会 センタービル 811-8789

(社 団)日 本 潤 滑 学 会 105 東京都港区芝公園3～5～8機 械振興会館407の6 434-1926

(社 団)日 本 油 化 学 協 会 103 東京都 中央区 日本橋江戸橋3～3油 脂工業会館 271-7463

(社 団)日 本 油 脂 協 会 103 東京都中央区 日本橋江戸橋3～3油 脂工業会館 271-2705

(社 団)燃 料 協 会 101 東京都千代田区外神田6～5～4信 楽 ピル 834-6456

プ ラ ス チ ッ ク 技 術 協 会 530 大阪市北区扇町2～1～1市 立工研内
プ ラ ス チ ッ ク 加 工 技 術 協 会 550 大阪市西区西本町1～8～11(宝 ビル) 0〔ト541-5624

(社 団)有 機 合 成 化 学 協 会 113 東京都港区麻布台2～2～12三 貫 ビル 582-4293

(社 団)窯 業 協 会 160 東京都新宿区百人町3～334 362-5231
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〔参

(1}

(2)

考 〕

欧 米 の 主 要 化 学 工 業 団 体

ア メ リ カ

。M.anufacturingChemistぎAssociation,Inc .1825Connecticut

Avenue.

N.W.WashingtonD.C.20009,U.S.A.

。AmericanInstituteofChemicalEngineers345E .47thSt.

NewYouk,NY10017U.S.A

。ChemistsClub(ofNewYork)52E .41stSt.NewYork,

NY10017U.S.A

。ChemicalMarketingResearchAssociation139ChestnutAve .

StatenlslandNY10305U.'S.A

。NationalPetroleumRefinersAssociation(NPRA)

1725DeSalesSt.N.W.Ste.802Washington,DC20036

U.S.A

欧 州 ノ ノ
。ConseilEuropeendesFederationsdeIlndustrieChimique 　
(CEFIC)(EuropeanCouncilofChemicalManufacturers

Federations)Avenuelouise250Bte71B-1050Brussels

(イ ギ リ ス)

。ChemicalIndustriesAssociationLimitedAIembicHouse93

Alb・ ・tEmbankmentL・nd・nSE17TU(R・gOffice)

UnitedKingdom

(フ ラ ン ス)

。UnjonDesIndustriesChimique64,AvenueMarceau8e

Paris,France
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(西 ド イ ツ)

。VorbandDerChemischenIndustrieE.V.6Frankfurtam

Main9Postschliessfach9081Karlstrasse21,Germany

(イ タ リ ア) ノ
。AssociazioneNazionaleDellIndustriaChemica

ViaFatebenefratelli,・10Milano・Italy

t
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5.デ タ 利 用 の 実 例

数 値 化 され た環 境 情 報(政 治,政 策,一 般社 会動 向,一 般 経 済 動 向,海 外 経

済社 会 動 向,技 術 的環 境,生 産 要 素情 報 等)と 産 業(競 争)情 報(産 業 の需 要 量,

業 界企 業 動 向 等)を 的確 にか つ シス テ マ テ ィ ック に提供 す る こ とは,業 界 団体

に要請 され る重 要 な任 務 で あ る。 この こ とは,こ れ まで繰 り返 え し述 べ て きた

こ とで あ り,化 学 工 業 界 に おい て も この方 向 に沿 って 努力 が な され てい る と こ

ろで ある。

しか し,前 述 の如 く,化 学 工 業 界 に お け る情報 ニ ーズ の大 きな特 徴 は,環 境

保 全,危 険 物 ・化学 物 質 安 定 性 確保 の 問題 が か な りの ウ ェ イ トを もつ こ とで あ

り,さ らに,化 学 製 品 が"無 数"に 存 在 す る ことが,問 題 を複 雑 に して い る と

い うことで ある。 ち なみ に,日 本 の既存 化 学 物 質 は数 万 品 目に及 び,ア メ リカ

で は,さ らに 日本 を上 回 る とい われ てい る。

この化 学 製 品 の状 況 ない し特 徴 か ら当然 に導 き出 され て くる問題 は,① 化学

物 質 の安 全性 確 保 と② 物 質 情 報 の整 備,で ある。 ま た,こ れ らの情 報 の 多 くは,

言 語 情報,非 定 型 的 な叙述 表 現 情 報 で あ る とい う点 に も留 意 しな け れ ば な らな

しへo

後 者 の物 質情 報 の整 備 につ い て は,情 報 シ ンジ ケー トあ るい は個 別 企業 に お

い て,例 え ば 「有 機 化合 物 の 自動 構 造 解 析 シス テ ム 」や 「物 性値 文 献検 索 シス

テ ム 」等 が 開発 され てい る。 しか し緒 につ い たば か りの こ とで あ り,大 きな 展

開 は今 後 に 残 され た課題 で あろ う。 この点 に つい て は,や や詳 細 に後 述 す る こ

と とす る。

前 者 の化 学 物 質 の安 全 性確 保 に つ い ては,昭 和48年 公 布 の 「化 学 物 質 の審

査 及 び製 造等 の規 制 に関 す る法 律 」等 に基 づ き行政 上 の 規 制 措 置 が 実 施 され て

い るが,情 報 機 関 と して注 目 され る の は,「 日本化 学 物 質 安 全 性 セ ンタ ー 」で

ある。安 全 性 セ ン ターは,化 学 工 業 界(日 本 化 学 工業 協 会 の有 志 各 社)の 発 意
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に よ り昭 和53年11月2日 に設 立 され た もの で あ る。

化 学 工 業 界 に お け る情 報 の あ り方 の特 殊 性 を理 解 す る上 に お い て重 要 で あ り,

さ らに デ ー タ利 用 の1つ の 実例 と もな るの で,以 下,安 全性 セ ン ターの概 要 に

つ い て掲 げ る こと とす る。

5.1日 本化 学 物 質 安全 性 セ ン タ ー(略 称JETOC)に つ いて

(1)設 立 趣 意 書

現 代 の生 活 は,化 学 品 な しには 成 りたた ない とい って も過 言 では あ りま

せ ん。 化 学 物 質 は,人 間生 活 の向 上 に大 き く貢献 して お り,更 に将 来 と も

一 層 有用 性 の高 い 化学 物 質 の開 発 が期 待 され て お りま す
。

しか し,一 方 各 方 面 に お い て化 学物 質 の人 の健 康 及 び 環境 に対 す る影 響

が論 ぜ られ る に お よび,化 学 物 質 の安 全 性確 保 の問題 が社 会 的 要 請 と して

大 き くク ロー ズ ア ップさ れ て きま した。 こ う した状 況 を 反映 して,化 学 物

質 の安 全 確 保 のた め の法 規 制 が 内 外 に おい て 強化 され つ つ あ ります が,化

学 物 質 の安 全 性 につ い て適 確 な評価 を行 い,社 会 的 要請 に こたえ て い く こ

とは,化 学 工 業 自 らの責 務 で あ り,こ の努 力 な くして化 学 工 業 の健 全 な発

展 は期 し得 ませ ん。

こ う した認 識 は,国 際的 に も急速 に ひ ろが りつつ あ り,海 外 にお い て も

化学 物 質 に関 す る情 報 収 集,安 全 性評 価 につ い て の共 同活 動 が国 内 的或 は

国 際 的 に活 発 に展 開 さ れ て お ります。

国 際社 会 に伍 して,化 学 工業 に課せ られ た 責務 を果 して い くため に はう

緊 密 な協 力 体 制 を確 立 し,共 同 の 力 に おい て 必要 な情 報 を収 集,解 析 し,

叉安 全 性 の試験 研 究 を行 うこ とが 費用 効 率 の 面 か らみ て も試 験 研 究 施設 効

率 の面 か らみ て も望 ま しい こ とは 多言 を要 しな い ところ で あ ります。

こ こに私 ど もは これ らの要 請 に こたえ,広 く内外 の 関係 機 関 と連 携 を保

ちつ つ,必 要 な情 報 を 把握 し,化 学 物 質 の安 全評 価 を効 率 的 に実 施 して ゆ

くた め,「 日本 化 学 物 質 安 全 性 セ ン ター 」の設 立 を企画 致 しま した。

一52一



(昭 和53年11月2日設 立 発 起 人 一 同)

(2)日 本 化 学 物 質 安 全 性 セ ン ター規 約

第1章 総 則

(名 称)

第1条 本 セ ン ター は,日 本 化 学 物 質 安 全 性 セ ン ター と称 す る。 〔英文 で は

JapanChemicalIndustryEcologyandToxicologyCenter

(略 号JETOC)と 表 示 す る。 〕

(目 的)

第2条 本 セ ンタ ーは,化 学物 質 の安 全 性 に関 す る情 報 の収 集,試 験 研 究 の

実施 及 び推 進,関 係諸 機 関 との交 流 及 び連 携 等 を行 って,化 学 物 質 の 安 全 性

確保 に必 要 な情 報 及 び資料 を提供 し,も っ て化 学 工業 の健 全 な発 展 に寄 与 す

る ことを 目的 とす る。

(事 業)

第3条 本 セ ン ターは,前 条 の 目的 を達 成 す る た め,次 の事 業 を行 う。

(1)化 学 物 質 の安 全 性 に 関す る情 報 及 び 資料 の収 集,整 理 及 び提 供

(2)化 学 物 質 の安 全性 に 関す る試験 研 究 の実 施 及 び推進

(3)前2号 に 関連 す る便 宜 の供与 及 び 助言

(4)内 外 の 関係 諸 機 関 との交 流 及 び連 携

(5)機 関誌 の発 行 並 びに講 演 会,講 習会,研 究 会 等 の 開催

(6)そ の他 本 セ ンター の 目的 を達 成 す るた め に 必要 な事 業

(事 務 所)

第4条 本 セ ン ターは,事 務 所 を東 京 都 千 代 田 区 に置 く。
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第2章 会 員

(会 員)

第5条 本 セ ン ターの会 員 は,正 会 員 及 び準 会員 と し,そ の資格 は,そ れぞ

れ 次 の とお り とす る。

(1)正 会 員 化学 物 質 の製 造 又 は加工 を業 とす る法 人

(2)準 会 員 化学 物 質 の製 造 又 は加工 を業 とす る法 人 を主 た る会 員 とす る団

体

(入 会)

第6条 前条 の資格 を有 す る者 は,別 に定 める入会 手 続 に よ り,理 事会 の議 を

を経 て,入 会 す る こ とが で きる。

(退 会)

第7条 会 員 は,別 に定 め る と ころ に よ り届 出 を して退 会 す る こ とが で きる。

2.会 員 が正 当 な理 由 な く して,1年 間会 費 を納 入 しな い と きは,理 事 会 の議

を経 て,退 会 した もの とみ なす ことが で きる。

(除 名)

第8条 本 セ ン ターは,会 員 が 次 の各 号 の一 に該 当 す る と きは,総 会 の議決

に よ り,こ れ を除名 す る こ とが で き る。 この場 合 には,本 セ ンター は,そ の

総 会 の会 日の2週 間 前 ま で に,そ の会 員 に対 して,そ の 旨を書 面 を も って通

知 し,か つ,総 会 で弁 明 す る機 会 を与 え る。

(1)本 セ ンタ ーの 目的 の達 成 又 は 事 業 の運 営 を妨 げ た とき

(2)本 セ ンタ ーの信 用 を著 し く失 わせ る行為 を した とき

2.会 長 は,除 名 の議 決 が あ った と きは,そ の 旨 をそ の会 員 に通 知す る。

(議 決 権)

第9条 正 会 員 は,各1個 の議 決 権 を有 す る

(会 費)

第10条 本 セ ンター は,経 費 に充 当す るた め,会 員 より会 費 を徴 収 す る。

2.前 項 の会 費 の額,徴 収 の時期 及 び方 法 そ の 他必 要 な事 項 は,総 会 で定 め る。

一54一



3.徴 収 した会 費 は,会 員 が退 会 し又 は 除 名 され た場 合 に おい て も返 還 しな い。

(入 会 金)

第11条 本 セ ン ター は,入 会 者 よ り

を徴 収 す る こ とが で きる。

総 会 で別 に定 める と ころ に よ り入会 金

第3章 賛 助 会 員 及 び名 誉会 員

(賛 助 会 員)

第12条 本 セ ンター は,化 学 物 質 の販 売,輸 送 又 は保 管 を業 とす る法 人 若 し

くは これ らの法 人 を主 た る会 員 とす る団体 で本 セ ン ター の 目的 に賛 同す る も

を賛 助会 員 とす る こ とが で き る。

2.第6条(入 会),第7条(退 会),第8条(除 名)及 び第10条(会 費)

の規定 は,賛 助会員 に準 用 す る。 この場 合 に おい て,「 会員 」と あ るの は,

「賛 助会 員 」と読 み替 え る もの とす る。

(名 誉会 員)

第13条 本 セ ン ターは,本 セ ン タ ー の行 う事 業 に関 して功 労 の あ る者 そ の他

適 当 と認 め られ る者 を,理 事 会 の 議 を経 て,名 誉 会員 とす る こ とが で き る。

第4章 役 員 及 び顧 問

(役 員)

第14条 本 セ ン ター に次 の役 員 をtoく 。

会 長1名

副 会 長1名 以 上

理 事 若 干 名

監 事2名 以上4名 以 内

(役 員 の職 務)

第15条 会 長 は,本 セ ン ター を代 表 し,会 務 を総理 す る。

2.副 会 長 は,会 長 を補 佐 し,会 長 に事 故 が あ る と きは,そ の職 務 を代 理 し,
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会 長 が欠 員 の と きは,そ の 職務 を代 行 す る。

3.理 事 は,理 事 会 の構成 員 とな り,会 務 に関 す る重 要事 項 を審 議 決 定 す る。

4.監 事 は,本 セ ン ター の業 務 及 び経理 の 状況 を監 査 す る とと もに理 事 会 に 出

席 して意 見 を述 べ る こ とが で きる。

(役 員 の選 任 及 び解 任)

第16条 役 員 は,正 会 員 又 は学 識 経験 者 の 中 か ら,総 会 にお い て,こ れ を選

任 す る。

2.役 員 が,役 員 と してふ さ わ し くない 行 為 を した と き,そ の他 特 別 の事 由 が

あ る と きは,総 会 の議 決 に よ り,こ れ を解 任 す る こ とが で きる。

(役 員 の任期)

第17条 役 員 の 任期 は,2年 とす る。 た だ し,再 任 を妨 げ ない。

2.役 員 は,任 期 満了 後 も,新 た に役 員 が 選任 され る まで,引 続 きそ の職 務 を

行 うもの とす る。

3.補 欠 又 は 増 員 の た め選任 され た役 員 の 任期 は,他 の役 員 の残 任 期 間 とす る。

(顧 問)

第18条 本 セ ン ター に顧 問 をte〈 ことが で きる。

2.顧 問 は,理 事 会 に諮 って会 長 が委 嘱 す る。

3.顧 問 は,会 長 の諮 問 に応 じ,本 セ ン ター運 営 の基本 的事項 に つ い て意 見 を

具 申す る と と もに,必 要 に応 じ,技 術 的事 項 につ い て 助言 又 は援 助 を行 う。

第5章 総 会

(総 会)

第19条 総 会 は,定 時 総会 及 び臨 時総 会 とす る。

2.定 時 総 会 は,毎 事 業 年度 終 了後3ケ 月以 内 に,臨 時総 会 は 次 の場 合 に,そ

れ ぞ れ 会 長 が これ を招 集 す る。'

(1)会 長 が 必要 と認 めた と き

(2)理 事 会 の決 議 に よる と き
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(3)監 事 の2分 の1以 上 の請 求 が あ った とき

(4)正 会 員 の5分 の1以 上 の請 求 が あ った とき

(総 会 の招 集 手 続)

第20条 総 会 の招 集 は,会 日の2週 間前 まで に,会 議 の 目的 た る事 項,日 時

及 び場 所 を記 載 した書 面 を発 して 行 うもの とす る。 た だ し,会 長 が 必 要 と認

め た と きは,総 会 の招 集 を会 日の5日 前 まで とす る こ とが で きる。

(議 長)

第21条 総 会 の議 長 は,会 長 とす る。

(総 会 の議 決事 項)

第22条 総会 は,こ の規 約 に別 の定 めが ある もの のほ か,次 の事項 に つ い て

審 議 決定 す る。

(1)事 業 計 画及 び収 支 予算

(2)収支決 算 報 告,財 産 目録,貸 借 対 照表 及 び損益 計算 書

(3)規 約 の変 更

(4)解 散

(5)そ の他 理 事会 が 必 要 と認 め る事項

(総 会 の議 事)

第23条 総 会 は,正 会 員 の過 半 数 が 出席 しなけれ ば,会 議 を開 き,議 事 を決

す る こ とが で きない。

2.総 会 の議 事 は,出 席 した正 会 員 の議 決権 の過 半 数 で決 す る もの と し,可 否

同数 の ときは,そ の裁 定 を議 長 に一 任 す る。 ただ し前 条 第3号 及 び第4号 並

び に第8条(除 名)の 規 定 に係 る議 事 は,出 席 した正 会 員 の議 決 権 の3分 の

2以 上 の 多数 で決 す る。

3.正 会 員 は,前2項 の場 合 に お い て,書 面 を もって他 の 正 会 員 又 は 役 員 を代

理 人 と定 め て,議 決権 を行 使 す る ことが で き る。 この場 合 に おい て,そ の正

会 員 は 出席 者 とみ な す。

4.準 会 員,賛 助会 員 及 び名 誉 会 員 は,総 会 に出席 して,意 見 を述 べ る こ とが
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で き る。

(議 事 録)

第24条 総 会 の議 事 に つ い ては,議 事 録 を作 成 し,議 長及 び議 長 の指 名 した

者 が これ に署 名 又 は記 名捺 印す る もの とす る。

2.前 項 の議 事 録 には,次 の事 項 を記 載 しなけ れ ば な らない。

(1)総 会 の 目的 及 び場 所

(2)会 議 の 目的 た る事項

(3)正 会 員数 及 びそ の 出席者 数

(4)議 事 の経 過 の要 旨

(5)議 事 別 の議 決 の結 果

第6章 理 事 会,

(理 事 会)

第25条 理 事 会 は,会 長,副 会 長 及 び理 事 を もって構 成 す る。

2.理 事 会 は,必 要 に応 じて会 長 が 招 集 す る。

3.第20条(総 会 の招 集手 続)の 規 定 は,理 事 会 に準 用す る。 この場 合uak－

い て,「 総会 」と あ るいは 「理 事 会 」と,「2週 間前 」と ある の は 「1週 間

前 」と,「 会議 」と あ るのは 「理 事 会 」と,「5日 前 」と あ るの は 「3日 前 」

と読 み替 え る もの とす る。

4.理 事会 の議 長 は,会 長 とす る。

5.理 事 会 は,必 要 に応 じ,関 係 者 の 出席 を求 め て,そ の意 見 を き く ことが で

きる。

(理 事 会 の議事) 、

第26条 理 事会 は,こ の規 約 に別 の定 めが あ る もの のほ か,次 の事 項 につ い

て審 議 決 定 す る。

(1)総 会 に提 出す る議案

(2)会 務 の処理 に必 要 な規 程
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(3)事 業 計 画 運 営 の た め の基本 方 針

(4)本 セ ン タ ー の運営 に関 す る重 要 事 項

(5)そ の他 会 長 が 必 要 と認 め る事 項

2.理 事 会 の 議 事 につ い て は,第23条(総 会 の議 事)第1項,第2項 本 文及

び第3項 の規 定 を準用 す る。 この場 合 にお い て,「 総会 」とあ る のは 「理 事

会 」と,「 正 会 員 」と ある のは 「理 事 」と,「 正 会 員又 は役 員 」とあ るの は

「理 事 」と読 み 替 え る もの とす る。

第7章 運 営 委 員 会

(運 営 委 員 会)

第27条 運 営 委 員 会 は,総 会 又 は理 事 会 に おい て 決定 され た事 業 計 画 及 び事

業 計 画 運 営 のた め の基 本 方 針 に基 づ き,そ の実 施 計画 を審議 決 定 し,こ れ を

運 営 す る と と もに理 事 会 よ り委 任 を受 け た事 項 を処理 す る。

(構 成)

第28条 運 営 委 員 会 は,理 事会 に諮 っ て会 長 が 指 名 した正 会 員 若 干 名(以 下

「委 員 」とい う。)を もっ て構 成 す る。 ただ し,こ の項 にお い て正 会 員 とは,

正 会 員 がそ の属 す る者 の 中か ら推せ ん した者1名 をい う。

2.運 営 委 員 会 に委 員 長1名 及 び副委 員 長2名 をお く。

3.運 営 委 員 会 の委 員 長 は委 員 の 中 か ら会 長 が 指 名 した者 と し,副 委 員 長 は,

委 員 の互 選 に よ り選 出され た者 とす る。

(委 員 の任 期)

第29条 委 員 の 任期 は2年 とす る。 た だ し,再 任 を妨 げ ない。

(部 会)

第30条 運 営 委 員 会 は,業 務 の運 営 上 必 要 あ る場 合 は,部 会 をto〈 こ とが で

きる。

2、 部会 の構成 及 び運営 につ い て は,理 事 会 の議 を経 て,別 に定 め る。
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第8章 プ ロジェ ク ト ・チ ー ム

(プ ロジ ェク ト ・チ ー ム)

第31条 本 セ ンター は,第3条(事 業)第1号 及 び第2号 の事 業 の うち,運

営 委 員会 にお いて,相 当 の期 間 にわ た り継 続 的 かつ 系 統 的 に実 施 し,又 は特

定 の機 関 に委 託 して行 うこ とが適 当 と認 め た もの につ い て は,理 事 会 の議 を

経 て,プ ロジ ェク ト・チ ー ム を編成 して,こ れ を行 うこ とが で きる。

(構 成 及 び運営)

第32条 プ ロジェ ク ト・チ ー ム の構成 及 び運 営 につ い ては,理 事 会 の議 を経

て,別 に定 め る。

(関 与 した者 の義 務)

第33条 プ ロジ ェク ト ・チ ー ム の担 当 す る事業 の企 画,立 案,運 営等 に 関与

した者 は,そ れ らの 者 全員 及 び必 要 あるい は理 事会 の承 認 な しに,そ の事 業

の内容 を も ら しては な らな い。

第9章 業 種 別 団体 連 絡会 議

(業 種別 団体 連 絡会 議)

第34条 業 種 別 団体 連 絡会 議 は,準 会 員 を もって構 成 し,本 セ ン ターの事 業

に 関連 し,情 報 の交 換 を行 う。

(運 営)

第35条 業 種別 団体 連絡 会 議 の 運 営 につ い て は,理 事 会 の議 を経 て,別 に定

め る。

第36条 運 営委 員 会 の委 員 は,業 種 別 団体 連 絡 会 議 に 出席 し,意 見 を述 べ る

こ とが で きる。

第10章 事 務 局

(事 務局 の設 置)

第37条 本 セ ンターは,事 務 を処 理 す る た め事務 局 を置 く。
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2.事 務 局 に関 す る規 程 は,理 事 会 の議 を経 て,別 に定 め る。

第11章 資 産及 び会 計

(資 産)

第38条 本 セ ン ター の 資産 は,会 費,入 会 金,寄 付 金,委 託 費 そ の他 の収 入

か らなる もの と し,別 に定 め る ところ に よ り会 長 が管 理 す る。

(経 費 の支 弁)

第39条 本 セ ンター の経 費 は,資 産 を もって支 弁 す る。

(会 計 年 度)

第40条 本 セ ン ター の会 計 年 度 は,毎 年4月1日 か ら翌 年3月31日 ま で と

す る。

(予 算 案 の作成)

第41条 会 長 は,毎 会 計 年 度 のは じめ に予 算案 を作 成 し,総 会 の承 認 を得 な

け れ ば な らない。

(会 計 書 類 の 作成 及 び監 査)

第42条 会 長 は,毎 会 計 年 度 の 収支 決 算 報 告,財 産 目録,貸 借対 照表 及 び損

益計 算 書 を作成 し,監 事 の監 査 を経 て,総 会 の承 認 を得 なけ れ ば な らな い。

(残 余 財 産)

第43条 本 セ ン ター の解 散 の場 合 に お い て,残 余財 産 の あ る と きは,総 会 の

議決 に従 って これ を処 分 す る こと と し,債 務 が あ る ときは,会 員 が そ の債 務

を分 担 す る。

第12章 雑 貝1」

(実 施 細 則)

第44条 この規 約 に定 め る もの のほ か,と の規 約 を実施 す るた め に必 要 な事

項 は,別 に定 め る。
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付 則

1.こ の規 約 は,昭 和53年11月2日 か ら施 行 す る。

2.本 セ ン ターの設 立 初年 度 の会 費 に つ い ては,第10条(会 費)の 規 定 に か

か わ らず,そ の額,徴 収 の時期 及 び方法 そ の他 必 要 な事 項 を,設 立 総 会 で定

め る こ とが で きる。

3.本 セ ンター設 立 当 初 の役 員 は,第16条(役 員 の 選任 及 び解 任)の 規定 に

か か わ らず,設 立 総 会 にお い て選 任 す る もの と し,そ の任 期 は,第17条(

役 員 の任期)の 規 定 にか か わ らず,最 初 の定 時 総 会 終 結 の 日ま で とす る。

4.本 セ ン ターの設 立 初 年 度 の事 業 計 画 及 び収 支 予 算 は,第22条(総 会 の議

決 事 項)及 び第41条(予 算 案 の作 成)の 規 定 に か か わ らず,設 立 総会 の定

め る と ころ に よる。

5.本 セ ン ター の設 立 初年 度 の会 計 年度 は,第40条(会 計 年 度)の 規 定 にか

か わ らず,昭 和53年11月2日 か ら昭和54年3月31日 ま で とす る。

(3)会 費 の徴収等 に関す る規定

ピ:議=ヅ
(会 費 の額)

第1条 会 費 の額 は,1口50,000円 とす る。

2.正 会 員 は,そ の 区別 に応 じて,次 の 口数 に よ り会 費 を負 担 す る。

a会 員30口

b会 員22口

c会 員16口

d会 員8口

3.準 会 員 及 び賛 助 金 員 は,そ れぞ れ 次 の 口数 に よb会 費 を負 担 す る。

準 会 員3口

賛 助会 員5口 以 上

(徴 収 の時 期 及 び方 法)
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日本 化 学物 質 安 全 性 セ ン タ ー組 織

事務局長

翻 若干名

事業計画 ・収支予算の決定又は変更

欝_
本 セン ター運 営基 本 事 項 に

つ い ての 意 見具 申

技 術的事 項 の 助言 ・援 助

(構 成)会 長 ・副会長 ・理事

(審 議決定事項)

総会提 出議案

会 務処理 に必要な規程

事業計画運営の基本 方針

本 セン ター運営上 の重要事項

その他必要事項

i儀熱 ぷ

業種別団体
連 絡 会 議

(構 成)準 会 員

{
本 センター事業 に関連

する情報交換

E・ ジ・ク ・・チー]

情報収集 ・試験研究
の委託
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第2条 会 費 は,前 期(毎 年4月 よ り9月 ま で)及 び後期(9月 よ り翌年3月

まで)の2期 に分 け て徴収 す る。

2.会 費 は,セ ンター か ら発 す る請 求書 に よ り,前 期 会 費 につ い て は毎 年4月

末 日ま で に,ま た後 期 会 費 につ い て は毎 年10月 末 日ま で に納 付 しなけれ ば

な らな い。

(年 度 途 中 に入会 した会 員 の会 費特)

第3条 年 度 途 中に入 会 した場 合 の会 費 は,入 会 の 月 の属 す る期 が 前 期 で ある

場 合 は 前期 分 及 び後 期 分 と,ま た入 会 の 月 の属 す る期 が 後期 で ある場合 は後

期 分 とす る。

2.前 項 の場 合 の当該 期 の会員 は,入 会 の 日の 属す る月 の翌 月 の末 日ま で に納

入 しなけ れ ば な らない。

付 則

1.こ の規 定 は,昭 和53年11.月2日 か ら実 施 す る。

2.規 約 の 付則 第2号 に よる会 費 の額 は,年 額 の12分 の5と し,会 費 は,セ

ン ター の発 す る請 求 書 に よ り,昭 和53年12月31日 まで に納 入 しなけ れ

ば な らない。 ただ し入会 の 日が 昭和54年1月1日 以 降 で あ る場 合 の会 費 の

納 入 は昭和54年3月31日 ま で とす る。
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ー

Φ

O

ー

(4)事 業 構 想 昭和53年11月2日

第1ス テ ップ 第2ス テ ップ 第3ス テ ップ 第1ス テ ップ 第2ス テ ップ 第3ス テ ップ

1事 業 3.化 学物質安全性試験研究 ○研究組合 ○ 同左 ○ 同左
1,情 報 の収集 ・提供 4.セ ンター独 自の試験 研究 ○
(1)情 報 の収集 5.(1)研 究 会開催 01テ ー マ 02テ ー マ

a国 内情報 (2)講 習 会開催 02回/y ○ 同友 ○ 同左

学会誌 013 ○ 同左 020 (3)見 学 会開催 02/y 04/y

講演要旨 020 ○ 〃 040 (4)講 演 会開催 ○鯨3回/鋭 ○東京3大阪2 ○東京3.大 阪3

研究機関報告 010 ○ 〃 015 6,海 外 交流 ・調査 02名/シ 08名/y

月刊誌 020 ○ 〃 040
官 報 ○ ○ ○ 丑 会 議 等

官庁出版物等 ○ ○ ○ 1.定 時 総会 01/yO同 友 ○ 同左

JICST(文 献 速報) ○ ○ ○ 2.理 事 会 02/yO〃 ○ 〃

JAPIC(Contents) ○ ○ ○ 3,運 営 委員会 04/yO〃 ○ 〃

新聞切抜 ○ ○ ○ 4.部 会 02部 会5〆 ○ 〃 04部 会5/y

b海 外情報
り

5,団 体 連絡会議 06/y ○ 〃 ○ 〃

FederalRegister ○ ○ ○
BNA ○ ○ ○ 皿 ラ イ ブ ラ リー 等 ○ ○ ○

化学関係ニ ュース紙 05 ○ 同左 ○ 同左 (マ イ ク ロ フ ィ ル ム化) ○
学術誌 05 020 040
二次情報誌 ○ ○ ○ 】V人 員

JICST-SDI ○ ○ ○ 事務局長 (1)兼 務 1 1

外国新聞切抜 ○ ○ 部 長 2 2 2

② 情報の提供 男子職員 2 3 4

a定 期情報 01〆 約 01/抗 約 02/抗 各 女子職員 1 1 5

A情 報 50頁 60頁 50頁 顧 問 5

行政動向

業界動向 経費(概 算) 59,350千 円 77,000千 円 160,000千 円

試験方法
ト ピ ック ス 等

B情 報: (注)第2ス テ ップへの移行時期 は約1年 後(会 員増に より会費収入約

物質情報 7,7000千 円 とな った時)を 努力 目標 とする。

b臨 時情報(共 同通信等) ○ 第3ス テ ップへの移行時期 は会費収入が約160,000千 円 となった
c機 関誌発行 01/m 時 とす る。

2.特 集号の作成と提供(講 演会 02回 04回 06回
F・R等)



(5)昭 和53年 度 事業 計 画

自 昭和53年11月2日

至 昭 和54年3月31日

初年度は,化 学物質の安全性 に係 る事業構想の具体的展開 を図 るための基礎

固めの期間 とし,下 期事業 に重点 をおいて推進す るもの とす る。

記

-
⊥

ウ
●

つ
0

4

『
V

6

化学物質の安全性 に関す る情報及 び資料 の収集,整 理 及び提供

化学物質の安 全性 に関す る試験研究の実施及 び推進

内外の関係諸機 関 との交流及 び連 けい

化学物質 の安全性に係 る講演会,講 習会,研 究会等 の開催

そ の他関連す る事業

(6)会 員 の種 類 とサ ー ビス 内容

会員 の種類 サ ー ビ ス の 利 用 範 囲

情 報A(5部),情 報B(3部),

a会 員
臨時 情 報(1部),機 関 誌,特 集 号(3部),研 究組 合 参 加,

講 習会,見 学 会,講 演 会(2名),

正
ライ ブ ラ リー の 利 用,コ ピ ー サ ー ビス(希 望 者 の み)

情報A(3部),情 報B(2部),

会 b会 員
臨 時情 報(1部),機 関誌,特 集号(2部),研 究 組 合 参 加,

講 習 会,見 学 会,講 演会(2名),

口 ライ ブ ラ リ ー の 利 用,コ ピー サ ー ビ ス(希 望 者 の み)
貝

情 報A(2部),情 報B(1部),

c会 員
臨時 情 報(1部),機 関 誌,特 集 号(1部),研 究 組 合参 加,

講 習会,見 学 会,講 演 会(1名),

ラ イ ブ ラ リー の 利 用,コ ピー サ ー ビス(希 望 者 の み)
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会員の種類 サ ー ビ ス の 利 用 範 囲

正 情報A(1部),臨 時情 報(1部),機 関 誌,

会 d会 員 研 究組 合 参 加,見 学 会,講 演会(1名),
口

貝
ラ イ ブ ラ リー の 利 用,コ ピ ー サ ー ビ ス(希 望 者 の み)

情 報A(1部),臨 時情 報(1部),機 関 誌,

準 会 員 見 学 会,講 演 会(1名),ラ イ ブ ラ リー の 利 用,コ ピー サ ー

ビス(希 望 者 の み)

賛 助 会 員
情 報A(1部),臨 時情 報(1部),機 関 誌,見 学 会

ラ イ ブ ラ リー の利 用,コ ピー サ ー ビス(希 望 者 の み)

1
.

.注

9
匂

3

4

5

6

7

8

情 報A行 政 動 向,業 界動 向,試 験 方 法,ト ピック ス等

情 報B物 質 情 報

特 集号 講 演 会,F.R.全 訳等

研 究組 合 参 加:化 学 物 質 の 安全 性,チ ェ ックの共 同試 験(要 分担 金)

講 習会:有 料 とす る。

コン サル タ ン ト等 の利 用:ア レン ジのみ

コ ピーサ ー ビス:ラ イ ブ ラ リー等 よ リ コ ピー 希望 あ る場 合

(有 料 サ ー ビス)

コ ピー サー ビス は 第2ス テ ップ以 降 とす る。

臨 時情 報,機 関誌 の発 行 は第3ス テ ッ プ以 降 とす る。

(7)会 員

85会 社 ・団 体

会社

団体

71社

14団 体

(昭 和54年2月10日 現在)
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(8)日 本 化 学 物 質 安 全 性 セ ン ター役 員 名簿

(会 社50音 順 ・敬 称 略)

会 長 川 崎 京 市(日 本合成 ゴム会長)

理 事

監 事

相

永

藤

藤

丸

竹

鮫

松

紺

小

吉

河

生

江

山

伊

尾

近

塚

間

蓑

松

若

島

村

田

川

田

内

島

浦

野

坂

田

村

部

口

崎

藤

上

藤

田

藤

田

村

林

橋

田

石

楳

穂

夫

郎

郎

郎

逸

正

史

三

芳

順 三 郎

広 年

靖

一 精

雄 太 郎

徹 郎

俊

勇 次

活 太 郎

晃

利

康

潤

剛

太

辰

司

辰

頴

彦

治

三

蔵

雄

五

郎

郎

司

長

(旭 化成 常務取締役)

(旭 硝子取締役)

(旭 ダウ常務取締役)

(宇 部興産常務取締役)

(花 王石鹸社長)

(鐘 淵化学常務取締役)

(協 和醗酵取締役)

(呉 羽化学取締役)

(昭 和電工常務取締役)

(信 越化学専務取締役)

(住 友化学常務取締役)

(武 田薬 品工業常務取締役)

(電 気化学専務取締役)

(東 亜合成専務取締役)

(東 亜曹達専務取締役)

(東 レ取締役)

(徳 山曹達専務取締役)

(日 本化薬社長)

(三 井東圧常務取締役)

(三 井石油化学常務取締役)

(三 菱化成専務取締役)

(三 菱 瓦斯化学取締役)

(三 菱油化専務取締役)

(石 原 産 業 取 締 役)

(日 本 ゼ オ ン常 任 監 査役)

(昭 和53年11月2日 現 在)
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5・2CIIT(米 国)に つ い て

こ こ で,日 本 化 学 物 質 安 全 性 セ ン タ ー の 先 輩 格 に あ た る ア メ リ カ のCIIT

の 組 織 お よ び 最 近 の 活 動 状 況 に つ い て 概 観 す る
。

(1)組 織

① 名 称

ChemicalIndustryInstituteOfToxic'010gy

(略 称CIIT)

② 設 立 年

1974年

③ 設 立 発 起 人(11社)

AirProducts&ChemicalsInc.

AIIiedChemi・calCorp.

DiamondShamrockCorp.

DowChemicalCo.

E.1.dupontdeNemours&Co.

EastmankodakCo.

ExxonChem'icalCo.

MonsantoCo.

ShellChemicalCo.

Stauff'erChemica▲Co.

UnionCarbideCorp.

④ 本 拠 地

NorthCarolina州ResearchTrianglePark

⑤ 構 成

化 学 企 業30社

会 長:R.Fleming

研 究 所 長:LeonGolberg
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⑥ 予 算

193万 ドル(1976年)

⑦ 設 立 目的.,

化 学 品 の安 全性 に関 す る よ りよ き情 報 の蒐 集 とそ の円滑,迅 速 な伝達

お よび権 威 あ る試 験法 の確 立 とい う社 会 的 要 請 に速 か に対 応 す る ζ と。

⑧ 性 格

科 学 者 の集 団 で あ って,政 府 関係 の立 法 の補 助機 関 で は ない 。 化学 品

取 扱 い の規 制,規 則,立 法 等 は 関係 政 府 機 関 や 企業 団 体 の手 に ゆだ ね て

置 き,専 ら科 学 的 デ ー タの積 み上 げ に専 念 。

⑨ 事 業 内 容

具 体 的 に検 討 の対 象 とす る化 学 品 は,大 量 生 産,大 量 消費 の行 われ て

い る化 学 工業 の主 要原 料 品(例 え ば ベ ンゼ ン,メ タノ ール等)の うちか

ら,先 ず取 り上 げ,そ の各 々に つ い て物 理 的,化 学 的,生 物 学 的 性 質,

一 般 的 に人 間 との接触(暴 露)関 係
,毒 性 の検 討,一 般社 会 との関 係,

意 義 等 の 調査,研 究 を行 い,そ の検 討 の結 果 は 一般 に公 開 され る こ とを

原 則 とす る。

また,米 国政 府 内 の関 係 各機 関(例 えばFDA,OSHA,EPA等)

と も密 接 な連 け い を持 続 しつ つ業 務 を推 進 せ しめ る。

(以 上 参 考 資料:「 日化 協 月 報 」昭 和51年1月 号 よ り)

(2)最 近 の 活動 状 況

CIITは,独 自'のラボ を新 設 中 で あ るが,そ の 間 は借用 施 設 にお い て

テス トを実施 して い る。

①CIITの 毒 性研 究

1978年3月 サンフランシス コ で開 催 され た毒 性 学会 に おい て,CI

ITに よ る研 究5件 が報 告 され た。 同研 究所 の デ ィ レク ターJ.E.Gib-

sonは,重 要 な毒性 学 の会議 に お い て,CIITの 関係 す る報 告 が ない

こ とは な い とい って お り,そ れ は化 学 会 社30社 の メンバ ー を もつCI
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ITが わ ず か2年 しか た っ て お らず,か つ,借 用 ラ ボ の 活 動 で あ る こ と

を 考 え る と,印 象 的 で あ る。 更 に,最 近 の 第2回 年 次 総 会 で,そ の ベ ー

ス は ゆ る め な い と の 方 針 を 出 し て い る。

今年 は,借 用 施 設vak・ け る360万 ドル を含 め 総 額560万 ドル の 毒 性

研 究 を 行 う予 定 で あ る。(CWTechnologyNews3月15日)こ の

中 に は,契 約 ラ ボ で行 わ れ て い る8つ の 汎 用 化 学 物 質 の 長 期 毒 性 及 び ガ

ン原 性 研 究 が 含 ま れ て い る 。 毒 性 研 究 の 方 法 及 び解 析(病 理,動 的 薬 理,

遺 伝 毒 性,疫 学 等)の 基 礎 研 究 は,CorningClassWorksよ り 引 き

つ い だ ラ ボ で 実 施 さ れ て い る 。

1979年 初 め に は,ResearchTrianglePark,N.C.に 建 設 中 の

新 ラ ボ に移 る こ と及 び1980年 ま で に,CIIT自 身 の 施 設 に500万

ド ル の 調 査 研 究 費 を計 上 す る こ と を考 え て い る。

1,4')O万 ドル のCIITラ ボ は,吸 入 及 び長 期 動 物 ば くろ 施 設 を 有 す

る こ と に な る が,そ の 間 は,こ の 研 究 は,IndustrialBio-test,

HazletonIＬaboratories,BattelleMemerialInstitute,

theIIlinoisInstituteoftechnologyResearclrInsti-

tute及 びDowChemicalに 委 託 しで い る。

IndustrialBio-testは エ チ レ ン 及 び トル エ の 研 究 に つ い て 第2

年 度 に 入 り,Hazletonで の ア ニ リ ン,ハ イ ド・ ク ロ ラ イ ド及 び 工 業 用

ジ ニ トロ トル エ ン も ほ ぼ 同 段 階 に あ る 。

Battelleは 塩 化 メ チ ル 及 び ホ ル ム ア ル デ ヒ ドの 長 期 研 究 の 予 備 試 験
1、

と して90日 間 吸 入研 究 を開 始 した。

IITRIは 無 水 マ レ イ ン酸 及 びテ レフ タール 酸 の 長期 投 一与研 究 を開

始 して い る。

Dow研 究 所 は,1,3及 び9ppmの 塩 素 にば くろ した ラ ッ トの30

日間 吸入 研 究 を実施 して お り,4月 には デ ー タが 出 る予 定 で,そ の後

Battelleで の塩 素 の長 期 吸 入 テ ス トを開 始す る。
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②CIITの 考 え方

CIIT関 係者 は 毒性 研 究 の 目的等 につ い て,次 の よ うにそ の考 え 方

を のべ てい る。

CIIT所 長r、eonGolberg:現 在,毒 性 学 は,典 拠 の疑 わ しい保

険政 策 の よ うに精 虫か ら虫 ま で何 で もか ん で もカバ ー し よ うと して い る

が,CIITの 主 要 目標 の 一 つは,規 制 が具 体 的 に制定 され る前 に,信

頼 が 置 け かつ 責任 の ある科 学 的 デ ー タ を備 え る こ とに よ り,化 学 工業 の

試 験 及 び再 試 験 の負 担 を軽 減 す る こ とに あ る。 更 に,CIITが 目指 し

てい るの は,緊 急 で実 際的 な問題 へ の応 用 に優 れ た セ ン ター で ある。 よ

り良 い 方 法 及 び手 順 の 開発 が 目的 で あ り,CIITは,企 業 に も公共 に

も奉仕 してい る わけ で は な い。スク リーニングシステムも出 て来 て い るが,

それ に全 面 的 に とびつ い て は な らない。CIITの 研 究 の最 新 の範 囲 は

疫 学 及 び催 奇形 性 で あ る。

CIIT会 長R.Fleming:企 業 が欲 して い る もの は,企 業 が対 処 で き

る よ うな現実 性 の あ る もの で あ り,こ れ ら現実 性 の あ る もの はだ れ もが

使 え る よ うに オー プ ンに され るべ きで ある。CIITは 規 制 への応 用 の た

め の毒性 の基 礎 科 学 に お け るベ ー スの樹 立 に努 め る。 そ の た め,い くつ

か の プ ロジ ェク トが現 在 進 め られ て い る。

・種 々 の試験 動 物 用Baselinebloodchemistryparameters

の開 発

・組 織 へ の飽和 や代 謝経 路 の証拠 を見 出す た めの 動 物 の排 泄 物 や呼 吸

の研 究

・長期 テ ス トの優 先 順 位 をつ け る た め の一連 の短 期 テ ス ト等

R&H社J.Smisth:CIITは,我 々が 実施 で きた ら良 い と思 う よ

うな種 類 の研 究 を行 ってい る。

③CIIT13物 質 を研 究 品 目 に追 加

工 業 用 及 び商 業 用 の'製品 に使 用 され て い る化学 物 質 につ い てCIIT
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が 毒 性 評 価 又 は 試 験 の 対 象 と す る 物 質 の 第3次 リ ス ト が 作 成 さ れ た 。 今

回 の13物 質 の 追 加 に よ り,合 計40物 質 が 研 究 用 に 選 定 さ れ た こ と と

な る 。

新 リ ス ト に 含 ま れ る の は:aceton,acetylene,benzene,cresols,

hydrogencyanide,hydrogensulfide,isopropylalcoho1,

nitrobenzene,phthalicanhydride,toluene2・4diamine,

toluenediisocyanate,urea,xylenes・

な お,こ の リ ス ト は,CIITが ア メ リ カ 政 府 の 省 庁 間 規 制 連 絡 会

(InteragencyRegulatoryLiasonGroup)に よ り 作 成 さ れ た2

種 の 化 合 物 リ ス ト をCIIT会 員 会 社 の 意 見 を 参 考 と し な が ら 評 価 し た

上 で 選 定 し た も の で あ る 。

(以 上 参 考 資 料:ChemicalWeek1978,3.29号,Chemical

&EngneeringNews1978.9.25号,出 所:JETOC情 報)

6.デ ー タ の 利 用 状 況

これまで,化 学 工 業 の情 報 の特 殊 性 に つ い て述 べ て きたが,次 に産 業 課 題 に

そ っ て,デ ー タの利 用 状 況等 を整理 し,表6-1に 示す 。
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表6-1デ タ の

デ

|

分 類 デ ー タ 名
情 報 源

入 手 先

デ ー タ

利 用 間 隔

タ

重

要

度

経済 計 画 各 種 経 済 計 画 経 済 企 画 庁 年 度 B

経 企庁 ・日経 セ ン タ
各 種 経 済 見 通 し 年 度,四 半 期 A

一 ほ か

産 業構 造 の長 期 ビジ ョン 通 産 省 年 度 B

国 民 所 得 国 民 所 得 統 計 経 済 企 画 庁 年 度,四 半 期 B

経 新SNA 経 済 企 画 庁 年 度 A

金 融 ・財政 国 家 予 算 大 蔵 省 年 度 B

経 済 統 計 月 報 日 本 銀 行 月,年 B

営
設 備 投 資 各 種 設 備 投 資 調 査 通 産省,日 銀,開 銀 半 期,年 度 B

ほ か

企業 経 営 主 要 企 業 経 営 分 析 日 本 銀 行 半 期,年 度 A

全
経 営 指 標 ハ ン ドブ ック 日 本 経 済 新 聞 半 期,年 度 A

法 人 企 業 統 計 大 蔵 省 四半 期,年 度 B

わ が 国 企業 の経 営 分析 通 産'省 半 期,年 度 B

世 界 の 企 業 の経 営 分析 通 産 省 年 B

般 国 際 比 較 統 計 日 本 銀 行 年 B

物 価 卸 売 物 価 指 数 日 本 銀 行 月 A

消 費 者 物 価 指 数 総 理 府 月 B

流 通 ・運輸
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利 用 状 況

考備

定

常

業

務

営
題経閉業使企労

広

報

そ

の

他

労

使

対

策

企

業

経

営

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

外
題海開

海
外

投
資
対
策

○

○

輸

出

入

対

策

研

究

開

発

問

題

境

題深間・全地安立・

衛

生

対

策労働安全

物

質
安

全

対
策危険物・化学

環

境
保
全
対
策

立

地

対

策

輸

送
・

流

通

問

題

露里
資
ル

ル

ギ

ー

対

策電力等エネ

原

材

料

対

策

○

組

織

問

題産業構造・産業

○

○

○

○

○

般

題一問

需

給

対

策

○

○

○

○

○

景

気

対

策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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デ

分 類 デ ー タ 名
情 報 源

入 手 先

デ ー タ

利 用 間 隔

1

タ

重

要

度

貿 易 日 本 貿 易 月 表 大 蔵 省 月 A

外 国 貿 易 概 況 大 蔵 省 月 A

輸 出 認 証 統 計 通 産 省 月 B

経

そ の 他 経 済 白 書 経 済 企 画 庁 年 度 A

国 民 生 活 白 書 経 済 企 画 庁 〃 B

済 世 界 経 済 白 書 経 済 企 画 庁 〃 B

通 商 白 書 通 産 省 〃 A

経 済 協 力 白 書 通 産 省 〃 B

全 環 境 白 書 環 境 庁 〃 A

科 学 技 術 白 書 科 学 技 術 庁 〃 B

独 占 白 書 公 正 取 引 委 員 会 〃 B

般 労 働 白 書 労 働 省 〃 B

海 外 市 場 白 書 日 本 貿 易 振 興 会 〃 B

消 防 白 書 消 防 庁 〃 B

等

工 業 統 計 表 通 産 省 年 A

産
業

(産 業編,品 目編,

活 企業編等)

動 産 業 連 関 表 行 政 管 理 庁 ほ か 5年 A

全

般 鉱 工 業 生 産 指 数 通 産 省 月,四 半期,年 A

需 給 化 学 工 業 統 計 月 報 通 産 省 月 A

化
化 学 工 業 統 計 年 報 通 産 省 年,年 度 A

学 肥 料 統 計 指 標' 農 林 水 産 省 月 C

工
薬事工業生産動態統計年報 厚 生 省 年 C

化 学工業景況アンケート調査 日本 化 学 工 業 協 会 四 半 期 A

業
石 油 化 学 関 係 統 計 石 油 化 学 工 業協 会 月,年 B
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考備

定

常

業

務

○

○

○

○

○

営
題経閉業使企労

広

報

そ

の

他

労

使

対

策

○

企

業

経

営

○

○

○

○

外
題海関

海
外

投
資
対
策

○

○

○

○

輸

出

入

対

策

○

○

○

○

○

○

○

研

究

開

発

問

題

○

境

題環問・金地安立・

衛

生

対

策労働安全

物

質
安

全

対

策危険物・化学

○

環

境
保
全
対
策

○

立

地

対

策

輸

送
・

流

通

問

題

議璽
資
ル

ル

ギ

ー

対

策電力等エネ

原

材

料

対

策

○

○

組

織

問

題産業構造・産業

○

○

○

○

般

題一問

需

給

対

策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

景

気

対

策

○

○

○

.
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デ

分 類 デ ー タ 名
情 報 源

入 手 先

デ ー タ

利 用 間 隔

1

タ

重

要

度

需 給 芳香族 ・タール製品統計月報 日本 芳 香 族 工 業会 月 C

カ ー バ イ ド 需 給 統 計 カ ー バ イ ド工 業 会 月 C

無機薬 品の実績 と見通 し 日本 無 機 薬 品 協 会 年 度 C

ほか各業種別団体統計資料 各 業 種 別 団 体 月,年

輸 出 入 製 品別 輸 出入通 関 実 績 大 蔵 省 月,年 A

貿 易 指 数 大 蔵 省 月 B

化 化学工業品輸出通 関統計 日本化学工業品輸出組合 月,年 B

化 学 工 業 品 貿 易 便 覧 日本化学工業品輸出組合 年 B

価 格 部 門 別 物 価 指 数 日 本 銀 行 四 半 期 B

国 内 化 学 品 相 場 化 学 工 業 日 報 社 月 B

国 際 化 学 晶 相 場 化 学 工 業 日 報 社 月 B

学
日 経 市 況 日 本 経 済 新 聞 社 月 B

資 源 エ ネル 石 炭 統 計 月 報 通 産 省 月 B

ギ ー 石 炭 コ ー ク ス 統 計 年 報 通 産 省 年 B

工 石 油 統 計 月 報 通 産 省 月,年 A

エ ネ ル ギ ー 統 計 月 報 通 産 省 月,年 B

石 油 資 料 月 報 石 油 連 盟 月 A

電 が 調 査 統 計 月 報 通 産 省 月,年 A

電 気 事 業 便 覧 電 気 事 業連 合 会 年 B

業 海 外 電 気 事 業 統 計 海 外 電 力 調 査 会 年 B

WorldEnergyOutlook OECD 年 B

設 備 投 資 業 種 別 設備 投資計画 通 産 省 半期,年 B
1

機 械 受 注 統 計 経 済 企 画 庁 月 B

法 人企 業 投 資動 向 調 査 経 済 企 ・画 庁 四 半 期 B
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考備

定

常

業

務

○

○

○

○

営
題経問業働企労

広

報

そ

の

他

労

使

対

策

企

業

経

営

○

○

○

○

外
題海関

海

外
投
資
対
策

輸

出

入

対

策

○

○

○

○

研

究

開

発

問

題

境

題環問・金地安立・

衛

生

対

策労働安全

物

質
安

全

対

策危険物・化学

環

境
保
全
対
策

立

地

対

策

輸

送
・

流

通

問

題

議事
資
ル

ル

ギ

ー

対

策電力等エネ

○

○

○

○

○

○

○

○

原

材

料

対

策

○

○

○

○

○

○

○

組

織

問

題産業構造・産業

○

○

般
題一問

需

給

対

策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

景

気

対

策

、

○

〇
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テ

情 報 源 デ ー タ

i

タ

分 類 デ ー タ 名
入 手 先 利用 間 隔

重

要

度

産 業 組 織 産 業 集 中 度 調 査 公 正 取 引 委 員 会 年 B

研 究 開 発 科学技術研究調査報告 総 理 府 年 C

労 働安 全 ・ 労働災害動向調査報告 労 働 省 四 半 期 B

衛生 労 働 衛 生 の し お り 中央労働災害防止協会 年 A

安 全 の 指 標
〃 年 A

化 産 業 安 全 年 鑑 〃 年 A

経 営 各社有 価証 券 報 告 書 大 蔵 省 半期,年 A

各 社 営 業 報 告 書 各 社 半期,年 B

税務統計 か らみ た法人企 国 税 庁 年 B

学 業の実態

労 働 労 働 経 済 動 向 調 査 労 働 省 四 半 期 B

毎 月 勤 労 統 計 調 査
〃 月,年 A

賃金構造基本統計調査 〃 年 B

工 賃金労働時間制度総合調査 〃 年 B

労 働 組 合 基 本 調 査 〃 年 A

労働福祉施設等実態調査 〃 年 C

雇 用 管 理 調 査 〃 C

雇 用 動 向 調 査
〃 半 期 C

A

業 労 働 経 済 指 標 〃 月 B

職種別民間給与実態調査 人 事 院 年 B

賃 金 事 情 調 査 中 央 労 働 委 員 会 年 B

労 働 時 間,休 日,休 暇 制 〃 2年 B

度調査

退 職金,定 年 制度 お よび 〃 2年 B

年金事情調査

活 用 労 働 統 計 日 本 生 産 性 本 部 年 B
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デ

分 類 デ ー タ 名
情 報 源

入 手 先

デ ー タ

利 用 間 隔

|

タ

重

要

度

労 働 生 産 性 統 計 月 報 日 本 生 産 性 本 部 月 A

付 加 価 値 分 析 〃 年 B

賃 金 交 渉 の 基 礎 資 料 日 経 連 年 B

化 初 任 給 調 査 〃 年 B

福 利 厚 生 費 調 査 〃 年 B

学 定 期 賃 金 調 査 関 東 経 協 年 C

団体交渉のための賃金資料 総 合 労 働 研 究 所 年 B

化学工業賃金支給状況調査 日本 化 学 工 業 協 会 年 A

工
化学工 業退 職 金 調 査 〃 年 A

賞 与 一 時 金 調 査 〃 半 期 A

業 労 働 時 間,休 日,休 暇制 〃 年 A

度調査

労災補償付加給付調査 〃

1
年 A

福 利 厚 生 費 調 査 〃 年 A

・
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7.日 化 協 の会 員等 に対 す る情 報 サ ー ビス形態

日本 化 学 工業 協会 の情 報 サ ー ビス形 態 は,次 の とお りで ある。

(1)役 員 会 報 告

月例 開催 の常 務理 事 ・監 事 会 お よび理 事 ・常議 員 会 に,議 題 に即 した 必

要情 報 を提 供 す る。・日常 は,委 員会 活 動 が 中心 で ある の で,委 員 会 を通 じ

て も提 供す る。

(2)各 種 ア ン ケー ト調 査 結果 の報 告

化 学 工 業 界 にお け る問 題 点 とそ の対 応 策 をさ ぐるた め各 種 の ア ン ケー ト

調 査 を行 い,そ の 結果 に つい て 分析,加 工 を行 い,結 果 を会 員 等 に報 告 す

る。

最 近 の 例:

① 化 学 工業 景 況 ア ンケ ー ト調 査

② 年 末 一 時 金支 給 状況 調 査

③ 炭素 数1(C、)化 合物 の利 用 をテ ー マ とす る大 型 プ ・ジ ェク トに関 す

る ア ン ケー ト調 査

(3)機 関 誌 「日化 協 月報 」の発行

巻頭 随 想,座 談 会,要 望 と意 見,経 営,科 学 技 術,環 境 ・安 全,業 界 展

望,調 査 ・報 告資料,化 学 工場 紹介,日 本 の化 学 工 業 を興 した人 々,用 語

の て び き,日 化 協 今 月 の レ ポー ト,EXTRACTS,協 会 の動 き,統 計 等 を

掲 載 す る。 月刊,会 員 外 に も有 償 頒 布 。

(4)委 員 会 等 の報 告 書 の公 表

常 設委 員 会 あ るい は時 限的 な研 究 会,調 査 団等 に おい て特 定 テ ー マ につ

い て検 討 した 内容 は,可 能 な限 り報 告 と して公 表 す る。

最 近 の例:

① 化 学 工業 長 中期 展 望 研 究会 報 告 書 「危機 へ の挑 戦 一 化 学 工 業 変革 の

方途 を さ ぐる 」
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② 労 働 委 員会 「低 成 長 ・高 齢 化 ・高学歴 化 社会 に おけ る雇 用 問 題 」

(5)情 報 誌 の発 行

最 新 の関係 情 報 を掲載 した情 報 誌 を随 時発行,会 員等 に配 布 す る。 労 働

関係 の 「情 報 」お よび 日本 化 学 物 質 安 全性 セ ン ターの 「情 報 」とが ある。

(6)海 外 情報 の翻 訳

必 要 な海 外 文 献,法 律 等 を翻 訳 して会 員等 に無 償 あ るい は 有償 で配 布 す

る。

最 近 の例:

「米 国 ・有 害物 質 規 制 法 」

(7)そ の 他

諸 会合 の席上 に おけ る情 報 交 換,例 えば,労 働 問題 に関 して は労 働 問題

研 究 会等 の会 合 を利 用 して情 報 サ ー ビス を行 う。

化学 工業 関係 文献,資 料 を閲覧 に供 す る。

一85一



8.今 後 の 課 題

化 学工 業 の主 要原 料 す なわ ち石 油,り ん 鉱 石,工 業 塩等 の ほ とん どが海 外 に

依存 し,そ れ らか ら製 造 され る製 品 も国際 商 品 と して の性格 を有 してい る,と い

う点 のみ か ら考 え て も,化 学工 業 は世 界的 な拡 が りの 中 に位 置 してい る こ とが

理解 され る。

しか し,現 在,我 々 の 目前 に展 開 して い るの は,こ の よ うな単 な る静 態 的 な

局 面 と して だ け で は ない。 化 学 工業 の全 世 界 的 な構造 変 革 が 現 に起 って い る。

潮 流 が 大 き く変 化 してい るの で あ る。 これ らは,次 の側 面 に現 出 してい る。

① 発 展途 上 国 に おけ る,化 学 肥料,石 油 化学 を中心 とす る 自給 化∴ 中 央計

画経 済 国 家 地域 の世 界 市場 へ の参 入

② 石 油化 学 原 料 の 多様 化 へ の対 応 を 中心 とす る,オ イル メ ジ ャー の化 学 部

門へ の 進 出

③ 世 界 市場 の 開放 に合 わせ た東 西 交 流 と,そ こか ら必 然 的 に 出て くる市場

規 模 の拡 大,グ ロー バ ル化

④ 環 境 安 全 問 題 と もか らん で化 学 よ リエ ン ジニ ア リン グ重 視 へ の傾 斜

⑤ オ イル ダ ラー あ るい は特 定 国へ の ドル の偏 在 に伴 う自由投 資 の圧 迫

⑥ 特 に西 欧 に おけ る混合 経 済 的寡 占体 制 へ の移行 とそ の結 果 と しての 国際

競 争 力 の強 化

結 論 的 に言 うな らば,こ の 世 界 の潮 流 の変 化 へ の対 応 な くして,日 本 の化 学

工業 の発 展 は望 み得 な い。

化 学 工業 に お け る も う1つ の 際立 った特 徴 は,生 産 され る化 学物 質 は数 万 に

及 ぶ,と い うこ とで あ り,国 民生 活 の ニー ズ に応 え るた め には,こ れ らの的 確

な管 理 ・掌 握 が 是 非 と も必 要 で ある。

「全 世 界 的 な潮 流 の変 化 」と 「化 学物 質 の管 理 の必 要性 」は,従 来 とは異 な

った情 報 ニ ーズ を発 生 せ しめ てお り,官 民 の情 報 処 理 体 制 は これ にい か に対 応

してい くか が,緊 急 な課 題 で あ ろ うと考 え られ る。
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新 た な情 報 ニ ー ズ に対 応 して い くため に 克服 すべ き問題 あ るい は新 展開 へ の

方 途等 に つ い て検 討 しよ う。

8.1情 報 ニ ーズ の 変 化 と機 能 の強 化

(1)化 学 品分 類 の再検 討

化 学工 業 に関 す る調 査 ・分析 等 の作 業 は,"分 類 に始 ま っ て,分 類 に終

る"と 言 って も過 言 で は ない。 す で に再 三 言 及 した よ うに,「 化学 的処 理

をお もな製 造 過 程 とす る 」もの が化 学 工 業 と規 定 され,そ の製 品 は数 万 に

及 び,複 雑 多岐 に亘 ってい る。 しか も,化 学 品 の 内部 の分 類 は,主 と して

原 料 ソ ース ある いは製 造 プ ロセス か らな され て い る とい う点 が問 題 なの で

あ る。 現在 求 め られ て い る化 学 品 の分 類 は,む しろ需 要 分野 あ る いは 市場

へ の接 近 の側 面 か らなされ る もの で ある。

分 類 の組 替 え は,デ ー タ利 用者 が各 自行 えば よい とい う考 え もあ り得 る

が,そ の場 合 当該 デ ー タの価 値 は著 し く減 じ よ う。 従 って,新 しい情報 ニ

ー ズ に即 した化 学 品 分類め 再 検 討 を官 民 協 力して行 われ るこ とが期 待 される。

② 企 業 に おけ る情 報 活動 の再 編成

企 業 経 営 にお け る コン ピュー タ化 が か な り進 ん で い る こ とは 間 違 い ない

と ころ で あ る。 しか し,適 用業 務 の 範 囲 は,事 務 処理 か あ るい は 部 門管 理

業 務 に と どま って い るの が大 方 で あ る と思 わ れ る。

表8-1に,昭 和54年2月 に実 施 した 「経 営 情報 に 関す る ア ンケ ー ト

調 査 」 の結 果 を掲 げ たが,そ れ に よれ ば,長 期 経 営計 画 の 策 定 に コ ン ビ'ユ

ー タを利 用 して い る企業 は ,13社 中5社(38%)に と どま って い る。

経 営 の意 思決 定 に コン ピュー タ を利 用 す る こ とが,新 た な情 報 ニー ズへ

の対 応 策 のす べ て で ない に して も,重 要 な部分 を 占め る で あ ろ う と考 え ら

れ る。 複 雑 な,そ して不 透 明 な激 動 の時 代 に こそ,む しろ予 測 とか計 画 の

必 要 性 が 増 す か らで あ る。 さ らに,情 報 ネ ッ トワー ク が形 成 され た 時,企

業 側 の コン ピュー タ化 が 高度 な もの に な って い ない な らば,ネ ッ トワー ク
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そ の ものの価 値 も半減 せ ざ るを え な い。

そ の点 につ い て,企 業 の 自主 努 力 は もち ろん 国 の有 効適 切 な情 報政 策 が

要請 され る所以 で あ る。

(3)化 学 物 質 情 報 流通 シ ステ ム の確 立

数 万 に及 ぶ 化 学物 質 の構 造 式,物 性値 等 を正 確 か つ迅 速 に把握 し,各 種

プ ラ ン トの 開発 や新 規 需 要分 野 の 開拓,複 合 材料 の開発 あ るい は,安 全性

の確 保 に貢 献 せ しめ よ うとす る こ とは,化 学 工業 界 にお け る根 強 い,そ し

て特 徴 あ る情 報 ニ ーズ の1つ で あ る。

本 問題 につ い て は,最 近,一 部 の 化学 企 業 に おい て,「 物性 値文献検索 シ

ス テ ム 」や 「有 機化 合 物 の 自動 構 造 解 析 シス テ ム 」が 開発 され た。 前 者 は

物 性 値(実 測 値,式,図)が 記 載 され て い る文 献 の所 在(文 献 名,巻,ペ

ー ジ)を コ ン ピュー タで簡 単 に検 索 で き る とい うもの で,後 者 は,コ ン ピ

ュー タを よ り高度 に活用 して,構 造 未知 の化 合 物 を解 析,構 造 式 を打 ち 出

す もの で ある。いず れ も,「 物 性 デ ー タバ ンク 」と して注 目され る もの で あ る。

将 来 の 問題 と して考 え た場 合,上 の よ うな シス テ ム を前 進 させ,学 術 情

報 や物 性値 は もち ろん の こ と,需 給 量,需 要 分野,メ ー カー等 も盛 り込 ん

だ トー タル シス テ ムが,汎 用 性 を持 って確 立 され る こ とが望 ま れ よ う。 一

般 の経 営 情 報 と物 質 情報 とが と もに企 業 に有 効 活 用 され て こそ,化 学 工 業

の発 展 が可 能 に な る と考 え られ る の で あ る。

(4)国 内 関係 団体 との連 け い

化 学 製 品 が複 雑 多 岐 に亘 って お り,そ れ に従 い,多 数 の業 種 別 団 体 が存

在 す る こ とは,先 に指摘 した とお りで あ る。 さ らに,関 連業 界 も広 範 囲 に

亘 って い る。

これ らの団 体 間 に お いて,情 報 ネ ッ トワー クを形 成 す る こ とが 必 要 とな

るが,そ れ に は先 ず,情 報 が 円 滑 に流 通 す る よ う統 計 の一 貫 性 の検 討,重

複 の排 除 等 を行 わ なけ れば な らない。 これ は一 見 実現 困 難 の よ うに も考 え

られ るが,化 学 工 業 全般 を見 通 す場 合 に は,必 ず しもす べ て の化 学 製 品,
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関連 製 品 に つ い て検 討 しなけ れ ば な らない訳 で は ない。 キ イ ・ケ ミカル ズ

につ い て の み検 討 して も,か な りの有 意義 な結 果 が得 られ る と判 断 され ,

そ の情 報 シス テ ム化 は 比較 的 容 易 で あ ろ うと思 われ る。

(5)日 本 化 学 工 業 協 会 の機 能 強 化

国 内企 業 ・団 体 との連 け い,海 外 団体 ・企 業 との情 報 交 換 を行 う場 合 ,

総合 団体 た る 日本 化 学工 業 協 会 にお け る情 報 収集 面,情 報 処 理 面 の機 能 充

実 が求 め られ る。 特 に,海 外情 報 の体 系 的 収 集 ・処理 に 力点 を置 き,少 な

くと も業 界共 通 の情 報 につ い て は 一元 的 に収集 し,処 理 を行 い,円 滑 に流

通 せ しめ る とい う,効 率 的 な流通 体 系 の形成 が要 請 され る。

さ らに,日 本 化 学 工業 協 会 が,業 界 企業 の求 めに応 じ,迅 速 に業 界 需要

予 測値 等 を提 供 し うる よ うな計 量 分 析 面 の体 制 を整 備 す る こ とが望 ま しい。

これ は,コ ン ピ ュー タ利 用 の情 報機 能 の充 実 策 と して 最 も緊急 な課 題 で あ

る と考 え られ る。実 際,そ の方 向へ 前 進すべ く検 討 を行っているのが 現 状である。

8.2情 報拠 点 の育 成 ・強化

情 報 ネ ッ トワー クの 形 成 に当 た っ ては,各 産 業 界 におい て情 報 拠 点 とな り う

る機 関 が存 在 してい る こ とが必 要 で あ ろ う。 化 学 工業 界 で い ず れ の機 関 がそ の

役割 を果 た すべ きか,現 時点 で即 断 す る ことは困 難 で あ る。

しか しいず れ に して も,上 記 の 問題 点 す な わ ち,① 化 学 品分 類 の再 検 討,

② 企 業 の情 報 活動 の再 編 成,③ 化 学 物 質 情 報 流通 システ ム の確 立,④ 国 内 関係

団体 との連 け い,⑤ 日本 化学 工 業 協 会 の機 能 強化 が 当 る程 度 解 決 ない し達成 さ

れ て い る こ とが望 ま しい。 これ らの基 盤 が整 備 され るな らば,情 報 拠 点 自体 の

育成 は,比 較 的容 易 で あ ろ う。 換 言 す る な らば,上 記 の基 盤整 備 そ の もの が,

情 報 拠 点 の育成,強 化 と なる で あ ろ う。

この た め,化 学工 業 界 自 らが不 断 の努 力 を重 ね てい か なけ れ ば な らない こ と

は論 をま た な いが,国 に お い て も有 効適 切 な施 策 の 展開 が 強 く要請 さ れ る と こ

ろで あ る。
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9.化 学工 業 の 情 報 ニ ーズ とそ の背 景(参 考)

化 学 工 業 にお け る情 報 ニ ーズ の背 景 に あ る問題 点 につ い て は,本 論 に お いて

若干 言 及 して きた が,参 考 ま で に諸 問題 の裏付 け とな るデ ー タを 中心 に整 理 し

てお くこ と とす る。

9.1わ が 国 化学 企業 の世 界 にお け る位 置

80年 代 は,真 の意 味 で の 国際 化 の 時代 で あ ろ うと言 われ てい る。 化 学 工業

につ い て も,例 外 で は ない 。 日本 の化 学 企業 は,従 来 か ら国 際化 を 目指 して着

々 と布 石 を打 っ て きた。 しか し,企 業 力 にお い て,欧 米企 業 に比 し,か な り劣

勢 に置 かれ てい る ことは否 め ない。

下 表 は,世 界 化 学企 業 の 売上 高 ラン キ ング と,日 本 化 学 企 業 上位2社 と米独

の上 位2社 との 比較 等 を示 した もので あ るが,わ が 国 の企 業 が いか に規 模,利

益 等 に おい て 劣 って い るか 知 る こ とが で き よ う。 これ は と りもな お さず,情 報

力 の格 差 で もあ り,真 の国 際 化 へ 向 うと き,障 害 の1つ とな るで あろ う。
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表8-1経 営 情 報 に 関 す る ア ンケー ト調 査 結 果 表(54年2月 実 施)

企 業

項 目

A

社

B

社

C

社

D

社

E

社

F

社

G

社

H

社

1

社

J

社

K

社

L

社

M

社

合 計

(13社)

長

期

経

営

計

画

の

策

定

(1)策 定 の有無
あり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13社(100)

な し 0(0)

(2)計 画 の内容(対 象)

環境予測 ○ 1(77)

目標,方 針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7(53.8)

対外戦略(多 角化等) ○ 1(77)

構造計画(設 備,生 産等) ○ ○ ○ ○ ○ 5(38.5)

業務活動(販 売等) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6(46.2)

利益計画 ○ ○ ○ ○ ○ 5(385)

その他 ○ 1(77)

(3)策 定 における コン

ピュータ利用 の有無

自営 コ ン ピ ュー タ利 用 ○ ○ ○ ○ 4(30.8)

外部計算 ス ンター等委託 ○ 1(77)

利用 していない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8(61.5)

あ り ○ ○ ○ 3(60.0)
(4)(コ ンピュータを利 用

して い る場 合)コ ン ピ

ュー タ ・シ ミュ レー シ

・ン ・モ デ ル 導 入 の

有 無

な し ○ ○ 2(40.0)

デ

ー

タ

ベ

ー

ス

の

利

用

(1)外 部情報収集

担当部門

専門の情報部門 ○ 1(77)

ゼ ネ ラ ル ・ス タ ッフ 部 門 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6(46.2)

企画調査部門 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6(46.2)

その他 ○ ○ 2(15.4)

② データベース利用

の有無

あ り ○ ○ ○ ○ 4(30.8)

な し ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9(69.2)

③(デ ータベースを

利用 している場合)

端 末機 の保有台数

2台 以上～5台 未満 ○ 1(25.0)

1台 ○ 1(25.0)

な し ○ ○ 2(50.0)
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企 業 A B C D E F G H 1 J K L M 合 計

項 目 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 (13社)

(4)(デ ー タベ ー ス を 情報収集の迅速化 ○ ○ 2(66.6)

利用 している場合) 〃 網羅性の保証 ○ ○ 2(66.6)

〃 精度の向上 0(0)
デ ー タベ ー ス 利 用 の

効用 〃 要 員の省 力 ○ ○ 2(66.6)

デ 〃 費用の削減 0(0)

| その他
0(0)

タ
⑤(デ ー タ ベ ー ス を 不必要 ○ ○ 2(22・2)

べ 利用してない場合) 欲 する ものな し ○ ○ 2(22.2)

1 デ ー タ ベ ー ス を 利 用 費用が高い ○ 1(11ユ)

ス しない理由 要員不足
0(0)

の 使いに くい ○ ○ 2(22.2)

関心がない
0(0)

利

用
その他 ○ ○ ○ 3(33.3)

(6)(現 在 は未利用 だ ① 新SNA② 産業連関表(と くに化学工業最小分類別)
が)3年 以内に利用 ③ 地域メ・シュ統計 ④ 主要化学品の国際需給動向
の計画がある,な い

⑤ORの ためのデータとプログラミングの研究
しは欲するデー タベ
一 ス 名

(7)デ ー タベー ス と して ① 工業統計調査(品 目編)(9社)② 鉱工業生産指数(8社)
存在すれば,利 用 した
いデータ名(列 挙項 目

か ら選択)

(注)5社 以 上か ら回答

③ 産業連関表(7社)④ 工業統計調査(産 業編)(7社)

⑤ 新SNA(6社)⑥ 石油製品需給動態調査(6社)

⑦ 貿易統計(5社)⑧ 公共工事着工統計(5社)
のあった もの ⑨ 民間土木工事着工統計(5社)

(8)頻 繁 に利用する政
。化学 工業統計月報(13社)。 化学工業統計年報(12社)。 プラスチ ック製品統計 月報(10社)

府刊行物 。プ ラスチ ック統計年報(10社)。 国民経済計算年報(7社)。 工業 統計表(7社)

(注)5社 以 上か ら回答 。通産統計(6社)。 経済統計月報 。家計調査報告(5社)。 薬事工業生産動態統計月報(5社)

のあった もの 。機械統計月報(5社)。 経済統計年報(5社)

注:合 計欄の()内 は,当 該設問に関する全回答会社数に対する割合



表9-1 世 界 化学 会 社 の1977年 売上 げ ラ ンキ ング 層

ランキ

ン

77年76年

グ 会 社 名 国籍
売上高 売上げ

(…万・)幣
利 益

(100万$)

利 益
伸び率
(%)

売上げ
利益率
(%)

'1
1 ヘ キ ス ト 西独 10,000.0-1.0 466.0 一21

.0 4.7

2 3 デ ュ ポ ン 米 9,434.8十11.3 979.7 十11.9 10.4

3 4 バ イ エ ル 西独 9,260.0十10.3 471.0 一15 .5 5.1

4 2 BASF 西独 9,075.0十 〇.7 472.5 一25
.0 5.2

5 5 ICI 英 8,250.0十11.3 855.0
一10

.5 10.3

6 6 ユ ニ オ ン ・ カ ー バ イ ド 米 7036.1十11.0 594.5 '-18 .2 8.4

7 7 モ ン テ ジ ソ ン 伊 6,254.0十13.6 一1970

8 8 ダ ウ ・ケ ミ カ ル 米 6,234.3十10.0 9333 一11 .0 14.9

9 9
◆

ロ ー ヌ ・ フ ー ラ ン 仏 4,791.0十8.7 45.4 赤 字 0.9

10 10 モ ン サ ン ト 米 4,594.5十75 523.7 一15 .2 ユ1.4

11 17 DSM 蘭 4,406.7十11.7 22.3 一73
.8 12.5

12 13 ロイヤ ル ・ダ ッチ/シ ェル 英 4,262.0十9.2 219.5 一58 .5 5.2

13 11 アクゾ 蘭 4,225.0-2.8 一 223-110.0 0.1`

14 12 フ ェ バ ・ヘ ミ ー 西独 4,21α0-3.5 4170 一11 .1

15 15 エ ク ソ ン 米 4,188.0十12.0 222.0 一152 5.3

16 14 チ バ ・ガ イ ギ ー ス イ ス 4,123.0十10.5 174.0 十30.8 4.2

17 16 WRグ レー ス 米 3,976:2十10.0 261.6 十3.0 6.6

18 18 ア ラ イ ド ・ケ ミ カ ル 米 2,922.7十11.0 242.2 十270 8.3

19 49 ヘ ン ケ ル 西独 2,584.0十14.3 78.8 一16 .2 3.1

20 20 ソ ル ベ イ ベルギー 2,580.0十6.0 171.3 十8.0 6.6

21 19 ワ ー ナ ー ・ ラ ン パ ー ト 米 2,542.7十8.0 34L4 十15.4 13.7

22 21 PPGイ ン ダ ス ト リー ズ 米 2,505.8十11.0 200.8 一27
.5 8.0

23 23 サ イ ア ナ ミ ッ ド 米 2,410.0十15.0 216.4 十5.3 10.3

24 22 セ ラ ニ ー ズ 米 2,320.0十9.3 142.0 十9.3 6.1

25 24 ラ ・ ロ ッ シ ュ ス イ ス 2,275.0十73・ 140.0 一29
.4 6.1

26 一 コ ー トウ ルズ 英 2,200.0十3.6 102.5 一28 .8 4.7

27 25 ブ リス トル ・マ イ ヤ ー ズ 米 2,191.4十10.3 3222 十13.9 14.7

28 26 三菱化成 日 2,059.0-8.3 24.3 一11 .7 1.2

29 27 フ ァ イ ザ ー 米 2,031.9十76 259.6 十10.0 12.8

30 31 サ ン ド ス イ ス 1,980.0十16.2 121.9 十21.5 6.2

31 30 メ ル ク 米 1,724.4十10.5 453.4 十8.9 26.3

32 28 住友化学 日 1,704.0-18.2 L5 14.4 0.8

33 32 ハ ー キ ュ リ ー ズ 米 1,6978十6.4 106.1
一475 6.2

●

34 33 旭 化 成 日 1,690.0-4.6 224 一3L7 1.3

35 35 ス タ ン ダ ー ド ・オ イ ル 米 1,6278十9.0 56.9 十72 3.5

(イ ン デ ィア ナ)

36 34 オ ク シ デ ン タ ル 米 1,622.0十5.5 149.9 十9.7 9.2

37 29 デグ ッサ 西独 1,616.0十3.5 82.6 十36.3 5.1

38 91 東 レ 日 1,536.0-2.0 _11 .9

39 41 ビー チ ャ ム 英 1,534.0十20.0 252.8 十12.5 16.5

16.6

25.4

8.1

十12.5

十7.4

十11.5

-4 .7

253.

386.

119.

5

0

5

十20.0

十12.8

十11.5

十6.9

1,530.4

1,518,0

1,472.0

一 チ ャ ム

イア モ ン ド ・シ ャ ム ロ ッ ク

ー ラ イ ・ リ リ イ

ー リ ン

 

38

39

37

40

41

42
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名社会
年

キ
グ
6

㌘

輌77
売上 高国籍

(100万$) 稼 響(利 益100万$)幣霧 琴

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

5651ス トウ フ ァー

5757ガ ル フ ・ オ イ ル

5860モ ー ビ ル

59103宇 部 興 産

053BOC

6150ス タ ー リ ン グ ・ ド ラ ッグ

6255ヒ ュル ス

6370BP

6473ノ ル ス ク ・ ヒ ドロ

6559ア ッ フ シ ョ ン

6656ロ ー ム ・ア ン ド ・バ ー ス

6779AEス テ イ リ ィ

68一 ア メ リカ ン ・ホ ー ム ・

プ ロ ダ ク ツ

6969オ ー エ ン ス ・コ ー ニ ン グ

70一 富 士 写 真 フ イル ム

7165

7275三 菱?由 イヒ

7367ソ シ エ テ ・イ タ リァ ナ ・

レ シ 不

7482FMC

7566CdFシ ミー

7668ク ー ル マ ン

7780エ ア ・プ ロ ダ ク ツ

7861ガ フ

7972シ ャー リ ン グ ー ブ ラ ウ

80一 資 生 堂

8164ア ニ ッ チ

8276エ ア コ

8385大 日本 イ ン キ

43昭 和 電 工 日

45ユ ニ オ ン ・イ ク ス ブ ル ー スペイン

シ ブ ス ・ リ オ ・テ ン ト

46ス ク イ ブ 米

44イ ー ス トマ ン ・コ ダ ッ ク 米

47帝 人 日

48エ チ ル 米

421MC米

58三 井 東 圧 化 学 日

36フ ィ リ ッ プ ス 米

62武 田 薬 品 日

54ア ボ ッ ト ・ラボ ラ トリーズ 米

63ウ イ リア ム ズ 米

78ア トラ ン チ ック ・ リ ッチ 米

フ ィー ル ド

米

米

米

日

英

米

西独

英

ノルウェー

米

米

米

米

米

日

シャーウイン・ウイリアムズ 米 ・

日

伊

米

仏

仏

米

米

米

日

伊

米

日

0

0

3

0

2

q
ソ

」4

3

1

1

0

0

0

1

2

0

0

0

9

6

0

㌃

£

旬
三

豊

㌶

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

7

0

2

0

0

3

9

6

3

0

α

3

&

7

3

4

α

&

4

3

6

6

3

1

0

9

8

8

7

7

6

3

2

1

1

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

&

α

0

0

0

4

4

0

8

1

0

0

0

9

1

1

1

1

2

0

2

2

7

8

0

9

&

工

7

2

0

0

98

97

97

坐

94

94

94

44

0

α

4

ウ
●

1

9

0
∨

1

5

5

2

0

皿

10

10

+

+

十

十

9

5

3

5

3

8

6

1

皿

L

n

3

吐

14

23

U

十

十

十

十

十

十

十

十

8

0

6

0

3

0

n◎

L

5

8

1

0

8

1

1

1

1

十

十

十

十

十

十

十

8

7

9

3

&

0

0

2

1

1

44

十

十

十

十

3

7

⊂
∨

3

十

2

2

0

7

5

5

0

α

5

7

5

0

7

0

1

1

1

1

十

十

十

十

十

十

十

4

2

9

7
い

十

十

一10
.1-

3.4-

164,0十5.2

223.9-

-15 .0-

144.3十11.4

164.1-27.3

-47 .2-

68.0-8,2

74.9-}-18、8

183.4十32.8

99,1十17.5

77LO-11.5

116.〇 十2.6

75,0-58.8

131.0-

17、6-

145.5十11,7

163.4十10.6

38.9-

46.9-48.9

147.6十15.0

71,9-2.0

20.4-68.5

67.4-32.0

5,6-29.8

145,8-{-9.0

-16 .9-

19,1-36,1

124.3一 ト4.6

49.3十1.0

241.6十3.1

82.4十4.0

96.4十 〇.1

26.0十 ユ0.8

パ

B
竺

㌶

三

㍑

灘

1

1

1

1

1

4

2

9

5

2

8

一

3

8

0

4

8

一

9

6

0

L

2

鋭

3

4

3

6

1

1

1

1

1

一

4

一

6

7

一

9

1

3

7

8

4

L

3

5

5

&

1

1

2

5

0
】

0

2

1
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名社会
年

キ

グ

76

ン

グ

年

ラ

ン

77

国籍(売 上高100万$)霧(鵠 耀 霧

84一 テ キ サ コ

8577ボ ー デ ン

8688グ ラ ク ソ

87102リ ュー トグ ルス ウエル ケ

8881ス リー エ ム

8994パ ク ス ター ・ トラベ ノール

9052EMC

9187リ チ ャー ドソ ン ・メ レル

9284ペ ン ウ ォ ル ト

93100ジ ョン ソン&ジ ョン ソン

9489ア ク ゾ ナ

9590ア シ ュ ラ ン ド

9697積 水 化 学

9795ス ミス ク ラ イ ン

9892BFグ ッ ド リ ッチ

9986GDサ ー ル

100107AECI

〔注 〕

米
米
菓

醐
米

米
仏

米
米

米
米

米

・
米
米

米

W

893.6

876.2

864.0

860.1

851.0

844.4

841.8

836.0

834.9

810.6

808.8

799,4

787・Q

780.4

754.4

749.6

747.0

十12.2

十5.1

十16.6

-6 .8

十4.4

十23.9

-11 .8

十12.1

十7.4

十34.6

十11.O

十10.6

十8.8

十15.8

十8.5

十13.5

十36.6

アニ ッチ社 の数字は全て記載 されてい ない。

86.9-

118.2十9.3

154.0十15.6

197.0十17.9

108.1十12.8

-35 .0-

109.4一 ト16.8

79.2十14,2

171.3十4,8

8.3-"

20.9十34.2

7.5十79.4

134.3一 ト25.4

38.5-23.4

81.3-7.4

81.7ー ト18.4

8

5

8

一

8

8

一

1

5

1

3

6

9

2

1

8

9

9

3

7

3

2

■

9

r

O

2

α

7

5

0

α

1

1

2

1

1

2

1

1

1

1

(資 料)CA

(出 所)化 学工業 日報社 「177米 国 化学企業 レポー ト」

表9-2日 米 独 化 学 企業 の比 較(1977年,上 位2社)

企 業 名
従 業 員 数

(人)

売 上 高

(百 万 ドル)

利 益

(百 万 ドル)

売上利益率

(%)
備 考

日
三 菱 化 成 8,773 2,059 24 1.2

住 友 化 学 1,1,179 1,704 2 0.8

本
2社 平 均 9,976 1,882 13 1.0

(比 率) ('1) (1) (1) (1)

ア
デ ュ ポ ン 131,317 9,435 980 10.4

メ (比 率) (13) (5) (75) (10)

リ

カ

ユ ニ オ ン ・ カ ー

バ イ ド
113,669 7,036 595 8.4

(比 率) (11) (4) (46) (8)

ヘ キ ス ト 182,980 10,000 466 4.7 従業員数は

西

ド
(比 率) (18) (5) (36) (5) 2社 と も

イ'
バ イ エ ル 64,336 9,260 471 5.1 1976年

ソ
(比 率) (6)・ (5) (36) (5)

一95一



(資 料)「'77米 国 化学企業 レポー ト」に より作成

(注)比 率は 日本の2社 平均 を1と するもの

表9-3主 要 化 学 製 品 設 備 規 模 の 国 際 比 較(1977年)

か 性 ソ ー ダ,塩 化 ビ ニ ー ル

日 本 米 国 西 独 日 本 米 国 西 独

総 能 力
(千 トン/年)

企 業 数 從

平 均 能 力
(千 トン/年)
最 大 能 力
(千 トン/年)

4,513

35

129

417

11,840

30

395

3350

2,950

※10

295

840

総 能 力
(千 トン/年)

企 業 数 θ

平 均 能 力
(千 トン/年)
最 大 能 力
(千 トン/年)

1,919

17

106

224

3,024

22

138

476

702

8

70

270

分

布

(千 トソ/年)

500以 上

400～500

300～400

200へ300

100～200

0～100

幽
一
1

1

1

6

10

17

㈱
.7

-

4

2

6

11

㈱
2

-

2

1

3

2

分

布

(千 トン/年)

300以 上

250～300

200～250

150～200

100～150

50～100

0～50

旦
一

2

2

5

4

4

㈱
1

1

4

1

7

5

3

旦
1

-

1

2

2

2

※ 西独企業総計12ネ 十の うち2ネ十分詳細不 明

につ き10社 を対象とする。

高圧法 ポ リエチレン ポ リ プ ロ ピ レ ン

日 本 米 国 西 独 日 本 米 国 西 独

総 能 力
(千 トン/年)

企 業 数 ㈱

平 均 能 力
(千 トン/年)
最 大 能 力
(千 トン/年)

1,503

10

150

241

3,510

13

270

650

998

4

260

740

総 能 力
(千トン/年)

企 業 数 ㈱

平 均 能 力
(千トン/年)
最 大 能 力
(千 トン/年)

1,104

10

110

190

1,538

9

170

500

329

3

110

225

分
、

布

(千 トン/年)

500以 上

400～500

300～400

200～300

100～200

0～100

ゆ

ニ
ー

2

7

1

㈱

1

1

3

2

5

1

㈱
1

=

;
1

分

布

(千 トン/年)

300以 上

250～300

200～250

150～200

100～150

0～100

脚

=
-

3

2

5

㊨
1

こ
1

2

4

㈱

=
1

=
2

(資料)日 化協化学工業長中期展望研究会報告書 「危機への挑戦」
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,

9.2.化 学 品需 要構 造 の 変動

化 学 工 業 ない し化 学 企 業 の 発 展 の た め に は,国 民 の ニー ズ とそ の変 化 を的 確

かつ迅 速 に把 握 こ とが肝 要 で あ る。 ニ ー ズの 変化 は,そ の テ ン ポ に緩 急 の 差 は

あれ,常 に進 行 して い る。

日化 協 化 学 工業 長 中期 展 望研 究 会 で は,昭 和52年 に,ア ン ケ ー ト調査 を実

施 し,下 表 の よ うに化 学 製 品 の需 要 構 造 の質 的 変化 事例 を蒐 集 して整 理 した。

なts,1985年 度 の国 民 生活 ニ ー ズ別 ・業 種 別 生産 額構 成 比 も併 せ て掲 げ る。

表9-4製 品分野別需要構造の質的変化事例
`

製 品 分 野 製 品 名 需 要 面 に表 わ れ た変 化

化 学 肥 料

高 度 化 成 肥 料

熔 燐

。農業の省力化,輸 送費の削減の双方をみたすものと

して需要増大

。土作 り運 動の高揚に伴い需要増

石 炭 窒 素 。土壌改良面と農薬的価値が見直されて漸増

アンモニア 誘 導 品 ア ン モ ニ ア
。公害規制強化で脱硫 ・脱硝向け工業用 アンモニアが

増大,肥 料用は低迷

カ ル シ ウ ム カル シ ウ ム 。低 コ ス ト,省 エ ネ ル ギ ー 化 の た め,脱 硫 用 は ア ン モ

カ ー バ イ ド カー バ イ ド ニアへ熔断用は エチレン系ガスへ移行

ソ ー ダ 炭 。排水処理(中 和)用 に増加
。嗜好の変化で新銘柄用ガラス瓶向け需要の変動が大

ソー ダ 工 業 薬 品
か 性 ソ ー ダ

きい
o合 成醤油が無 くなり天然醸造醤油へ,化 学調味料の

減退により,食 品向け需要減少
。人絹 ・ス フの減退に より化繊向け需要減少

高 圧 ガ ス 窒 素
。冷凍保存に代る窒素充填用として食品向けに増大,

運搬費の削減に貢献

珪 酸 カ ル シ ウ ム 。土作 り運動,銘 柄米奨励により著増

塩 化 チ オ ニ ー ル 。農業医薬塩素化剤として公害対策用に増大

回 収 硫 黄 。低価格ならびに安定供給が評価され微増

脱 硫 触 媒 。重油直接脱硫の工業化に伴い増加

無機 薬 品 脱 硝 触 ・媒 oア ンモニア脱硝法の採用に より増加

お よび触 媒 脱 臭 触 媒 。悪臭 の酸化脱臭用 としてニーズ逐 増

自 動 車 用 触 媒 。排 ガス対策 としてマフラー触媒の実用化 に伴い増大

活 性 炭 。排水基準の規制強化により,粒 状炭の需要が増大

無 水 ク ロ ム 酸 。鍍金業の排水規制および原価低減による循環使用に

よる減少
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製 品 分 野 製 品 名 需要 面 に表 わ れ た変 化

過 酸 化 水 素

ハイ ドロ

サルファイ ト

。無公害薬品 として塩素酸化剤代替用 に伸長

。無公害薬品 として ジンク ロサルファイ ト代替用 に

伸長

石油 系 芳香 族 ・

コール タール製 品

ト ル オ ー ル

キ シ ロ ー ル

特 殊 芳 香 族 溶 剤

。塗料溶剤の大気汚染により無公害塗料への置換傾

向が顕著
・塗料溶剤の大気汚染にょり無公害塗料への置換傾

向が顕著
。ユーザーがコス トダウンのため廉価品への代替が

すすみ減少

有 機 薬 品

有 機 溶 剤

酢 酸

メ タ ノ ー ル

ホ ル マ リ ン

塩 素 系 溶 剤

トリク ロル エ タ ン

ウ レ タ ン 原 料

高 分 子 凝 集 剤

合 成 乳 酸

ア ラ ニ ン

合 成 酸

サルチル酸誘 導 体

。大気汚染防止 の関連か ら固型分の多い塗料,イ ン

キ,接 着剤等 の開発が進みつつ あり需要減退

。グル タミン酸 ソーダの原料転換に より酢酸か ら廃

精密へ代替

。ポ リエステル製造技術のDMT→PTA転 換 によ

りDMT向 け需要減

。ユーザーの合理化の要求か ら高濃度化

。回収溶剤の活用,ク リーニング溶剤 の高率回収

。省 力化で機械洗浄専門の金 属洗海潮 として伸長

。保 温,保 冷用断熱用途向けに増大

。下水道関連需要 が増大

。加工食品の防腐剤 として増大

。加工食品の防腐剤 として増大

。新規用途(化 粧品)向 けに増大

。風邪薬 の非 ピリン化 による需要増大

プラスチ ックお よ

びプ ラスチ ック

加 工 品

高 圧 法

ポ リ エ チ レ ン

中 低 圧 法

ポ リエ チ レ ン

発 泡 ポ リエチ レン

ポ リ プ ロ ピ レ ン

塩 ビ 樹 脂

。包装費に対する原価意識のア ップか ら,フ ィルム

の極薄化,同 種用途へ のプラスチ ック相互間の競

争が激化 し,高 圧法ポ リエチ レンは,中 低法ポ リ

エチ レン,ポ リプ ロピレンへ代替

。包装機材の節約 か らダンボール箱の代替 として大

型 シュリンク包装用 フィルムの伸長

。極 薄 ・強化 フ ィルムの伸長。高圧ポ リエチレンフ

ィル ム,紙 との競合分野 を食 う

。物流 コス ト圧縮のため包装用緩衝材分野で天然材

に代 って多用
、

。自動車 の内装材 としてABS樹 脂 にとって代 りつ

つある

。加工技術の改 良進歩 により既存素材の代替が可能

になる

。運搬費の削減,回 収不要か ら三層 ラミネー ト醤油

ピンが伸長,食 品安全の見地か ら塩 ビか らの材質

転換が進む

。省資源化に より,ス クラ ップの徹底利用が進む

(例 えばフ ィル ム,シ ー トのみの再利用等)
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1

製 品 分 野 製 品 名 需 要 面 に表 われ た変 化

。残留VCM問 題で食品分野向け用途の減退

。ユーザーの高級 ・本格派指向に より例えば 自動車

シー トでは高級布張 り,家 具では木等 の他材料 と

の競争が激化

(硬 質 パイプ) 。継手に よる接 合か らス リーブ結合へ(省 資源 ・省

ポ リ ス チ レ ン 力化)
。残 モノマー,総 揮発成分の減少,BHTフ リー化

(食 品衛生)
。節約 マイン ドと本物指向か ら雑貨 ・家庭用品はA

S,ア ク リル,ガ ラス へ 代 替

。工業用は コス トダウンと軽量化か らHIリ ッチ化

1 により薄肉化

発 泡 ポ リスチ レ ン 。鮮度維持のため鮮魚用無籍の伸長

。農業の機械化で良質のわらが減少 し,畳 の床向け

に需要増大
。省エネルギー対策 として断熱材の普及が進み増大

ABS樹 脂 。ユ ー ザ ー のVA的 見 地 よ り薄 肉 化,低 コス トプ ラ

スチ ックへの移行が進む(ABS→ ポ リエチレン,

ポ リ プ ・ ビ レ ン)

・自動車の軽量化(燃 費節約)に よる使用原単位の
プ ラ ス チ ッ ク 増大,薄 肉化および材質転換が進む
お よ び プラス ナ イ ロ ン 樹 脂 ・既存素材の値上 りにより特性が再認識され用途が

チ ック加工品 拡大
ウ レ タ ン 樹 脂 。溶剤排出基準規制の強化から低公害型塗料用樹脂

の需要が増大

。食生活におけ るインス タン ト等か ら調理食 品の需

要が増大。食品包装資材用接着剤が伸長
ポ リ エス テ ル ・生活の高度化,多 様化 に より性能の良さが認識 さ

フ イ ル ム
れ,用 途が拡大

塩化 ビニ リデン 。ラ ップの習慣化 により食品包装向けに増大
フイルム

不 飽 和
ポ リエステル

。成形加工時の低公害化,耐 久性重視,安 全意識の

向上等から低揮発化 ・低臭化,耐 食性向上,難 燃

化 グレー ドが伸長

。機械成形用材料の増加(省 力化)

(FRP魚 船) ・伝統的な船大工の量的制約の下で耐久性,軽 量化

メリットの あるFRP船 が木造船 に代 りつつある

(ブ ラスチ・ク浴槽) 。プ ラス チ ッ ク 製 品 の コ ス トア ッ プ お・よび ユ ー ザ ー

の高級品指向か らプラスチ ック(ポ リプロピレン,

FRP)浴 槽 に代 っ て ス テ ン レス バ ス,ホ ー ロー

バスが主流 を占める

(パ ネ ル タ ン ク) 。省力化,輸 送費削減で工場生産から現場施工体制

となり増大

(FRP受 水 槽) 。衛生面か らの法規制で コンク リー ト製 か らFRP

製 へ

メ ラ ミ ン 樹 脂 。需要の二極化の進展を反映 して高級品は天然材,

(メ ラ ミン化粧板) 低級品は ポ リエステル化粧板に分化
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製 品 分 野 製 品 名 需 要 面 に表 われ た変 化

エ ポ キ シ 樹 脂

フ ェ ノ ー ル 樹 脂

(銅 貼 積 層 板)

接 着 剤

ラ テ ッ ク ス

繊 維 糊 剤

プラスチック不織布

。昇圧化,小 型化の要請 による碍子 のエポキシ化

。電子機器 のIC化 に伴う使用原単位の減少

。溶剤系は水系へ転移

。建材 の多様化を反映 して建材用 ラテ ックスの増加

。繊維 の高級化で減少

。紙'プ ラスチ ックフィルム等の補強材 として伸長

合 成 ゴ ム

庖PTゴ ム

ク ロ ロ ブ チ ル ゴ ム

ポ リ ブ タ ジ ュ ン

ポ リ イ ソ ブ チ レ ン

。耐候性,耐 熱性等特性 の再認識 に よる需要拡大

。安全性 の向上,修 理の年間の減少か らチューブレ

スタイヤ用インナー ライナーへ浸透

。ラジアルタイヤへの指向増大に より,そ の性能向

上のために特性が評価されて増大

。安全性追求に基づ くプラスチ ックブレン ド用途向

けに増大

写 真 感 光 材 料 カ ラ ー フ ィ ル ム 024枚 撮 りの普及,高 感度化

油 脂 製 品 ・

界面 活性 剤

合 成 洗 剤

高 級 ア ル コ ー ル

石 鹸

。高濃度化(ア ルペ ン系か らアルコール系へ),ソ

フ ト化,低 燐化(ト リポ リ燐酸の混入低下)

。生 分解性の改良(排 水処理の容易さ)用 に増大

。生活様式の多様化に より浴用,化 粧用,ベ ビー用

等用途の細分化が進む

塗 料 無 公 害 塗 料

。塗料溶剤の大気汚染により無公害塗料への置換傾

向が顕著(高 固型分化,水 性エマルジ・ン化,無

溶剤塗料化)

農 薬 ・ 医 薬

農 薬

水 稲 殺 虫 剤

農 薬 原 料

。技術サー ビス ・技術指導の徹底の要求,省 力 ・無

公害 ・薬効持続等へ の要求 を反映 して,海 外企業
.

の販売部門への進出競争の激化
。防除効果の向上で高価格品の需要増大

。安全性,自 然の摂理を保存 した状態での薬剤の使

用から薬効のソフト化傾向

(資 料)日 化協化学工業長中期展望研究会報告書 「危機への挑戦」
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表9-5 1985年 度 の国 民 生 活 ニー ズ別 ・業 種別 生 産 額構 成 比

(単位:%)

ニーズ分野
食生活 衣生活 住生活

健康の
維 持
⌒
(教育)

余 暇 社会統合
維 持

計

化学工業のニーズ別生産
依存度

19.6 8.1 13.0 26.5 11.7 9.0 12.1 100

化 学 工 業 4.8 74 2.7 25.7 16.8 6.0 5.1 6.4

農 林 水 産 業 11.8 1.9 1.6 3.1 2.5 1.3 21 4.4

鉱 業 1.6 0.2 0.7 0.4 0.5 0.2 0.7 0.8

各 鉱 食 料 品 工 業
32.0 1.4 0.7 4.7 2.1 2.3 4.7 9.9

二 工 繊 維 工 業 2.9 31.9 1.2 1.5 1.5 1.2 2.2 3.9

1業

ズ 生 紙 ・ パ ル プ 2.5 2.0 1.7 74 73 2.5 3.4 2.9

毎 産 石油 ・石炭製品 '3 .3 2.6 4.0 3.5 3.4 3.7 3.7 3.6

に に
誘 対 窯 業 ・ 土 石 2.2 1.0 5.0 2.3 3.8 1.2 3.4 3.2

発 す 鉄 鋼 70 5.4 15.5 8.0 10.9 9.8 13.5 11.1

さ る

れ 業 非 鉄 金 属 1.7 1.0 3.2 1.7 2.3 2.2 2.5 2.3

た 種 金 属 製 品 3.0 2.4 8.8 3.9 5.9 2.3 5.3 5.3

生 別
産 構
一 般 機 械 8.0 6.5 12.4 8.4 9.1 9.8 15.9 10.7

須 成 電 気 機 械 5.3 42 23.1 6.8 12.4 6.3 13.9 12.6

の 比
輸 送 機 械 5.6 5.6 5.2 5.8 5.7 21.0 12.1 8.0

精 密 機 械 0.8 2.0 0.8 1.8 1.1 4.9 1.3 1.4

そ の他 製 造 業 75 24.5 13.4 15.0 14.7 25.3 10.2 13.5

鉱 工 業 計 100 100 100 100 100 100 100 100

(資料)通 産省 「産業構造の長期 ビジョン」(昭 和51年 度版)に より作成

(出所)日 化協化学工業長中期展望研究会報告書 「危機への挑戦 」

,

9.3原 料 問 題

化 学工 業 の 大 宗 を 占め る石 油化 学 工 業 の主 原料 た るナ フ サは,オ イ ル ・シ ョ

ソク後,価 格 面 で大 きな 問題 となっ た。 また,最 近 では イ ラ ン情 勢 の影 響等 か

ら量 的 な 面 で も問題 が生 じてい る。

化 学工 業 界 は,石 油 製 品価格 体 系 の是正 等 を求 め てい くと と もに,原 料 の 多

様 化 を促 進 す る必 要 が あ る。
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図9-1ナ フサ ・原油 価格 推移

表9-6化 学 工 業 の主 要 原材 料 消 費状 況 〔昭和52年 〕

消 費 量 年 央 価 格 消 費 金 額

炭

火

水

素

ナ フ サ 27,736千 μ 29千 円/泌 8.043億 円

重 油 12,709千 泌 24千 円/磁 3,050〃

天 然 ガ ス 1,074百 万沈3 26円 〆3 279〃

LPG 932千 トン 38千 円/ト ン 354〃

り ん 鉱 石 2,562千 トン 14千 円/ト ン 359〃

工 業 塩 6,050千 トン 6千 円/ト ン 363〃

硫 酸 原 料 2,235千 トン 10千 円/ト ン 224〃

牛 脂 204千 トン 125千 円/ト ン 255〃

塩 化 カ リ 843千 トン 20千 円レ/トン 169〃

(資 料)日 本興業銀行

表9-7化 学工業(化 学繊維 を含 む)電 力使用量

年 度 使用量(百 万kwh)
(内数)自 家発 自家 消費
分(百 万kwh)

使用量の対鉱工業計
比 率(%)

昭和50年 度

51

52

47,485

48,505

48,427

21,205

21.204'

20,868

21.5

20.5

20.3

(資料)電 気事業便覧ほか
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9・4中 進 国の 追 い上 げ,産 油 国等 の大 型 石 油 化学 工業 プ ロジ ェク ト

この2つ の 問 題 は,

る ことは 間違 い な い。 官 民 と も早 急 に対 応 策 を とる必 要 が あ ろ う。

ここでは,韓 国 と台湾 の石油化学工業 の事情 な らびに石油化学工業の海外4

大 プ ロジェ ク トの概 要 を掲 げ て お く。

一 般 事 情

大型石化計画へ

の端緒

石油化学産業へ

の政策的保護と

国家管理

表9-8韓 国 ・台湾 の石 油 化 学工 業 の概 要 と特 質

韓 国

食糧自給が不能一慢性的外貨不足

経済開発は,工 業開発,農 業開発が両軸

軍事費が国家予算の3割 以上一経済開発

の足枷

勤勉な国民性,低 労賃

貿易収支の慢性的赤字打破を 目標に重化

学工業化政策 を策定

1967年 第2次5カ 年計画 でス ター ト

1972年 蔚 山 コンプ レ・クス完成

本格的重化学工業 は1976年 か らの第4次

5カ 年計画で指向

石油化学育成法(1966年 制定)

優遇措置 に よる積極的な外 資導入,外 国

投資家の持分 につ き所得税,法 人税,財

産税,取 得税 の5年 間100%免 除,そ の

後3年 間50%免 除,等 の各種優遇措置

(建 設資金 の6割 が外資)

石 油事業法に よるナフサ価格管理

物価安定お よび公正取引に関する法律

オレフ'イン,芳 香族 に始ま り各誘導品か

らプ ラスチ ック,合 繊原料等 に至 るまで

の価格 をコン トロール公示価格

プラスチ ック レジンへの高率輸入関税

重 油60%,ガ ソ リン,ナ フサ,灯 油 の ウ エ

イ トが 小 さ く偏 っ た パ タ ー ン

1981年 の ナ フ サ 需 要 は現 在 の10%→

15%へ 。

一103一

化学 工業 プ ロジ ェク ト

対 して強烈 な イ ンパ ク トを与 え

とる必 要 が あ ろ う。

な らびに石油化学工業の海外4

工業の概要 と特 質

台 湾

食糧自給が可能一国際収支安定

臨戦体制一経済建設に全国民的支持

第2次 大戦の被害少なく,経 済建設基

盤高い

勤勉な国民性,低 労賃

1968年 高 雄i第1ナ フ サ ク ラ ッ カ ー 稼 動

重化学工業化への政策転換は,1969年

からの第5次4カ 年計画以降

中核は1973年 発 表の10大 建 設計画

労働組合の結成禁止一賃金水準,労 働

生産性 コン トロール,弾 力的 な雇用関

係

輸出奨励第一原料レジン価格に課せられる

高率の物品税を輸出向レジンの場合に

免除,還 付する等各種政策
コス ト競争力の弱い製 品一高率輸入関

税と輸入数量規制で保護

特色あるエネルギー政策(国 営企業管
理)

石油精製 ・石化基礎原料の生産は,中

国石油が,電 力は台湾電力が独占的に

担当一政策の貫徹可能

原油処理能力29百 万泌/年 で,第3期

ωの石化工業計画まで完全にカバーさ
れる

石油製品価格体系は日本 と比較すると



.
韓 国 台 湾

石油製品価格は,ナ フサ,重 油 を低価格 ナフサ,重 油は著 し く割安であり,軽 油

石油化学原料の にす るため,ガ ソ リン,溶 剤,LPG等 も安 い反面,ガ ソ リン,潤 滑油,溶 剤

ア ベ イ ラ ビ リテ を極端に高 くしてバ ランスさせ ている。 等の留分が極端に高い。

イ ナフサ需要が伸びれば,政 府の合弁相手 全油種平均で日本と同水準。

である石油 メジャー との間の利害調整が ガソ リンのコス ト転嫁 も自ら限界があ

難 し くなる可能性有 り。 るため,将 来,価 格体系の見直 しが必

ナフサの量的確保は当面問題な し。 要になる可能性大。

蔚 山 コ ン プ レ ック ス(1972年 完 成,エ 頭1分 コ ン プ レ ック ス(1973年 完 成)エ
`

チ レシ生産能力100千t,』50千t増 設中) チ レン年産能力(天 然 ガス 原

▼F 現状 フル核動なるも,供 給能力はエチ レ 料 の エ タ ン ク ラ ッ カー)55千t

石油化学工業の ン換算量 で国内需要 の約5割,プ ・ビレ 高 雄%1コ ン プ レ ッ ク ス

現状と計画 ン換算量 で約3割 をカバーす るのみ。 (1968年 完 成)55
'

麗水 コンプレックス(197奔 完 成予定, 高雄%2'〃

エチ レン年産能 力350千 の (1975〃)230

本計画完了後 もプ ロピレンは依然不足。 林 園 コ ン プ レ ッ ク ス

;塩 化 エチ レンは100千t以 上の余 剰見 (1977〃)230

込 。1' 570千t

林園の誘導品計画が内外の需給状況か

らみて一部 を除 き,当 分進展期待 でき

ず。 エチレン供給能力570千tに 対 し
`

消化能力は3go千t程 度で推移見込。
1'

「

1
～

1人 当 た リブラスチック消費量は,台 湾
'1977年 以 降の急テ ンポな推進に より輸

の半分以下の水準,潜 在需要が期待でき 出増大傾 向,特 に高圧法 ポ リエチ レン,

る 。 塩 ビ樹 脂,ス チ レ ンモ ノ マ ー,ア ク リ

塩 ビ樹脂 と高圧ポ リエチレンのブラスチ ロニ ト リル,エ チ レ ン グ リ コ ー ル,か

ック需要 のそれぞれ3割,ポ リブロビレ 性 ソー ダ

需 給 動 向 ンが25%,塩 ビ需要 は鈍化見込』 2次,3次 製品まで含めた輸出比率は高い。

麗水石化計画稼動後2～3年 は,内 需ネ プラスチ ックの場合,レ ジンと加工製

足のため,供 給力過剰,特 に初期の乖離 品で割 弱∴特に加工製品の ウエイ トが

幅大。' 高 い。塩 ビ二次加工製品の7割 が米国

輸出ウエイトは5大 汎用樹脂製品計で約 向け(輸 入規制の懸念)
1

2割 。

プラスチ ック加工 メーカーは大小併せて 塩 ビ樹脂関連の国際競争力大

約2,000社,従 業員1,000人 以 上の総合 台湾塑膠 グルー プが最強,他 に3グ ル

プ ラ ス チ ック 加 加 工 メ ー カ ー は,2次,3次 ま で の 一 貫
一プ ,い ずれ も素材,加 工一貫体制,

工産業
1

加工を行 ってお り,日 本の大手加工に匹 台湾塑膠は世界戦略を展開

敵する規模,但 し,設 備合理化は遅れ気

味 。

ナ フ サ,オ レ フ ィ ン は 公 示 価 格 を ベ ー ス コス ト競争力の強力な柱 は,石 油精製

コス ト競 争 力 に割安であるが,重 油,電 力,用 水など からナフサ分解部門を独 占する中国石

の エ ーテ ィ リテ ィコス トは 日本 と大 差 な し。 油がエネルギー政策 をパ ックに低廉な
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韓 国 台 湾

麗水プ ラン トの固定費負担 は重い。

労務費 ウエイ トの高い加工製品分野では

コス ト優位性大

素原料を供給する,と いう価格政策で
ある。

塩 ビおよび同加工製品の競争力大

そ の 他

L

か性 ソーダの大量余剰

ダウ ・コリアの新設 に より国内供給能力

は75→306千tへ4倍 増,1980年 時点

で170千t以 上 の余剰見込

米国資本のバ ックア ップ

化学資本の技術輸 出,資 本参加,金 融

資本の借款供与。

(資料)日 化協化学工業長中期展望研究会報告書「危機への挑戦 」

表9-9石 油化 学 の海 外4大 プ ロジ ェク ト
(規 模 単位:万 トン)

1

国 名 規 模 事 業 費 日本の資金協力 稼 動
日 本 側
参加企業

イ ラ ン エチ レン30 5.500億 円 総 額3,000億 円 1980 三井物産,三

高圧法 ポリエチレン10

中低圧法ポリエチレン6 (驚 億円)
円 借 款288〃

株 主金融500〃

井東圧,東 洋

書きi,三 井 石

ソーダ24
皐

投 資金融1,250〃 化,日 本合成

二塩 化エチレン17 延'払 い362〃 ゴ ム

塩 ビモ ノマー15 輸 銀600〃

♂. その他 直接借款
.

韓 国
ヲ

中低圧法 ポ リエチ レン7 1,182億 円 総 額"782億 円 1979 三井物産,三

ポ リ プ ロ ピ レ ン'8

エ チ レン グ リコー ル8 (資欝 億円)
株主金融182〃

延 払 い602〃

井 石化,三 井

東圧,日 石化

(エチレン35) (延 払 い298〃) 学

,.

シン ガポー ル エチレン30 1,822億 円 総 額1,358億 円 1981 住友化学,三

高圧法ポリエチレン12

中低圧法ポリエチレン5 ご 億∂
基金 出資30〃

株 式金融182〃

～82 菱油化,出 光

石化,三 井石

エチ レ ング リコー ル12.5 投資金融387〃 化,昭 和油化,

ポ リプロピレン10 延 払 い759〃 旭化成他

サ ウ ジ ア ラ エチレン30 石油化学部門 検 討 中 未定 三菱 グループ

ビア エチ レ ング リコー ル15 13.4億 ドル 予定

高圧法ポリエチレン7 その他

二塩化エチレン36 3.4億 ドル
.

ソーダ55

(資 料)「 化学経済 」(昭 和52年8月 増刊号)
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9.5環 境 安 全 問題

本 論 の随所 で触 れ て きた が,参 考 の た め,化 学 物 質 安 全性 問題 に関連 した過

去 の災 害 事例 な らび に環 境規 制 基 準 の国 際比 較 を示 す と次 の とお りで ある。

表9-10災 害 事 例 と 問 題 点

災 害 事 例 災 害 状 況 企業に対する責任根拠 検討すべき問題点の要素

四日市公害事例 複数企業の排出する

SO2等 による大気汚染

の結果,喘 息患者が多

数発生 した。

有害物質を排出,健 康

被害を発生せ しめた共

同不法行為

共同不法行為

熊本水俣病事件

阿賀野川事件
有機水銀排出による水

質汚濁(魚 介類汚染)

の結果,脳 神経患者発

生

危険防止義務不履行に
よる健康被害を発生せ

しめた過失責任

法的因果関係の充足性

高度注意義務

神通川事件 カ ドミウムを含む河川

水飲用等の結果,骨 変

病患者発生

カ ドミウムが原因であ

る。鉱業法に よる無過

失責任

法的因果関係の充足性

森永 ドライミルク事件 ヒ素混入 ミルク飲用に

ょる中毒患者発生

製造担当者は有罪

企業被害者は和解

欠陥商品賠償責任に基づ

く製造物責任

サ リドマイ ド事件

'

サ リドマイ ドに よる奇

型児 発生

企業一被害者間は和解 危険予見性に基づく製造

物責任

スモン病事件 キノホルムによる神経

障害者発生

(被 害者の一部は和解)

危険予見に基づく対策

を講 じなかった過失責

任(係 争中)

同 上

カネミ油症事件 PCB混 入食用油によ

る中毒患者発生
○製造管理上の過失責
任(有 罪)

OPCB販 売上の管理

責任(係 争中)

有害物管理上の製造物責

任

(資料)日 化協化学工業長中期展望研究会報告書「危機への挑戦」
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表9-11各 国 の 規 制 の 状 況(環 境 基 準)

ア メ リ カ カ ナ ダ

西 独連 邦*1
カ ル フ ォ

ル ニ ア 州 Max
Acceptable

Levels

Max

Desirable

工£velS第1基 準 第2i基 準

大

気

NO2

(ppm)

年 平 均 値

日 平 均 値

1時 間 値

一

〇〇4～006

一

0.05

(α13テ2

一

0.05 苦2

(0」3)

『

=
0.25

0.05

0.10

0.20

0.03

=

長 時 間

0.05

短 時 間

0,146

SO2

(ppm)

年 平 均 値

日 平 均 値

3時間平均値

1時 間 値

一

〇.04

-

0.1

0.03

0.14

二

=
0.5

一

一

〇.04

-

0.5

0.02

0.11

-

0.32

0.11

=
0.16

長 時 間

0.05

短 時 間

0.4

水

質
COD

(ppm)

A海 域2

B海 域3

C海 域8

な し な し な し

ee1第1基 準:人 の健康保護

第2基 準:公 衆の福祉保護(動 植物 ・財産等)
X2年 平均値の概略換算値

(出 所)日 化協化学工業長中期展望研究会報告書「危機への挑戦 」

9.6研 究 開 発 問題

研 究 開 発 の重 要 性 に つ い ては,本 論 に おい て再 三 言及 して きた。

下表 は,他 業界 との比較等 を通 じて化学工業 の研 究開発の現状 を示 す もので

あ る。
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表9-12 産 業 別 研 究 費(51年 度)

(単位:億 円,%)

研 究 費
(支 出額)

前 年 度構 成 費
増 加 率

全 産 業

製 造 業

化 学 工 業

総合化学繊維工業

油脂 ・塗料工業

医薬品工業

その他の化学工業

食 品 工 業

繊 維 工 業

石油 ・石炭製品工業
ゴム製品工業

窯 業

鉄 鋼 業

機械工業
電気機械工業

輸送用機械工業

その他の製造業

18,822

17,274

3,519

1,596

379

1,095

448

509

209

181

310

521

998

1,386

4,917

2,866

1,858

100

91.8

18.7

8.5

2.0

5.8

2.4

2.7

1.1

1.0

1.6

2.8

5.3

7.4

26.1

15.2

9.9

7

4

2

0

4

1

8

4

4

7

5

9

9

0

8

0

9

L

2

9

4

3

5

L

α

7

5

&

4

L

α

2

1

1

1

1

1

2

1

▲

2

1

2

2

▲

1

注:▲ 印は減

資料:総 理府調べ

表9-13 化学工業研究本務者数 と従業者

1,000人 当 り研究本務者数(D)の 推移

(単 位:人)

45年 50年 51年 52年

化 学 工 業

総合化学繊維工業

油脂 ・塗料工業

医薬品工業

その他 の化学 工業

21,565

(D:35)
11,311

(D:28)
3,533

(D:59)
4,331

(D:42)
2,370

(D:38)

27,220

(45)
12,253

(37)
4,831

(77)
6,854

(54)
3,282

(40)

27,614

(47)
12,048

(38)
4,896

(72)
7,339

(56)
3,331

(46)

28,259

(51)
12,347

(42)
4,383

(75)
8,029

(61)
3,501

(48)

資料:総 理府調べ
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表9-14 産 業 別 ・化 学 工 業 の業 種 別総 売 上 高 に対 す る研 究 費 比率,

1会 社 ・1研 究 本 務者 当 り研 究 費

(単位:%,万 円)

総売上高に対す 1会 社当り社内使用 研究本務者1人 当り
る社内使用研究 研究支出額 社内使用研究支出額
支出額の比率

49年 度 50 51 4950 51 49 50 51

全 産 業 1.48 1.45 1.48 12.20312β71 15,457 1,084 1,160 1,243

農 林 水産 業 0.41 0.32 0.24 2,4831,386 1,922 1,624 561 1,022

鉱 業 0.60 0.61 0.59 11,99913,971 32,982 1,508 1,617 2,065

建 設 業 0.39 0.50 0.49 9,83710,694 8,319 919 1,203 1,014

製 造 業 1.66 1.6i 1.64 11,86912,724 15,281 1,064 1・131 1,213

,
r

食 品 工 業 0.50 0.49 0.49 3,1284,134 5,853 832 894 1,011

繊 維 工 業 0.78 0.71 0.66 2,7512,201 5,519 902 858 932

パルプ ・紙工業 0.54 0.49 0.47 6,3152,855 9,290 945 882 974

出版 ・印 刷 業 0.42 0.43 0.46 74269,845 11,551 917 912 1,106

化 学 工 業 2.33 2.46 239 22,48622,588 22,977 1,118 1,166 1,245

総合化学繊維工業 1.83 1.84 1.69 31,77229,796 30,672 1,273 1,274 1,293

油脂 ・塗料工業 2.38 2.40 2.40 13,15810,683 14,317 705 748 854

医 薬 品 工 業 4.37 4.91 5.05 24,13333,284 28,637 1,155 1,297 1,364

その他の化学工業 2.78 2.76 2188 12,72713,055 12,317 1,066 1,105 1,281

石油製品・石炭製品工業 0.18 0.18 0」8 13,29816,438 19,747 1,445 1,479 1,641

ゴム製 品 工業 1.85 2.20 225 τ07412,256 19,996 1,187 1,253 1,390

窯 業 1.10 1.25 1.40 3,7464 ,649 8,491 1,072 1,168 1,302

鉄 鋼 、 業 1.01 1.05 1.02 3723361 ,103 34,545 2,040 2,340 2,471

非鉄金 属 工業 1.07 1.01 0.96 9,7389,385 14,534 1,249 1,154 1,344

金属製 品 工業 1.01 1.10 1.00 2,5574,174 6,063 814 918 1,008

機 械 工 業 1.93 1.74 1.79 9.0817284 6,247 698 983 1,033

電気機械工業 3.72 3.75 3.66 18,77129,710 34,944 932 913 994

輸送用機械工業 2.14 1.88 2.08 6710524 ,932 66,971 L965 1,799 2,091

精密機械工業 2.66 2.68 2.37 6,3109,450 9,081 912 909 942

その他 の工 業 1.31 1.29 1.38 4,1594,670 3,093 849 841 967

運輸 ・通信公益業 1.17 1.13 1.08 122,50346,127 121,549 1,840 2,204 2,399
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表9-15化 学 工 業 の業 種 別 ・性 格 別研 究 費

(単位:100万 円,%)

社内研究
実施会社

社内研究
支 出 額

性1 各 別 内 訳 構 成 比
基 礎 応 用 開 発 基礎 応用 開発

総合化学繊維工業

油脂 ・塗料工業

医 薬 品 工 業

その他の化学工業

昭 和50年

51

50

51

50

51

50

51

508

513

341

265

286

371

273

363

153,451

159,646

36,642

37870

95,191

109,537

36,816

44,834

11,540

13,243

835

886

10,977

13,568

3,019

3,465

41,502

40,742

8,863

10,300

23,734

28,848

10,285

13,455

100,409

105,661

26,944

26,683

60,479

6τ120

23,512

27,915

75

8.3

2.3

2.3

11.5

12.4

8.2

77

270

25.5

24.2

272

24.9

26.3

279

30.0

65.4

66.2

73.5

70.5

63.5

61.3

63.9

62.3

化 学 工 業 計 50

51

1,408

1,511

322,099

351,886

26,371

31,162

84,383

93,345

211,345

227,379

8.2

8.9

26.2

26.5

●.6

64.6

`

r

表9-16 化 学工 業 の技術 貿 易 状況 推 移
(単位:億 円,%)

技 術 輸 出 技 術 輸 入 比 率
A/B

件 数 受 取
額A 件 数

支 払
額B

48年 度

49年 度

50年 度

51年 度

366

414

455

532

172

235

215

261

708

784

797

849

255

271

269

286

675

86.7

79.9

91.3

競
争
率

(
倍

)

1950

×土木,建 築,都 市工学

○ 電気,応 用物理

△ 機 械

● 応用化学

図9-2

/

＼/＼ 一

1955196019651970f手

(資 料)林 雄二郎,山 田圭一 『科学の ライフサイクル 』

東 京 大学 工 学部 にお け る競 争 率 の変化 一 第1回 志 望届
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財団法人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号
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